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は　じ　め　に

　これからの日本社会は、少子高齢化、財政再建、地球温暖化、資源エネルギー問題、激化

する国際競争など深刻な課題に直面することが想定されます。このような中で、市民の

生き生きとした暮らしや活発な経済活動を支えるモビリティの役割はより一層重要と

なっていくとともに、人々の交通行動のあり方や、自動車、鉄道等の技術が大きく変革し

ていくことが予想されます。

　本フォーラムでは、陸上交通等の分野における安全・環境・エネルギーに関する行政支

援研究に積極的に取り組んできた当所の研究成果のご紹介に加え、幅広い関係者をお招

きして、自動車や公共交通の未来像、行政機関の果たすべき役割などについてのインタ

ラクティブで広範な政策・技術議論を展開する予定です。

　当所としては、今回のフォーラムの開催が、今後、市民、行政、産業界等が一体となって

安全・安心で環境にやさしいモビリティ社会づくり、あるいは我が国技術の国際展開に

必要な仕組みづくりを推進していく上での一つのきっかけとなればと考えております。

また、来場された皆様から忌憚のないご意見をいただくことにより、今後の当研究所の

活動をより充実して参りたいと思っております。

　今後とも、皆様のご理解、ご支援を賜りますようお願い申し上げます。

平成22年11月

独立行政法人　交通安全環境研究所

理　事　長　　大　橋　　徹　郎
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⑳索道情報のデータベース化と安全性向上
　ー基礎情報の集約と、事故の結果・原因・対策等の共有化
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齋 藤　晧 二
田 中　良 知

⑰夜間運転時における歩行者認知特性の解析と予防安全支援
　システム効果評価シミュレータへの活用

交通システム研究領域
自動車安全研究領域

192青 木　義 郎
森 田　和 元
田 中　信 壽
塚 田　由 紀

21プローブ車両と運転状況記録装置の融合 交通システム研究領域

日本大学

204森　　 裕 貴
長谷川　智紀
緒 方　正 剛
水 間　　毅
網 島　　均

22画像認識による信号システム安全性検証結果について 交通システム研究領域 206竹 内　俊 裕
工 藤　　希
水 間　　毅

23エコライドプロジェクトについて 交通システム研究領域 208千 島　美智男
水 間　　毅

24索道のインシデント分析結果について 交通システム研究領域 210佐 藤　久 雄
千 島　美智男
日 岐　喜 治
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題　目 所　属 発表者名（※講演者） 頁
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青 木　義 郎

⑲シミュレーション技術と鉄道信号の安全 交通システム研究領域 200吉 永　　純
工 藤　　希

⑳索道情報のデータベース化と安全性向上
　ー基礎情報の集約と、事故の結果・原因・対策等の共有化
　　をめざしてー

交通システム研究領域 202日 岐　喜 治
千 島　美智男
佐 藤　久 雄

⑭ドライビングシミュレータを活用した通信利用型安全運転
　支援システムのヒューマンマシンインターフェース（ＨＭＩ）
　に関する検証実験（続報）

自動車安全研究領域 180児 島　  亨
波多野　忠
廣 瀬　敏 也
田 中　信 壽
桃 井　恵 美

⑮自動車の側面衝突時におけるカーテンエアバッグの効果について 自動車安全研究領域 184細 川　成 之
米 澤　英 樹
田 中　良 知
松 井　靖 浩

⑯大型車のホイールボルト折損による車輪脱落事故について 自動車安全研究領域 188細 川　成 之
齋 藤　晧 二
田 中　良 知

⑰夜間運転時における歩行者認知特性の解析と予防安全支援
　システム効果評価シミュレータへの活用

交通システム研究領域
自動車安全研究領域

192青 木　義 郎
森 田　和 元
田 中　信 壽
塚 田　由 紀

21プローブ車両と運転状況記録装置の融合 交通システム研究領域

日本大学

204森　　 裕 貴
長谷川　智紀
緒 方　正 剛
水 間　　毅
網 島　　均

22画像認識による信号システム安全性検証結果について 交通システム研究領域 206竹 内　俊 裕
工 藤　　希
水 間　　毅

23エコライドプロジェクトについて 交通システム研究領域 208千 島　美智男
水 間　　毅

24索道のインシデント分析結果について 交通システム研究領域 210佐 藤　久 雄
千 島　美智男
日 岐　喜 治
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24 日

講演１

環境対応自動車のあり方と
交通研の役割

環境研究領域長

後藤　雄一

Door to door を実現し利便性に勝る自動車ではあるが、使用目的に応じて車両
サイズや動力性能、燃費性能が適切に設定されるべきである。また今後は、低公
害性、低CO2 性に優れた環境対応自動車が必須となる。ただし燃料補給、運用コ
ストの問題も車の利便性に大きく関わるので、普及への大きな影響要因となる。
本報では、今後普及が期待される各種次世代自動車に関して、車両の特性を踏ま
えた適切な導入分野、使用方法等のあり方を示す。さらに、環境対応自動車の普
及のために、今後国や交通研が果たすべき役割について考える。
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目次 
• 背景 
• 環境対応自動車の要件 
• 現状 
• 環境対応自動車のあり方 
• 棲み分け 
• 交通研の役割 
• 展望 
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19% 

6% 

34% 

19% 

14% 

4% 

  うち 
  電力由来 
６% 

うち 
電力由来 
     11% 

うち 
電力由来 

     9% 

2% 

うち電力由来     
1% 

工業プロセス 
廃棄物 

エネルギー転換 

産業 

運輸 

業務 
その他 

家庭 

 CO2排出量のうち、工業プロセス、廃棄物を除く94%がエネル
ギーの消費に伴うものである。 

 CO2排出量のうち、工業プロセス、廃棄物を除く94%がエネル
ギーの消費に伴うものである。 

合計 
12億1,400万t 

部門別 

環境省HPより 

航空 
船舶 
鉄道 

※ 「電力由来」とは、自家用発電を含まない、電力会社 
などから購入する電力や熱に由来する排出を指す。 

自動車 

運輸部門の約９割が 
自動車からの排出分 

 2008年度において、運輸部門は我が国のCO2排出量の約20％を占め、そのうち自動車からの 
排出量は約90％。 
 乗用車からの排出量は、自動車全体の約60％、貨物車からは、約４０％。 

我が国のCO2排出量（２００８年度） 我が国のCO2排出量（２００８年度） 

貨物車 

40.7% 

8796万トン 

乗用車 

57.3% 

12385万トン 普通貨物車 

51.8% 

4558万トン 

小型貨物車 

19.0% 

1668万トン 

軽貨物車 

17.0% 

1495万トン 

その他 

12.2% 

1076万トン 

乗合車 

2.0% 

440万トン 

自動車CO2排出量 
約21,620万トン-CO2 

（2008年度） 

背景 

日本全体の中で乗用車から１０％、
貨物車から７．２％が排出されている 

旅客・貨物輸送のいずれも自動車が約６０％を占める 
Door to Doorの利便性 

貨物輸送の輸送機関別分担率の推移 
（トンキロベースの分担率） 

出典：社会実情データ図録（陸運統計要覧から） 

旅客輸送の輸送機関別分担率の推移 
（人キロベースの分担率） 

背景 
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Ｒｅｆ.平成２０年度大気汚染状況について, 環境省 

二酸化窒素（ＮＯ２） 
●一般局100％、自排局95.5％の達成 

 特定の地域で未達成 

●今後は沿道など局所汚染が課題 

●NOは減っているがNO2はほぼ横ばい 

浮遊粒子状物質（ＳＰＭ） 

●一般局、自排局ともに99％以上の
達成、特定の地域で未達成 

●今後はPM2.5が課題 

H20 
環境基準達成状況の推移（年度） 背景 

ＮＯ２ 

ＳＰＭ 
H20 

オキシダント（Ox） 
Ox H20 ●一般局0.1％、自排局０％でほとん

ど達成されていない。漸増傾向。 

●生成機構を考慮した対策が必要 

環
境
基
準
達
成
率 

環
境
基
準
達
成
率 

濃
度
（
ｐ
ｐ
ｍ
）
 

・自動車の利便性（Door to Door)の確保 
 
・多様な燃料適用性（エネルギー安全保障） 
 
・普及を考えた経済性 
 
・地球環境に優しい（低GHG、高効率） 
 
・地域環境に優しい⇒低公害性 

環境対応自動車の要件 
交通機関の利便性を失うことなく環境負荷の低
減を追求する。 

環境対応自動車⇒電動車（HEV、EV）、 
   新燃料車（CNG、FCEV etc.） 
   従来燃料車（低燃費低排出ガス車） 

要件 
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販売台数の推移 販売台数の推移 

 次世代乗用車においては、販売台数は徐々に増加。 
 乗用車における次世代自動車の販売は、HEV車がほと
んど。 

 2008年度からクリーンディーゼル車の販売が開始。 
 2009年度から三菱自動車iMiEV、トヨタ自動車プラグイ
ンハイブリッドプリウスが販売開始。 

 2010年度から日産自動車リーフが販売開始予定。 

7 

※強力なインセンティブにより、2009年度上半期の次世代乗用車の
販売台数は約20万台（全体の１０％程度）に達している。 

現状 

 次世代貨物自動車の普及台数は伸びていない。 
 軽貨物・小型貨物車における次世代自動車の販売
は、ほとんどがCNG車。 

 普通貨物車では、CNG車、HEV車 

（台）

トヨタ プラグインハイブリッド車

三菱自動車i MiEV

ホンダ インサイト

（台）

トヨタ プラグインハイブリッド車

（台）

トヨタ プラグインハイブリッド車

三菱自動車i MiEV三菱自動車i MiEV

ホンダ インサイトホンダ インサイト

（台）（台）

－次世代乗用車－ －次世代乗用車－ －次世代貨物車－ －次世代貨物車－ 

Ref:次世代自動車戦略２０１０を一部修正 

●現在、我が国における自動車保有台数･新車販売台数の約99％を占める従来車は引
き続きマーケットの中で重要な位置付けを占めると予想される。 
●これまでも運輸部門では、①燃費向上、②交通対策、③交通量の低下といった対策に
よりCO2排出抑制に取り組んできている。 
●従来燃料の改善（オクタン価、セタン価の向上等）も燃費向上に有効 

2001年に 
ピークアウト 

現状 従来車対策の重要性 



●乗用車では、ハイブリッド乗用車は、販売台数割合が約１０％にまで普及が進んだ。一方、クリーン
ディーゼル車や燃料電池車の普及は遅れている。 
●貨物車では、次世代低公害車の普及は遅れており、一部小型圧縮天然ガス（CNG)車のみが普及して
いる。大半はディーゼル車。 

将来の環境対応自動車として、電動車、新燃料車、超
小型車が重要⇒その棲み分けは？ 

①利便性 
 
②エネルギー安全保障 
 
③経済性 
 
④地球環境（低GHG、低燃費） 
 
⑤地域環境（低公害性） 

今後の環境対応自動車のあり方は？ 
 ⇒要件に適合する車を最適な所で使う（適車適所）による普及 

環境対応自動車の多くは、新たなインフラ
（新燃料・充電スタンド、まちづくり等）が必
要であり、普及の律速条件となる可能性 

今後、必要とされる条件 
●高齢者対応の交通機関 
●公共交通機関とのシームレスな連携 

あり方 

要件 
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交通研の役割（環境） 

●自動車の環境技術基準（工業基準ではなく強制
基準）案の策定、国際基準調和活動等の環境
と適合した社会の持続発展を促すRule Maker 

●国の政策に対する行政への技術的支援 

●産官学連携の中核的な役割 

●交通研の特長を生かした自動車と公共交通機
関（鉄道等）の連携 

環境の保全といった自動車ユーザーや国民の立場に立った研究
や審査も必要となる。更に、地球環境に有利とされる公共交通
機関の利便性の向上のための研究等が必要である。  

民間で実施可能な研究開発は民間に任せ、 
国の目標に直結した業務を実施 

役割 
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将来の方向性 
• 交通機関の利便性を損なうことなく環境負荷の低減を追求する
ことによって、交通環境の改善・保全という国民からの付託に
応える研究活動を交通研の役割から推進する。 

• 地域環境の改善や地球環境保全等の従来研究対象分野の質
的高度化を進めるとともに、今後重要度を増す地球環境の保
全とエネルギー資源の節約及び多様化の新規研究対象分野
への重点化を進めてゆく必要がある。 

• その中でも、今後の重点課題として①重量車におけるCO2低減

方策（電動化、バイオ燃料等の新燃料）の技術基準に関わる分
野、②まちづくり等のインフラと連携した超小型車の技術基準
等に関わる分野、③LCAを含む自動車用エネルギーの利用に
関する分野があげられる。 

展望 
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電気駆動自動車の展開と課題

環境研究領域 主席研究員

河合　英直

CO2 削減目標達成のために、輸送機関への更なる電力活用は必須であり、昨今の
蓄電池性能の向上により電気駆動自動車の実用化も現実的に考えられる様に
なってきた。 反面、多くはバッテリ性能の制約により、内燃機関車両と全く同等
には活用できない。このような状況にある電気駆動車両を効果的に活用してい
くための電気駆動車量の展開シナリオと交通研として検討しておくべき課題に
ついて述べる。

24 日

講演２
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National Traffic Safety and Environment Lab., Japan 

Agenda 

背景 
 

今後の電気駆動車の展開 

 

運輸分野への電力活用の課題と交通研の役割 

1. 基準整備 

2. 交通インフラシステムの検討と提言 

3. 大型車への電力活用 

Terunao KAWAI, 24, Nov., 2010 

National Traffic Safety and Environment Lab., Japan 

背景：運輸部門におけるCO2排出量 

Terunao KAWAI, 24, Nov., 2010 

 運輸部門のＣＯ2排出量の約半分を占める公共交通や幹線物流を担う大型車
（バス、トラック）の低炭素化の推進は、重要な課題 

  
CO2排出量 

(ton/年) 
保有台数 
(2010年)  

一台あたりのCO2排出量 
(ton/年) 

年間販売台数 
 新車がCO2排出量５０％低減したと
すれば，削減されるCO2量 

乗用車（自家用） 120110000 66300000 1.8  4400000 3985551  
            
貨物（自家用+営業用，大，中，小型） 88660000 780000 113.7  43000 2443833  
            
バス（大型（路線，観光，都市間）＋小型 4580000 230000 19.9  24000 238957  

 大型車は台数は多くないが，年間に排出するCO2総量が大きいため，全体での
CO2排出量削減に対する効果は大きい 

・運輸部門排出CO2の87%が自
動車から排出 
・その内の約半分が自家用乗用
車，約4割がトラック，バス 

–10–
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National Traffic Safety and Environment Lab., Japan 

乗用車普及目標 

Terunao KAWAI, 24, Nov., 2010 

表：2020～2030年の乗用車車種別普及目標（政府目標）  

車種毎の棲み分け概念図  

← ガソリン車が半数程度占める 

← 電気自動車，PHEVと合わせて最大3割程度 

← ディーゼル乗用車が一割程度 

 EV,PHEV等電気駆動自動
車の導入を図ることも大切だ
が，並行してガソリン車の更
なる環境対応や，乗用車への
クリーンディーゼルの普及も
必要． 

図，表出典）次世代自動車戦略研究会，次世代自動車戦略２０１０ 



National Traffic Safety and Environment Lab., Japan 

EVに対するパラダイムシフトの可能性 

Terunao KAWAI, 24, Nov., 2010 

EVに航続距離(レンジ)は必要なのか？ EVに航続距離(レンジ)は必要なのか？ 

必要ない 
（20~30kmの航続距離でよい） 

近距離コミューターなど 
半公共交通機関としての整備 

ガソリン車と同様に使いたい 
不安なくドライブしたい 

ある程度のレンジが必要 
(160~200km) 

高エネルギー密度バッテリ
開発，バッテリ大量搭載 
安全性の確保? 
バッテリコスト大 

エネルギー密度よりもバッテリ
安全性を重視したバッテリ開
発 
バッテリコスト低減，低価格化 

EV用バッテリに対する要求が変化 

National Traffic Safety and Environment Lab., Japan 

１．基準整備 

Terunao KAWAI, 24, Nov., 2010 

運輸分野への電力活用の課題と交通研の役割 

工業標準（Standard） 
– 工業標準化法に基づくもの 

– 工業製品の品質、生産能率等の改善、取引・使用の単純化、公正化、合理化等の観点
から定める技術上の規格 

– 製造者等の遵守義務なし 

 

法規基準(Regulation) 
– 個別行政法に基づくもの 

– 安全の確保、環境保全、ユーザーへの情報開示等の観点から定める技術上の基準 

– 製造者等の遵守義務あり 

 

 
 

 工業標準と法規基準 
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National Traffic Safety and Environment Lab., Japan 

電気自動車等について法規基準・工業標準の整備が必要な分野 

GMが約100km/l
と主張していた新
型車 

屋外コンセント 
（１１０Ｖ） 

普通充電器（２２０Ｖ） 

 「電池単体の 
基本性能」 

・電池セル，モジュール
の基本性能評価 等 

 「電池単体の 
基本性能」 

・電池セル，モジュール
の基本性能評価 等 

：法規基準 
（国土交通省） 

：工業標準 
（経済産業省） 

「スマートグリッド」 
・車両－送電網間の 
 インターフェース 
・再生可能エネルギー 
 地域余剰エネルギー 
  の有効活用 

「コネクタの仕様」 
 （車両側、充電器側） 
・形状、挿入位置 
・漏電防止等 

「コネクタの仕様」 
 （車両側、充電器側） 
・形状、挿入位置 
・漏電防止等 

「充電管理」 
・通信プロトコル 
・過充電防止 
・車両認証 

「充電管理」 
・通信プロトコル 
・過充電防止 
・車両認証 

「電装部品 
  統合制御」 
・通信プロトコル 等 

「電装部品 
  統合制御」 
・通信プロトコル 等 

「環境性能」 
・燃費、電力消費率 
・航続距離、耐劣化性 
・基本性能 

「漏電、発火等防止」 
・過充電、短絡 
・振動、衝撃、加熱 
・衝突時の破損等 

太陽光発電等の再生
可能エネルギ 
太陽光発電等の再生
可能エネルギ 

地域・家庭内の余剰
エネルギ 
地域・家庭内の余剰
エネルギ 

一
般
配
電
網 

一
般
配
電
網 

車両安全性確保 

ユーザーへの情報提供 

急速充電器（５００Ｖ） 

 「充電器の仕様」 
・電圧、電力 
・制御方法 
・充電器側コネクタ 
・課金システム 

 「充電器の仕様」 
・電圧、電力 
・制御方法 
・充電器側コネクタ 
・課金システム 

目的地・経路充電 家庭用中心 連携 

例 Li-ion電池モジュール 

例 EV車両側コネクタ 

Terunao KAWAI, 24, Nov., 2010 

National Traffic Safety and Environment Lab., Japan 

Li-ion電池に対する国際標準・強制基準 

電池システムの安全性： ISO１２４０５にて審議 
電池セルの安全性： IEC62660にて審議 
自動車用電池システムの安全性： SAE J2929にて審議 

輸送規制： 「危険物輸送に関する国連勧告」 

自動車の構造・性能規制：  
 「車両等の型式等の相互承認に関する国際協定（５８年協定）」ほか 
 ・通常使用状態での電気安全性能（ＥＣＥ規則第１００号） 
 
（今後の検討課題（例）） 
 ・自動車衝突時の電気安全性能（検討中） 
 ・事故等異常時のバッテリ安全性確保，バッテリ劣化時の安全性 
 ・航続距離・SOC表示、バッテリ性能表示（容量，出力，耐久性） 
 ・電費，CO2排出量評価 等 

自動車の構造・性能規制：  
 「車両等の型式等の相互承認に関する国際協定（５８年協定）」ほか 
 ・通常使用状態での電気安全性能（ＥＣＥ規則第１００号） 
 
（今後の検討課題（例）） 
 ・自動車衝突時の電気安全性能（検討中） 
 ・事故等異常時のバッテリ安全性確保，バッテリ劣化時の安全性 
 ・航続距離・SOC表示、バッテリ性能表示（容量，出力，耐久性） 
 ・電費，CO2排出量評価 等 

国際標準：経済産業省担当 国際標準：経済産業省担当 

国際基準（法規基準）：国土交通省担当 国際基準（法規基準）：国土交通省担当 

Terunao KAWAI, 24, Nov., 2010 



National Traffic Safety and Environment Lab., Japan 

２．交通インフラシステムの検討と提言 

環境対応車を活用したまちづくりの検討 
 

 モーダルシフトの検討 

– LRT（Light Rail Transit：次世代型路面電車） 

– BRT（Bus Rapid Transit） 

 

超小型モビリティを活用した新しい交通システムの検討 

Terunao KAWAI, 24, Nov., 2010 

運輸分野への電力活用の課題と交通研の役割 

National Traffic Safety and Environment Lab., Japan 

３．大型車への電力活用 

Terunao KAWAI, 24, Nov., 2010 

運輸分野への電力活用の課題と交通研の役割 

 路線バスへの電力活用 
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National Traffic Safety and Environment Lab., Japan 

重量貨物車のEV化は可能か？ 

車両重量17t（車体10t車+積荷（半積載）7ｔ）の車両 
 従来ディーゼル車と同等の航続距離800kmを確保する為には，

約10 tonの電池搭載が必要． 
（電費1kWh/kmと仮定） 

 従来車の場合，搭載燃料（軽油）は約170kg 

 

内燃機関の効率向上 
＋ 電動技術による運動エネルギー回生 

重量車に対するCO2削減の本命技術 
重量HEV 

連続給電重量貨物トラック．．． 

鉄道輸送へのモーダルシフト 

貨物輸送のエネルギー源は、約7割が主として大型トラックに使われる軽油 

非現実的 

現実解 現実解 

現実解 現実解 

Terunao KAWAI, 24, Nov., 2010 

National Traffic Safety and Environment Lab., Japan 

大型ハイブリッド車の高効率化 

Terunao KAWAI, 24, Nov., 2010 

従来ディーゼル・バス 
ハイブリッド・バス 

国土交通省審査値 

4.25km/L 

 重量ディーゼル車のうち，エネルギー回生機会が多くHEVに有利と考えられる路線
バス車両において，従来ディーゼル機関バスとハイブリッドバスの燃費審査値は同一．
実際にハイブリッドバスを導入している運行業者から，ハイブリッドの燃費メリットが顕
著には現れていないとの意見もある． 

  

国土交通省審査値 

4.25km/L 

 ハイブリッドシステムで燃費向上，CO2削減効果を生み出す，減速，降坂時等の運
動エネルギ回生が効率的に行われていないことがその一因と考えられる． 

・HEVの回生効率を向上させる為のシステム要件，制御手法，蓄電装置特
性等について検討． 
・さらに，効率的に回生電力を活用できる，ハイブリッドディーゼルエンジン
システム（HEE System)について研究開始 

・HEVの回生効率を向上させる為のシステム要件，制御手法，蓄電装置特
性等について検討． 
・さらに，効率的に回生電力を活用できる，ハイブリッドディーゼルエンジン
システム（HEE System)について研究開始 



National Traffic Safety and Environment Lab., Japan 

まとめ 

 2030年度普及目標においても，内燃機関(ガソリン，ディーゼル)に
よる車両は８０％程度を占める．電気駆動のみならず，内燃機関
の地道な改良も継続する必要がある． 

 種々の電気駆動系車両の適材適所への導入 

 EVに対する考え方をあらためることにより，より安全で便利な交通
機関とできる可能性がある． 

 陸上交通全体を網羅している交通研の特色を生かした交通イン
フラシステムの検討と提案 

 大型車両への電力技術活用による効率向上検討 

 電気駆動系車両に，ユーザーが安心して乗れる，選択できる為の
基準作成等に尽力 

 

 
Terunao KAWAI, 24, Nov., 2010 
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新燃料自動車の将来に向けた提案

環境研究領域 副研究領域長

佐藤　由雄

石油に依存した社会経済システムからの脱却と地球温暖化に対応した自動車の
あり方が問われている．自動車の燃費向上とモーダルシフトを加速するととも
に，エネルギ安全保障の面からは石油代替燃料の利用促進も必要である。そこで
各種新燃料自動車のメリットデメリットを明らかにした上で適切な導入分野を
探る観点から、実験データに基づいて環境・燃費・動力性能を従来型車両と比
較した。さらにCO2 対策の観点から、新燃料自動車の LCA評価の必要性も示し、
将来性の検討につなげることとした。これらを踏まえて、環境・エネルギ問題を
踏まえた燃料多様化の考え方と新燃料自動車の方向性について提案する。

24 日

講演３
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エネルギー需要，新興国では増加，日本は燃料消費量が減少 
2050 年までの国内の自動車用燃料消費量の予測 

（前提条件：自動車市場縮小） 

出所： 環境省環境対応車普及方策検討会「環境対応車普及戦略」平成22年3月 

出所： 2010 Key World Energy STATISTICS,  International Energy Agency (IEA) 

出所： 資源エネルギー庁
「平成２１年度エネ
ルギーに関する年
次報告」（エネル
ギー白書２０１０） 

日本の天然ガスの国産，輸入別の供給量  

年 

国別にみたエネルギー起源CO2排出量の見通し 
（現状維持シナリオ及び450ppmシナリオ） 

「現状維持シナリオ」： 各国政府が既存の政策や対策を全く変えなかった場合 
「450ppm シナリオ」： 大気中の温室効果ガス濃度をCO2 換算で約450ppm の水準で安定化 

エ
ネ
ル
ギ
ー
量

 
（
石
油
換
算

 
百
万
ト
ン
）
 

C
O

2排
出
量

 
（
百
万
ト
ン
）
 

2030 年までの世界の一次エネルギー需要の見通し 
（現状維持シナリオ） 

2 

自動車の環境・エネルギー・資源問題 

2000 2010 2020 2030

環
境
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
問
題

  
重
要
度

 

排出ガス 

-6% 
CO2削減 

地球温暖化 
（燃費） 

石油代替 
エネルギー 

2000      2010      2020      2030      2040      2050 年 
次期 

排出ガス規制 

燃費基準 

-25% 
CO2削減 

-60～-80% 
CO2削減 

運輸エネルギー 
の石油依存度 

80％ 

一次エネルギー 
に占める再生可能 
エネルギー 10％ 

レアメタル 

ポスト新長期 
排出ガス規制 

新長期 
排出ガス規制 

–18–



3 

環境・エネルギー・資源問題への対応 

•既存公共交通の利便性向上 
デマンド，シームレス，バリアフリー 

•新型公共交通の効果評価と導入促進－ＬＲＴ 
•自動車の乗り入れ規制 
•長距離貨物輸送の鉄道・海運への転換率の向上 

•既存公共交通の利便性向上 
デマンド，シームレス，バリアフリー 

•新型公共交通の効果評価と導入促進－ＬＲＴ 
•自動車の乗り入れ規制 
•長距離貨物輸送の鉄道・海運への転換率の向上 

•熱効率改善，軽量化，小型化，エコドライブの推進など 
•電気・ハイブリッド化 
•レアメタルの供給先の分散，代替材料開発 
•実態に即した燃費評価方法， 燃費向上の方向性提示，
燃費車上表示など 

•ネットワークを活用した交通流改善 

•熱効率改善，軽量化，小型化，エコドライブの推進など 
•電気・ハイブリッド化 
•レアメタルの供給先の分散，代替材料開発 
•実態に即した燃費評価方法， 燃費向上の方向性提示，
燃費車上表示など 

•ネットワークを活用した交通流改善 

•CO2フリーの燃料製造と発電 

再生エネルギー（バイオマス，自然エ
ネルギー）の開発と利用 

•車両開発，インフラ整備 

•CO2フリーの燃料製造と発電 

再生エネルギー（バイオマス，自然エ
ネルギー）の開発と利用 

•車両開発，インフラ整備 

•石油代替燃料の製造・利用とインフラの整備 
•低CO2発電促進による電気・ハイブリッド車 
•レアメタルの供給先の分散，代替材料開発 

•石油代替燃料の製造・利用とインフラの整備 
•低CO2発電促進による電気・ハイブリッド車 
•レアメタルの供給先の分散，代替材料開発 

既存自動車の燃費向上 
（ガソリン，ディーゼル） 

公共交通，鉄道・海運への移行
促進（モーダルシフト） 

石油代替エネルギーを用いた 
低CO２自動車の開発と普及促進 

非化石エネルギーによるCO2フリー
※

のエネルギーと自動車の開発・普及 

※CO2フリーの自動車：  
バイオマスのような再生資源から製造される燃料を用いた自

動車で，エネルギーの製造及び利用段階（WtW）のCO2排出量

がほぼゼロ（カーボンニュートラル）となる自動車  

4

CNG

FTD

DME

BDF(B5)

(E3-E10)

LPG
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天然ガス，バイオマスから製造される燃料 
合成ガスを基点とした燃料・ケミカルズの製造 

出 所 ： NREL/TP-510-34929 “Prelliminary Screening Technocal and Economic 
Assessment of Synthesis Gas to Fuels and Chemicals with Emphasis on the 
Potential for Biomass-Derived Syngas,” (2003) よりNEDOが作成，筆者が加筆 

天然ガス 

バイオマス 

i-C4 ：イソ-ブタン 
MTBE：メチル・ターシャリー・ブチル・エーテル 
MTG：Methanol to Gasoline 
DMFC：ダイレクトメタノール型燃料電池 
DME：ジメチルエーテル 
DDFC：ダイレクトDME型燃料電池 
FT 合成：フィッシャー・トロプシュ合成，触媒を用いる合成 
H2FC：水素燃料電池 

自動車用燃料と
して試験／利用
実績有り 

DDFC 

H2FC 

「技術戦略マップ2010 エネルギー分野」（2010年6月，経済産業省） 
エネルギー技術俯瞰図／②運輸部門の燃料多様化／天然ガス利
用技術 

• 天然ガス液体燃料化技術（GTL）等 
• 天然ガスからの次世代水素製造技術 
• ジメチルエーテル（DME） 

「再生エネルギー技術白書」（2010年7月，NEDO） 
熱化学的変換／③液体燃料製造／ⅰ) BTL（ガス化・液体燃料製造） 

• BTLにより得られる代替燃料は， 
短期的には，メタノール，DME，FT軽油 
将来的には，混合アルコール，炭化水素（C2～C5），エタノール 
また，水素製造も可能 

6 

主な石油代替燃料の特徴と課題 
適用 種類 主な資源 製造方法 連産品 エンジン適用 主な燃料製造企業 課題等 

予混合・火花点
火エンジン 

天然ガス － 液化・ガス化・圧縮 － 高圧容器，三元触媒が必要 国内外に多数 
• 更なる熱効率向上 
• 空燃比制御，触媒の管理 

LPガス 
• 天然ガス，石油の
随伴ガス 

• 石油精製副生ガス 
－ － 三元触媒が必要 国内外に多数 

• 更なる熱効率向上 
• 空燃比制御，触媒の管理 

エタノール 
• サトウキビ 
• とうもろこし 糖化・発酵・蒸留 － • 低濃度（E3～E10）利用 

• FFV化 
 

国内外に多数 
• 糖化，発酵の高効率化 
• リグニンを利用できない 
• 混合濃度に応じて安全・環境
基準の改訂が必要 
 

セルロースエ
タノール 

• 草，木 
糖化・発酵・蒸留 

－ 
 

国内外に多数 

筒内直接噴射・
圧縮着火エンジ
ン 

FAME 

• 植物油 
• 獣脂 
• 廃食用油 メタノール＋エステ

ル交換反応 グリセリン 

• 低濃度（B5）利用 
• 軽油ディーゼルエンジン
と同じ排気後処理（ DPF，
NOｘ触媒）が必要 

国内外に多数 

• 食料との競合(バージン油） 
• 酸化安定性 
• 低温流動性 
• 混合濃度に応じて安全・環境
基準の改訂が必要 

BHD 
• 植物油 
• 獣脂 

水素＋水素化処理
＋異性化＋蒸留 

H2O, CO2, CH4
等 

• 軽油とほぼ同じ燃料性状，
高濃度利用可 

• 軽油ディーゼルエンジン
と同じ排気後処理（ DPF，
NOｘ触媒）が必要 

 

（海外のみ） 
NESTE OIL社 

• 食料との競合(バージン油） 
• 材料適合性 

FTD 
• 天然ガス，石炭 
• 草，木，藻類，廃棄
物 

ガス化・合成＋水
素化処理＋蒸留 
 

• ワックス 
• ガソリン 
• 灯油 等 

（海外のみ） 
• CHOREN社 
• SHELL社 

• 材料適合性 

DME 
•天然ガス，石炭 
•草，木，藻類，廃棄
物 

ガス化・合成＋蒸
留 － 

• 軽油用エンジンの燃料供
給系を一部改造 

• 純物質なので化石由来
DMEとの混合は可 

• 排気後処理（DPF，NOｘ
触媒）は不要 

• 燃料DME製造 
• 岩谷産業 
• 産総研 
• CHEMREC社 

• インフラ整備（LPガス用インフ
ラの転用も可） 

燃料電池， 
予混合／筒内直
接噴射 火花点
火エンジン 

水素 
•天然ガス 
•副生ガス 
•草，木 

改質，ガス化 CO 
• 高圧容器が必要 
• 排気後処理（DPF，NOｘ
触媒）は不要 

国内に多数 
 

• 輸送・貯蔵技術の確立 
• 運搬や水素ステーション等の
インフラ整備 

※「トヨタ自動車株式会社 BRエネルギー調査企画室 阪田一郎 「トヨタのバイオ燃料への展望」  2009年7月24日 基調講演 – “BioFuels 
World 2009 Conference & Expo”」 などの資料を参考に作成 
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主な新燃料のCO2の排出係数と排出量測定 

CO２排出量測定に使用した代替燃料エンジンの諸元 

燃料（数字
はエンジン
違い） 

ベース 
エンジン 

排気
量（L） 

出力 
（kW/rpm） 

排気後処理 架装車両 
GVW（トン） 

備考 

軽油① 
ディーゼル
（SCD，開発試
作） 

10.5 298/2000 DPF+LNT+OC 
24.9 
（仮想） 

DPF再生時のCO2は
含まず 

CNG① 
ディーゼル 
（改造登録） 

13.1 253/1900 TWC 24.9 
予混合火花点火エン
ジン＋三元触媒シス
テムに改造 

軽油② 市販ディーゼ
ル 5.2 107/2600 DPF+OC 8.0 DPF再生時のCO2は

含まず 

CNG② 市販CNG 7.8 162/2400 TWC 8.0 
予混合火花点火エン
ジン＋三元触媒シス
テムに改造 

FTD 
ディーゼル 
（開発試作） 

7.7 199/2700 OC+DPF+LNT 8.0 

• シャシー台上試験
結果 

•  DPF再生時の
CO2は含まず 

DME 
ディーゼル 
（大臣認定） 

5.2 107/2600 OC 8.0 ディーゼル噴射系を
DME用に一部改造 

BDF 
（RME） 

市販ディーゼ
ル 4.0 110/3000 DPF+LNT+OC 6.0 DPF再生時のCO2は

含まず 

CO2排出係数（理論値）の比較 
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軽油① 

BDF 

FTD 
軽油② 

CNG① 

CNG② 
DME 

GVW: 6トンクラス 

軽油及び軽
油性状に近
い燃料 

含酸素・PMフリー
の燃料 

CO2，熱効率，PM及びNOxの比較（JE05モード） 

内燃エンジンの熱効率の影響因子 

有効仕事の増加 
→熱効率の向上 

熱効率向上の因子 

• 膨張比up+等容度up 

• 冷却損失低減 

• 新燃焼 

• 新燃料の特性活用  

(低炭素，後処理無し)  

軽油①：  ディーゼル（SCD，開発試作） 
CNG①： ディーゼル（改造登録） 
軽油②：  市販ディーゼル 

CNG②： 市販CNG 
FTD：    ディーゼル（開発試作） 
DME：     ディーゼル（大臣認定） 

BDF（RME）： 市販ディーゼル 

●（後処理後）      ○（後処理前） 

●（後処理後）      ○（後処理前） 
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軽油（FTD，BHD）－排気後処理が複雑で課題も多い 
OC  : 酸化触媒 
DPF：ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ微粒子ﾌｨﾙﾀｰ 
SCR: NOx選択還元触媒 
LNT：NOｘ吸蔵還元触媒 
↓： 燃料 ↓： 尿素水 

 DPF  LNT  OC 
-HC -NOx -PM -SOF 

 OC 

 DPF 
-PM -SOF 

 OC 

-SOF 
 DPF  SCR  OC 

-NH3 -NOx -PM 
 OC 

余剰NH3 
の除去 

2NO+N2→2NO2 
NO+NO2+2NH3 
→2N2+3H2O 

（重量車2009/2010年排出ガス規制対応車両の例） 

• ディーゼル排出ガス対策装置（燃焼，後処理装置）の増加 

• 開発工数（ハード，ECU）の増加 

＜軽油ディーゼルトラックの価格上昇は事業者に負担を強いる＞ 

出所： 平成21年度版 トラック輸送産業の現状と課題，全日本トラック協会，平成22年3月 

※ポスト新長期制適合車の大型トラックの価格の例 （東京地区希望小売価格・税込み） 
    車体総重量（GVW） 25トンクラス： 1，800～2，100万円程度（2010年8月時点） 

軽油（FTD，BHD）ディーゼル：  PMはDPFにより80%-90%程度， 
NOxは触媒で70-80%程度 低減されている → 後処理に大幅に依存 

 DPFの実用時の課題： 
 都市内走行での連続再生が困難，手動再生にも様々な問題，し
かも再生処理が適正に行われないと損傷，溶損に至る 

 再生不十分な状態では排気圧力が増加，また，再生時には酸化
剤（燃料）が必要，燃費や加速性能への悪影響が懸念 

 NOｘ触媒の実用時の課題： 
 エンジンの冷間時の排出ガス後処理装置の浄化率が低い   

→ 冷始動試験を導入（2010.7.28「環境省・十次答申」） 
 触媒の劣化及び尿素水等の還元剤の噴射制御が不適切 → 

N2OやNH3等の排出 → 実態調査，対策が必要（ 「十次答申」） 
 Pt，Pdなどのレアメタルを継続して大量に確保していく必要 

軽
油

，
F
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D
，
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D
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ィ
ー

ゼ
ル
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ン

ジ
ン

ﾝ
排

出
ガ
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＜排気後処理の課題＞ 

10 

天然ガスの利用形態による主な効率の比較 

OC 

圧縮天然ガス 

プロセス 
ガス化－DME合成
－蒸留 

FTD 

DME 
（ジメチルエーテル） 

ディーゼルエンジン 
（圧縮着火／ディーゼルサイ

クル運転） 

TWC 
CNGエンジン 

（火花点火／オットーサイ

クル運転／量論比燃焼） 

 DPF 

 OC  SCR 

熱効率２）： 26.0% 

熱効率２） ： 31.2% 

熱効率２）： 32.3% 

プロセス 
ガス化－FT合成
－水素化分解 －
蒸留 

連産品（例） 
• 軽油 36% 
• ガソリン 35% 
• ワックス 17% 
• ガス 12% 
    ・・・・・  ・・・・ 

CO+2H2→1/n(CH2)n+H2O 
        ( CO:H2=1:2)  

3CO+3H2→CH3OCH3+CO2 
     ( CO:H2=1:1) 

合成効率1）： 60% 

合成効率1）： 70% 

＜空燃比制御，三元触媒の管理が重要＞ 

＜後処理がシンプル＞ 

＜複雑かつ課題の多い後処理が必要＞ 

PMフリー 

• PMが生成 
• PMとNOｘはト
レードオフ関係 

PMフリー 

 OC 
ディーゼルエンジン 
（圧縮着火／ディーゼルサイ
クル運転） 

プロセス 
圧縮－蓄圧   

0.6MPa→25MPa 
3段圧縮，250m3/h 
所要動力 55kW 
全断熱効率：61% 

水素 

主成分 CH4 

エネルギー効率：98% 

※ 合成効率 1） :   反応とプロセスを総合した熱効率，（出所）JOGMEC 「石油／天然ガスレビュー」2003年9月 
※ 熱効率 2）:   GVW8トンクラスのJE05モード平均熱効率 

OC  : 酸化触媒 DPF：ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ微粒子ﾌｨﾙﾀｰ SCR: NOx選択還元触媒  
TWC：三元触媒   ↓： 燃料    ↓： 尿素水 

（GVW8トンクラスの例） 

インフラは一定程度 
整備済み 

軽油インフラ
の利用 

インフラ整備が必要 
（LPガスインフラが転用可） 

改質／合成 

直接利用 

天然ガス 

気体・炭化水素燃料 

液体・炭化水素燃料 

低圧液化・含酸素燃料 
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電気 

水素エネルギーへの期待 

水素 
H2 

水 
H2O 

電気自動車 

 バッテリーは本来，電気の一時的貯蔵・バッファ的

利用に適す 
 エネルギー密度（容積，重量）が低い 
 レアメタルなどの資源問題 

水の電解か
ら水素製造 

発電 

ガス化 

副生 

発電 

発電 

改質 

発電 

 バッテリーと比べた場合，水素は貯蔵・運搬しやすい 
 水素インフラ整備が必要（2015年ｲﾝﾌﾗ普及開始の計画） 
 水素エンジン： 従来の技術が使用でき，PM，CO2がほぼ

ゼロ，純度の低い水素でも運転できる，水素噴射弁，燃焼

最適化等の実用化開発が継続的な取り組み課題 
 燃料電池車： コストや耐久・信頼性に関する課題が多く，

レアメタルなどの資源問題も存在，長期的な取組が必要 

製鉄所，製油所，化学工場などから 

高圧水素直噴エンジン 

水素燃料電池自動車 水素エンジン自動車 

国
内
資
源
か
ら
も
製
造
可
能 
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軽油代替燃料（化石資源由来）（導入割合5%→30%）

軽油代替燃料（非化石資源由来）（導入割合3%→12%）

軽油消費量（自動車市場縮小，燃費改善）

軽油消費量（自動車市場縮小，現状維持）

自動車用新燃料導入の考え方 

年 

軽
油
消
費
量
（
千

kL
/年
）
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ソ
リ
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）
 

予測値 実績値 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050

モーダルシフト(移行割合25%→40%）

ガソリン代替燃料（非化石資源）(導入割合5%→30%）

ガソリン消費量（自動車市場縮小，燃費改善）

ガソリン消費量（自動車市場縮小，燃費固定）

     CO2削減目標（1990年比） 
2020年：25%削減 → 2050年：60～80％削減 
①既存車の燃費改善に加え 
②モーダルシフトを実施 
③化石資源由来の石油代替燃料の導入 
④バイオマスなどの非化石資源由来の燃料を導入 

 
※③と④の燃料は混合しても問題の無い燃料を選択 

「エネルギー基本計画」におけるバイオ燃料目標 
 
第３章・第２節．自立的かつ環境調和的なエネルギー供給
構造の実現 
１．再生可能エネルギーの導入拡大 
 （１）目指すべき姿 
（中略） 
2020年までに一次エネルギー供給に占める再生エネ
ルギーの割合について10%に達することを目指す． 
バイオ燃料については， 
• LCA での温室効果ガス削減効果等の持続可能性基
準を導入し， 

• 同基準を踏まえ、十分な温室効果ガス削減効果や安
定供給，経済性の確保を前提に，2020 年に全国のガ
ソリンの３％相当以上の導入を目指す． 

• さらに、セルロース、藻類等の次世代バイオ燃料の技
術を確立することにより，2030 年に最大限の導入拡
大を目指す． 
（後略） 

 
出所：「エネルギー基本計画」（平成22 年6月18日，閣議決定） 

出所： 環境省環境対応車普及方策検討会「環境対応車普及戦略」平成22年3月 に加筆 
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新燃料自動車の方向性と将来に向けた提案 
   新興国の経済の急拡大がこのまま続くと地球温暖化が進み，石油資源の価格が高騰，枯渇化
が早まる．一方，国内ではガソリン，軽油の消費量が減少し，石油依存の自動車社会に変化が
生まれつつある．これを石油に代わる新たな自動車用燃料へと向かう流れとしてとらえ，当所は，
自動車ユーザーや運輸事業者の側に立ち，関係機関と連携し，以下の課題に取り組んでいく． 

1. 自動車エネルギーの向かう方向性として， 
• 石油から，天然ガス（LPガス），電気，合成燃料，水素へと多様化していく 
• 国内のエネルギー資源を活用したバイオマス燃料の実用化と普及，これによるエネルギー
の自給率の向上とバイオマス産業の活性化による雇用の創出 

2. エネルギーセキュリティーの観点から，当面は， 
• 従来のガソリン（E3～E10）車，ディーゼル（B5）車については更なる効率的利用（エンジン
の燃費改善，電気・ハイブリッドﾞ化など）を促し，その実用的効果に関する評価を継続 

• 燃料のインフラ整備がある程度進んでいるCNG（LPガス）自動車の効率向上と利用拡大等 
• 軽油とほぼ同じ性状でインフラ問題も少ないFTD（BHD）の国内製造・実用化とLCAの実施 

3. 将来の温暖化・エネルギー・資源問題への対応には， 
• 上記のエネルギー確保を前提とし，バイオマス燃料を念頭に，長期的観点にたった取組み 
• ①低炭素，②良質，③高効率化，④クリーン（エンジン排出ガスそのものがクリーンで，複雑
で課題も多く高価な排気後処理が不要），⑤国内のバイオマス資源から製造，の総合的な

観点からCO2低減の可能性の高い燃料（エタノール，DME，水素など）について，製造，流
通及び利用技術に関する調査研究（LCA，熱効率向上，実用化課題検討など）を継続 
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自動車安全に関する交通安全環境研究所の取り組みについて、現状と将来の方
向性について解説する。

より安全なクルマ社会の実現と交通研の役割

自動車安全研究領域長

安藤　憲一

24 日

講演４
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交通事故発生件数・死者数・負傷者数の推移 
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状態別交通事故死者数の推移 
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交通事故における人体の受傷部位 
【乗員】 

【歩行者】 
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衝突安全の将来方向性（点から面へ） 

現状 ○全国交通事故統計 
・警察調査による全国データ 
・サンプル数が非常に多い 
・全国の事故状況が明確化される 
○事故例データ 
・交通事故総合分析センターで実施 
・サンプル数は年間数百件 
・専門調査員による事故の詳細な調査 
・受傷状態が明確化される 

将来課題 
・詳細情報
取得方法の
多様化 

○車載機器による事故データの 
  取得 
・ ドライブレコーダデータ等の有効活用 
  (統計的なデータにはならないが、実事
故の詳細な状況、時間的経緯、乗員の加    
害部位、被害部位、受傷のプロセスなど    
が明確になる) 
・運転者の操作状況の把握 

※交通事故総合分析センターパンフレットより 

※ドライブレコーダ取得データの例 

交通事故の実態調査方法 
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衝突安全の将来方向性（点から面へ） 

現状 ・衝突安全法規用ダミー： 
 米国人男性の平均的な体格の 
 ダミー 
 
・チャイルドシート試験用ダミー： 
 米国統計による新生児，幼児 
 ダミー 

将来課題 
・多様な被
害乗員への
対応 

・乗員体格，性別のバリエーション 
 拡大 
 
・人体忠実度の高いダミーの基準 
 への採用の検討 
 

小柄女性ダミー 
Hy3-AF05 

人体忠実度の高いダミーの例
(側面衝突用：World-SID) 

平均男性ダミー 
Hy3-AM50 

幼児ダミー 
Hy3-3yo 

傷害値計測用ダミー 

衝突安全の将来方向性（点から面へ） 

現状 ・前面衝突試験 
（フルラップ，オフセット） 
(自己保護性を主とした試験方
法) 
・側面衝突試験法 
・歩行者頭部保護試験 
・チャイルドシート試験 

将来課題 
・多様な事故
形態への対応 

・前突・側突を含め、(実事故に 
 対応し、コンパティビリティ性 
 を考慮した試験方法の検討) 
・主としてむち打ち症を対象と 
 した追突試験の追加 
・歩行者脚部保護試験の追加 

チャイルドシート試験 オフセット前面衝突試験 

コンパティビリティ前面衝突試験 歩行者脚部保護性能試験 

衝突安全基準及び試験方法 
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ブレーキシステムと予防安全技術 

Brake System 
ブレーキシステム 

Sensor 
センサー 

Driver 
運転者 Computer 

コンピュータ 

Recognition 
認知 

Judgement 
判断 

Operation 
操作 

・車間距離 
・相対速度 
・加速度 など 

・アクチュエータ
への指示 
・画像解析 
      など 

事故経験回数と事故遭遇率 

0

5

10

15

０回 １回 ２回 ３回
以上

計

事故(１当）経験回数（2002-2006年）

2
0
0
7
年

中
に

事
故

に
遭

う
率

（
％

） 北海道:男性

北海道:女性

東   京:男性

東   京:女性

ヒゲは
95％信頼区間

（男性 T/女性 ｜）

交通科学協議会(2009年) 
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 違反経験回数と事故遭遇率 

0

1

2

3

4

5

０回 １回 ２回 ３回 ４回 ５回
以上

計

違反経験回数（2002-2006年）

2
0
0
7
年

中
に

事
故

に
遭

う
率

（
％

）

北海道:男性

北海道:女性

東   京:男性

東   京:女性

ヒゲは95％信頼区間
（男性　T/女性　｜）

交通科学協議会(2009年) 

男女別年齢層別運転免許保有者数と保有率 

運転免許 
保有者数 
男（千人） 

年齢層 
人口：千人 
（男女計） 

運転免許 
保有者数 
女（千人） 

1050 80歳以上 138 

1,637 ７５～７９歳 414 

2,566 ７０～７４歳 1,053 

3,524 ６５～６９歳 2,086 

4,342 ６０～６４歳 3,155 

45,539 
運転免許 

保有者数総数 35,272 

運転免許保有率 運転免許保有率 

（千人） 
年齢層別人口 

（千人） 
年齢層別人口 

男性 女性 

2.6% 

12.6% 

28.4% 

47.6% 

65.6% 

39.3% 

64.8% 

80.2% 

88.0% 

94.3% 

運転免許適齢人口（109,293千人）当たりの運転免許保有率 73.9% 

2,671 

2,527 

3,199 

4,005 

4,603 

5,229 

3,285 

3,712 

4,380 

4,810 

（平成21年末） 
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安全性を評価するための頭部傷害の基準 
（実際の交通死亡事故） 頭部損傷は多様  
（衝突安全評価用ダミー）加速度で頭蓋骨骨折を評価 

実際の事故 

脳損傷  
頭部傷害  

動物   

歪み  

実験対象  

びまん性軸索脳損傷  
脳挫傷  

傷害基準 
ダミー頭部  

救急医の知見 
現行  

頭蓋骨骨折   

人間   

1970年代に提案  

加速度  

HIC  

交通研の役割と課題 
• 保安基準は、型式認証制度、リコール制度、車検制度、アセ
スメント等自動車の安全を確保するさまざまな制度の基本。
保安基準作成の技術的な支援。 

• 効果的な基準を作るためには、公平な視点に立った吟味が
重要。 
– 本当に安全か、副作用はないか 
– 求められる性能の水準は妥当か 
– 基準の国際調和によって、国内の安全への影響はどうなるか 

• 今後は予防安全装置の評価方法の開発が重要 
– 予防安全装置の効果の定義、試験法開発、課題抽出など 
– 予防安全装置の評価には、ドライバーに関する研究が重要 

–31–





交通事故死亡者数の中で歩行者の占める割合は最も高く、交通弱者への保護対
策は極めて重要な課題となっている。ここでは、ドライブレコーダの分析等で明
らかになった車両と歩行者との接触状況の特徴について解説する。次いで、歩行
者と車両との衝突状況のコンピュータシミュレーション解析で明らかになった
車種による衝突状況の特徴や死亡の主損傷部位である頭部の衝撃状況を生体工
学に基づき組織学的に分析した結果を紹介する。最後に、車両における現在の歩
行者保護基準について述べ、今後の対策（衝突安全、予防安全）や評価手法のあり
方を提案する。

人の衝突被害を軽減するための
自動車の安全対策について

自動車安全研究領域 主席研究員

松井　靖浩

24 日

講演５
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胸部傷害発生メカニズム 

歩行者の各部位への負荷 

車体形状 

歩行者の各部位の衝突速度  

胸部の傷害発生リスク 

車体構造 

全身挙動 
車体剛性 

or 
エネルギー吸収特性 

歩行者各部位の
変形モード 

胸部の変形量・応力分布 
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衝突による傷害予測 

 車種により，傷害の危険部位が変わってくる 
ボンネット車 1Box車 

頭   

胸   

腰   

下肢 
    (脛骨) 
    (膝) 

保安基準 

危険部位 

頭部インパクタ 

日本の 

ボンネットには頭部および胸部が衝突  

頭部インパクタを使って胸部傷害の評価にも使用可能か？ 
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安全性を評価するための頭部傷害の基準 
（実際の交通死亡事故） 頭部損傷は多様  
（衝突安全評価用ダミー）加速度で頭蓋骨骨折を評価 

実際の事故 

脳損傷  
頭部傷害  

動物   

歪み  

実験対象  

びまん性軸索脳損傷  
脳挫傷  

傷害基準 
ダミー頭部  

救急医の知見 
現行  

頭蓋骨骨折   

人間   

1970年代に提案  

加速度  

HIC  

①衝突時の歩行者被害軽減のために 

① -2 将来の頭部傷害基準 

① -1 車両前面形状と傷害の関係 

（将来）ボンネットには頭部および胸部が衝突  

→頭部インパクタを使った胸部傷害の評価可能性を調査 

圧縮ひずみ20～30%の間に，脳傷害の閾値が存在 

（将来）実際の脳損傷の発生メカニズムから傷害抑止のための対策
を講じる必要有り・・・新しい指標も必要（ひずみなど） 

車体形状と胸部傷害との関連性について解明 

先進的な歩行者事故対応の衝突安全技術 

歩行者事故予防被害軽減システム 

将来の展望 ＋ 速度を落とす 

ダミー構造と安全基準を改良 
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歩行者事故に関する調査 衝突速度低下による 
被害軽減効果の推計 

技術目標の調査 

歩行者事故予防被害軽減システムに関する交通研の取組み 

実事故調査 

ニアミスデータの分析 

歩行者の車両衝突
モデルによる生体
シミュレーション 

歩行者を検知・
認識する基本技
術の可能性調査 

より効果の高い歩行者事故予防安全システムの追求 

交通事故死傷者の大幅な低減を目指す 

被害実態調査と効果推計 
技術の 

実現可能性 

作動確認方法
の検討 
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ニアミスデータを使用した解析例：衝突予測時間 

Ld 
Pedestrian TTV = v 

v 

Pedestrian Time to Vehicle 

Ld 

横方向の時間の概念 

(TTV) 

→平均1.5秒 

平均2m/s 

縦方向の時間の概念 

Vehicle Time to Collision 

L 

L  
Vehicle TTC = V 

V 

(TTC) 

→平均1.7秒 

車両または歩行者のどちらかが衝突を回避する手段が重要 
ほぼ近似！ 
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カメラによる人検知手法の例：対称性判断 

►閾値:予め準備した学習画像により決定 

二値化された画像 

comparison 

right left 

Binarized image 

取得した左右のヒストグラムの類似度を計算 

対称性 

カメラ 

慶應大学との共同研究 

ま と め 
①衝突時の歩行者被害軽減のために 

●車体形状と胸部傷害との関連性について解明 

②歩行者事故予防のために 

●衝突速度が減少すると，頭部・胸部傷害の可能性
が低くなる→歩行者検知型予防安全装置は有効 

●ニアミスデータによる衝突予測時間は，歩行者検知
型予防安全装置の開発に使用可能 

●今の衝撃試験の評価である衝撃加速度のみならず，
実際の脳損傷の発生メカニズムの視点から傷害を
抑止するような衝突安全対策を講じる必要有り 

●歩行者検知型予防安全装置の性能要件を考案する
必要有り 
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被害軽減ブレーキ、特定条件下での衝突回避システムをベースとした交通事故
防止技術の国際基準の動向と解決すべき問題点について整理し、これらの基準
策定において交通研が果たす役割について述べる。合わせて、これら技術の成熟
がもたらすであろう今後の自動車の変容について解説する。

被害軽減及び衝突回避システムに関する
技術の現状と将来

自動車安全研究領域 研究員

廣瀬　敏也

24 日

講演６
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 交通事故の実態 
 
 ブレーキシステムと予防安全技術 

 
 Advanced Emergency Braking System（AEBS） 
 警報・自動ブレーキの作動タイミング 
 ドライバとシステムの優先度 
 システムへの過信 
 前方検知センサー性能の向上 

 
 将来の展望 

講演内容 

交通事故の実態 

自動車事故の件数の割合 
交通事故形態ごと 

追突事故に対策を
行う必要がある． 

大型車では事故の
55%を占める 

正面衝突,
3%

車両単独
事故, 2%

左折時の
事故, 5%

右折時の
事故, 5%

交差点での
事故, 8%

後方からの
追突事故,

55%

その他
(車両同士),

18%

歩行者との
事故, 4%

大型車の事故件数の割合 
交通事故形態ごと 

後方からの
追突事故，
55% 

人体車両

9% 正面衝突

3%

追突

31%

出会い頭

26%

右左折時

14%

相互その他

11%

車両単独

6%
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ブレーキシステムと予防安全技術 

AEBS 
先進緊急ブレーキ 

ESC 
横滑り防止装置 

ABS 
アンチロック
ブレーキ 

BAS 
ブレーキアシスト 

Brake System 
ブレーキシステム 

ESS 
緊急時制動灯 

ブレーキシステムと予防安全技術 

Brake System 
ブレーキシステム 

Sensor 
センサー 

Driver 
運転者 Computer 

コンピュータ 

Recognition 
認知 

Judgement 
判断 

Operation 
操作 

・車間距離 
・相対速度 
・加速度 など 

・アクチュエータ
への指示 
・画像解析 
      など 
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警報 

衝突 

1st ステージ 
警報 

2nd ステージ 
自動制動 

z 

先進緊急ブレーキシステム（AEBS） 先進緊急ブレーキシステム（AEBS） 

自動ブレーキ
の作動 

前方車両を
検知 

被害軽減または衝突回避 
のための自動制動 

衝突速度の低減 衝突回避 

先進緊急ブレーキシステム 
Advanced Emergency Braking System（AEBS） 

先進緊急ブレーキシステム 
Advanced Emergency Braking System（AEBS） 

大型車のAEBSに関して 
国際基準を策定中 

定義 
先進緊急ブレーキシステムは，前方車両
を検知し，ドライバに警報を行い，衝突回
避または被害軽減を目的に車両のブ
レーキシステムを作動させるものである． 

交通研の役割： 
 将来に向けての基準（案）を提示する 
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死亡事故 
86%の減
少 

死亡事故 
61%の減少 

 衝突速度が10km/h減少すると死亡事故が61%減少する 
 衝突速度が20km/h減少すると死亡事故が86%減少する 

追突死亡事故（速度10km/hから90km/hまで）について 
衝突速度が10km/h～20km/h減ったと仮定した場合の効果 

自動車基準調和世界フォーラム（WP29）の資料より 
http://www.unece.org/trans/doc/2009/wp29grrf/AEBS-LDW-02-11e.pdf 

衝突被害軽減ブレーキの効果予測 衝突被害軽減ブレーキの効果予測 

大型車における2001年～2003年までの死亡事故の衝突速度 

死
亡
事
故
の
割
合

(%
) 

衝突速度(km/h) 

死亡事故の衝突速度 算出 

検知するもの 
・ 車間距離 (L) 
・ 相対速度 (V = Vf - Vr) 

渋滞末尾等の静止車両の検知 

ミリ波レーダー 

看板，ガードレール等の静止物と
静止車両を見極めるのが困難だ
が，日本はソフトウェアの処理に
よって静止車両も対応可能 

前方検知センサー性能の向上 前方検知センサー性能の向上 

カメラ・画像処理 

早期に衝突対象物を検知 

複数のセンサーを用いることで 
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ドライバとシステムの優先度 

Brake System 
ブレーキシステム 

Sensor 
センサー 

Driver 
運転者 Computer 

コンピュータ 

これまでは，運転の主体はドライバ（責任） 

同時に指示した場合どちらに従うか？ 

ドライバとシステムの指示に対して
コンセンサスが必要 

警報・自動ブレーキの作動タイミング 

衝突回避をするためには 
 早期に警報・自動ブレーキを作動させる 
 高性能な前方検知センサー・ 
                              ブレーキシステムを搭載する 

• 走行している車間距離によって作動 

• 前方車両の動きを予測しながら運転時に作動 

ドライバにとっては，不要と思われる時にシステムが作動 

ドライバはシステムを良く理解する 
安全運転最優先の考え方に対する
社会的コンセンサスも必要 
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AEBS搭載車両が衝突回避し，停止した場合 

z 

z 

衝突 

先進緊急ブレーキシステムが自動的に作動
して，ブレーキ操作をしなくても停止できた．
ブレーキを操作しなくても大丈夫だ． 

システムへの過信（AEBS） システムへの過信（AEBS） 
交通心理学： 

 システムの性能向上 
・ 前方検知センサーの性能向上 
・ システムの信頼性の向上 
           （誤警報・誤作動の低減） 

 社会的コンセンサス・考え方の整理 
・ ドライバとシステムの優先度 
   安全運転を最優先とする考え方 
・ 運転に対する最終的な責任はドライバ 
・ リスクホメオスタシスを生じない運転支援 

将来の展望  将来の展望  

被害軽減から衝突回避へ 
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運転に必要な情報は９割が視覚から獲得されているため、ドライバから見えに
くい場所や見落としやすいモノを教えてくれるシステムには事故防止効果があ
る。最近では、配光を自動的に調節してくれる前照灯や、見えにくい場所を映し
出すカメラモニタなどの開発が進んでいる。センシング技術と組み合わせれば
高齢ドライバの注意力低下を支援することも可能である。これらの技術を概観
し将来性について解説する。

視覚情報に関するドライバの認知支援技術と
その将来について

自動車安全研究領域 主席研究員

塚田　由紀

24 日

講演７
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運転者支援の重要性  

歩行者妨害等
7%

一時不停止
4%

酒酔い運転
1%

過労運転
0%

その他
1%

その他の違反
9%

優先通行妨害
3%

最高速度違反
7%

通行区分違反
4%

安全速度
3%

安全不確認
11%

運転操作不適
10%

動静不注視
3%

脇見運転
15%

漫然運転
17%

信号無視
3%

違反不明
1%

　
　　安全運転義務違反
　　　　　　　60%

合計

4,595件

第１当事者の法令違反別死亡事故件数 
（平成21年 ） 

運転者支援技術の普及が、事故を低減させる。 

危険対象物の予告 
注意喚起 

運転者支援技術の普及 

事故低減効果 大 

死亡事故の原因のほとんどは 

によって、解消できる。 

認知支援技術の例  

• AFS（Adaptive Frontlight System） 
• ナイトビジョン 
• ヘッドアップ ディスプレイ 
• カメラモニタシステム 

 
車車間・路車間通信を見据えた 
• スマートウェイ 
   （安全走行支援サービス） 
• スマートプレート 
• アクティブレーンキープ 

 

認知 判断 操作 

ドライバ 

運転操作 

ここをサポート 

視認性向上 

見えない対象の検出 

スマートウェイ推進会議  
            資料より 

視認性向上を超えて、情報提供型技術の開発へ 

ﾅｲﾄﾋﾞｼﾞｮﾝ 

歩行者検知等ｲﾝﾃﾘｼﾞｪﾝﾄ化へ・・・ 
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視覚情報の重要性  

視覚的な情報による運転者への注意喚起は、非常に有効 

日本学術会議HPより 

五感による情報量の割合 
触覚
2%

味覚
1%嗅覚

4%

聴覚
11%

視覚
82%

五感の中で、視覚による
情報は最も大きな割合を
占める 

脳内では、体の各器官から送られてきた情報は
局在化している。目からの情報は、隣接する手へ
の情報伝達が早い。 

視覚情報は、身体反応に素早く影響を与える 

視認性向上による事故低減効果の例 

●サイドアンダーミラーの設置 
● 補助方向指示器の設置 
● サイドガードの改善 

1970年代に大型車の左折時の巻込み事故が多発 
改善策として 
 
 
 
 
を導入し、事故を低減させた。 

大型貨物自動車の巻込み事故防止対策  

 

70 72 74 76 78 80 82 84 86 88 90 92 94 96 98 00 02 

左折時の巻込み事故多発 

1977年に自転車に
乗った親子3人がト
ラックの左折時に巻
き込まれ、死亡する
事故が起き、社会問
題として認識される。 

1979年に、 
大型車の車両構造規制開始 

自動車の左折時に発生した死亡事故件数の比率[%] 

死
亡
事
故
件
数
の
比

[%
] 

Large goods vehicle 

Standard-sized 
goods vehicle 

Standard-sized 
passenger vehicle 

視覚的な支援は、 
交通事故の低減 
に貢献 
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Adaptive Driving Beam   
可変配光型走行ビーム 

ロービーム 

ハイビーム 

Adaptive Driving Beam NEW! 

ハイビームのパターンを変化させて、 
対向車や先行車に眩しさを与えず、 
より広い範囲の視認性を確保するシステム 

(ISAL 2009 Paper A36) 

歩行者等の視認性が改善 

ＡＤＢの技術基準について議論を展開中 

Adaptive Driving Beam   
可変配光型走行ビーム 

0

5

10

グ
レ
ア
評
価
値

100 200 300 400 500 600 700

車両間隔(m)：縦方向間隔

ＡＤＢモード 

ロービーム 

Motoring Channel Staff Report HPより 

気にならない 

満足できる 

許容できる 

邪魔になる 

耐えられない 

グレア評価 ハイビームのグレア解析 

ＡＤＢの技術要件について、各国の研究機関で実験、研究を開始。 
ハイビームで走行しても 
  ・対向車が眩しくない車両間隔 
  ・先行車が眩しくない車両間隔 

対向車との距離[m] 

対向車や先行車を検出するセンサの性能 
審査方法 

海外研究機関の
結果と合わせ、 
センサ要件等を
策定中 

国際基準調和の場では、 
自転車に加え、動物の検出
の必要性を唱える国もあり、 
その適用範囲についても 
議論 

計算条件 
  前照灯地上高   0.65m 
  ２灯左右間隔   1.15m 
  ドライバの目の高さ1.20m  

まぶしい 
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Camera Monitor System   

カメラで撮影した外界の映像を、車室内のモニタ上に提示するシステム。 

ミラーの代替品としての可能性を検討 

ドアミラーの鏡像 モニタ上の画像 

対象物の距離感を正しく認識するために 
    ・画像サイズ 
    ・対象物の表示サイズ 
    ・表示範囲 等 
の研究を開始 

国際基準調和の場では、 
各国の市場展開の違いで 
急速な展開が望まれている 

撮影画像を解析し、視認性を高める、危険対象を抽出する等 
インテリジェントシステムとしても期待されるシステム 
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高齢者のグレア   

1

2

3

4

5

6

7

8

9

0.0 0.1 1.0 10.0
照度[lx]

de
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o
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の
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レ
ア

評
価

尺
度

若年者

高齢者

1

2

3

4

5

6

7

8

9

0.0 0.1 1.0 10.0
照度[lx]

若年者

高齢者

高齢者は、老化による眼球の白濁により、眼球内で光が散乱し、より眩しく感じる。 
 
 
一方、眼底の黄変が進むことで、青に対する感度が低下する。 

ＬＥＤ（17,000K） ハロゲン（3,000K） 
気にならない 

満足できる 

許容できる 

邪魔になる 

耐えられない 

グレア評価 

光源の色温度の違いによるグレア評価の違い 

適切な光度調整が必要 

青白い光であるＬＥＤに対する眩しさは？ 

高齢者は色温度の違いに
よる眩しさの差は小さい。 

若年者は青白い光
を眩しく感じる 

ＨＩＤランプの普及に伴い、前照灯が眩しい、との苦情も増加。 

色温度の違いによるグレア   

若年者は、青白い光ほど、
明るく感じる。 

0.0

1.0

2.0

3.0

17,000K 10,000K 7,000K 6,000K 5,600K 3,000K

相関色温度

照
度
[lx
]

眩しさを感じない限界の照度 
（ｸﾞﾚｱｽｹｰﾙ５） 

若年者 

ＬＥＤ ハロゲン 

ＬＥＤの開発により、 
様々な白色をもつ前照灯が可能となる。 

多様化する運転者の特性（眩しさ感や好み） 
にヘッドライトの色をフィットさせる 

ＨＩＤランプの普及に伴い、前照灯が眩しい、との苦情も増加。 

青白い光は視認性が高いと
好まれ、特に日本における
ＨＩＤ前照灯の普及率は高い。 

更に、青白い光も発光でき、
省エネルギー、長寿命の 
ＬＥＤの普及には期待が高い 
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多様化するニーズにフィット 

光をデザインする 
新技術の開発傾向 

•ハイビームとロービームを自動切替え 
•必要な部分を照明（ＡＤＢ） 

多様な交通状況に光をフィット 

多様化するドライバの特性にフィットした光 
•色可変前照灯 
•視認性をサポート 

新技術への対応を検討 
   ・基準の必要性 
   ・技術の重要度 

新技術の安全への効果・影響を正しく評価し、 
且つ、どの交通にとっても安全な要件を提案する必要がある。 
同時に、その技術の効果を簡潔に、高精度に審査する方法も 
開発段階から検討しておく必要がある。 

交通研の役割 

ランプの光の方向、色、 
光度を自在に変化 
 

見えない危険対象物も提示 
•可視化 
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型式指定等に申請された自動車に採用されている新技術の動向を、安全対策技
術、環境対策技術、燃費対策技術を中心に整理し、安全で安心な社会の実現、排ガ
ス規制等基準の強化、低燃費への消費者ニーズの高まり等に対してどのような
技術を用いて対応しているかについて解説する。

審査からみた安全・環境に係る新技術動向

自動車審査部 先任自動車審査官

家辺　健吾

24 日

講演８
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0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000
 死傷者数（乗員のみ）

 死者数（乗員のみ）

＜交通事故の推移と衝突安全基準の導入時期＞ 

平成 6年4月 フルラップ試験 平成10年10月 側面衝突試験 平成19年9月 オフセット試験 

１．安全対策技術 

死傷者数（人） 死者数（人） 

平成 （年） 元 
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運転負荷軽減等 

・車線維持支援制御装置 
・定速走行・車間距離制御装置 
・ヒルホールド、ヒルスタート 
・配光可変型前照灯（AFS) 
・タイヤ空気圧モニタリングシステム（TPMS） 

予防安全 

事故回避 

・横滑り防止装置（ESC） 

・電子式車両姿勢制御装置（ＥＶＳＣ）  
・ふらつき検知システム 
・車線逸脱警報装置 
 
 

被害軽減 

衝突安全 

乗員保護等 

・プリクラッシュ・シートベルト 
・サイドエアバッグ、カーテンサイドエアバッグ 
・アクティブヘッドレスト 
・ポップアップエンジンフード 

１．安全対策技術 

・先進緊急制動システム（AEBS） 

  衝突回避ブレーキ 

  衝突被害軽減ブレーキ 

・ブレーキアシスト（BAS） 
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１．安全対策技術 
  電子式車両姿勢制御装置（ＥＶＳＣ）  
＜EVSC機能 なし＞ 

＜EVSC機能 あり＞ 

＜燃費基準の策定＞ 

＜試験モードの変更＞ 

•平成１８年３月 重量車の燃費基準の策定（2015年度目標） 

•平成１９年７月 乗用車等の新燃費基準の策定（2015年度目標） 

•平成１０年６月 省エネ法の改正（「トップランナー基準」の考え方の導入） 

２．省エネ（燃費対策）技術 

10･15モードからJC08モードへ 
・実際の走行と同様に、細かい速度変化での運転 
・ホットスタートに加え、コールドスタートの測定も追加 

–60–



車体 エンジン 動力伝達装置 その他 

・軽量化 
・走行抵抗の低減 

・直噴エンジン 
・可変バルブタイミング 
・アイドリングストップ 
・希薄燃焼化 
・フリクションの低減 

・自動変速機の多段化 
・無段変速機（CVT） 
 

・ハイブリッド自動車 
・転がり抵抗の低減 
・タイヤ空気圧モニタリングシ

ステム（TPMS） 
・ブレーキ引きずり抵抗軽減 
・省電力化 

２．省エネ（燃費対策）技術 

車体 エンジン 動力伝達装置 その他 

・軽量化 
・走行抵抗の低減 
 

・電子制御式燃料噴射装置 
･コモンレール 
・燃料噴射圧力の高圧化 
・燃料多段噴射 
・インタークーラー付過給器 
 

・自動変速機の多段化 ・ハイブリッド自動車 

①ガソリン車 

②ディーゼル車 

＜重量車における燃費の現状＞ 

２．省エネ（燃費対策）技術 

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

9.0

10.0

11.0

12.0

Ｔ1 Ｔ2 Ｔ3 Ｔ4 Ｔ5 Ｔ6 Ｔ7 Ｔ8 Ｔ9 Ｔ10 Ｔ11 Ｔ12

重量車燃費区分（カテゴリー）

燃
費

（
km

/
L
）

　2015年度目標燃費基準

　基準達成（19年度申請）

　　　〃　　　（21年度以降申請）

　基準未到達（19年度申請）

　　　〃　　　　 （21年度以降申請）
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•新短期規制（ガソリン車：平成１２年、１３年、１４年規制） 
        （ディーゼル車：平成１４年、１５年、１６年規制） 

•新長期規制（平成１７年規制） 

•ポスト新長期規制（平成２１、２２年規制） 

•平成１３年３月 自動車NOx法の改正（自動車NOx・PM法） 

＜ディーゼル重量車の排ガス規制の推移＞ 

３．排ガス対策技術 
＜排ガス規制＞ 

エンジン 後処理 

・電子制御式燃料噴射装置 

・コモンレール 

・電子噴射ノズル 

・EGR制御 

・二段ターボ化 

・尿素SCR 

・HC-SCR 

・ＤＰＦ 

・NOｘ吸蔵還元触媒 

 

３．排ガス対策技術 

エンジン 後処理 その他 

・直噴エンジン 

・可変バルブタイミング 

・EGR制御 

 
 

・三元触媒 ・空燃比センサ 

・O2センサへのヒーター取り付け 

 

①ガソリン車 

②ディーゼル車 
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ポスト新長期 

新長期 

新短期 

・DPF 
・尿素SCR 
 

＜ディーゼル重量車における排ガス規制と技術の動向＞ 

３．排ガス対策技術 

NOｘ（g/kWh） 

８５％削減 

６３％削減 

PM 
（g/kWh） 

６０％削減 

0.001

0.01

0.1

1

0 1 2 3 4

・尿素SCR+DPF 

６５％削減 

・DPF 

最後に. 自動車審査部が目指す方向性 

○ 安心・安全の提供 
 ・社会の信頼に応える質の高い審査の実施、技術力の集積 
 ・技術の高度化・複雑化（電子制御の利用拡大、パワートレインの多様化など）、新規規則
への対応 

 ・基準策定支援研究、リコール技術検証、自動車検査との連携 

○ 審査業務の国際化への対応 
 ・基準認証国際調和活動等国際社会における発信・提案力の強化 
 ・国際的な枠組みの進化に伴う認証機能の強化 

○ 利便性向上と効率的な審査の実施 
 ・メーカー利便性向上、負担低減等と厳正な審査の両立 

○ 自動車は、国民生活や経済活動にとって欠かせない存在。 
○ 安全確保、環境保全及び省エネ促進の観点から厳正な審査を確実に実施。基準不適
合車両が市場に出回ることを未然に防ぐ。 

＜自動車審査部が目指す方向性＞ 

＜自動車審査の社会的意義＞ 
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環境対策、燃費対策、安全対策のための新技術に関する国際基準調和活動におい
て、交通研が取り組んでいる課題について概説する。あわせて我が国はどのよう
な国際戦略を取るべきか考える。

新技術に関する国際基準調和活動における
交通研の役割

自動車基準認証国際調和技術支援室長

成澤　和幸

24 日

講演９
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今後の公共交通は、少子高齢化、地方経済の活性化に資するものとなっていかな
ければならないとともに、国際化も意識しなければならない。そのための技術
は、従来の鉄道技術とは異なる発想が求められる。こうした公共交通の今後のあ
り方と技術の方向性に対して、交通研の果たす役割を述べる。

今後の公共交通のあり方と
技術に対する交通研の対応

交通システム研究領域長

水間　毅

25 日

講演１
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1 

１．今後の公共交通のあり方 

内閣府県民経済資料より 

少子高齢化の進展 地方経済と大都市との格差 

一方で、世界のグローバル化 

高齢化社会に対応し、地方経済の活性化に資するとともに、 
グローバル標準を満たす公共交通システムが必要 

交通研の果たせる役割は？ 

国立社会保障 人口問題研究所資料より 

総人口と年齢構成推移
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3 

１．２．国家戦略 

新成長戦略（基本方針） 2009.12.30 （閣議決定）  抜粋 

国土交通省 成長戦略（2010.5.27） 抜粋 

官民連携の体制を充実させ、国際標準化機関（ISO、IEC）並びに投資対象国において
日本の優れた鉄道システムの技術・規格の戦略的な国際標準化の取組を推進 

交通研にとってのキーワード： 
(1) 公共交通による環境共生型社会実現 
(2) 鉄道（公共交通）技術の海外展開支援 
(3) 鉄道（公共交通）技術の国際化支援 

フロンティアの開拓による成長分野（アジア、観光・地域活性化） 
  ◇ アジア経済戦略   

 アジア諸国と共同で日本の「安全・安心」の国際標準化を推進  
 官民あげての鉄道、水、エネルギーなどのインフラ整備支援や環境共生型都市の開発 

鉄道システムの海外展開 

4 

２．今後の鉄道技術の方向性 
省コスト技術 

汎用技術 

技術の国際化 

高コスト・高安全な鉄道システムから、省コスト・高安全な鉄道システムへ 

省コストインフラ、省コスト電車線、省コスト車両 

無線技術、コンピュータ技術、センサ技術等の汎用技術の利用へ 

汎用技術の信頼性の不足分を多重系、ソフトウェアで補償 

開発技術の国際規格化の意識へ 

メーカにとっての輸出、事業者にとっての省コスト化を支援 
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２．1. 省コスト技術 

構築したGPSを利用した鉄道用保安システムの安全性を一部検証

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

車内画面（位置表示）

センタ指示画面（保安制御）

構築したGPSを利用した鉄道用保安システムの安全性を一部検証

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

車内画面（位置表示）

センタ指示画面（保安制御）

省コストな信号保安システムの開発支援 省コストな交通システムの開発評価 

交通研として、 
省コストな技術、システム開発の支援を行うことにより、 
省建設費、省保守費な交通システムを確立させ、 
公共交通システム導入の障壁を下げる 

エコライド（泉陽興業、東大） 

6 

２．２ 汎用技術 

センサ 
（頭部・腕部） 

③ 

② 

警報（腕部） 

 不正な位置 

brハンドル 

① 

② 

③ 

騒音計、GPSによるプローブ車両 赤外線センサによるヒューマンエラー検知 

交通研として、 
汎用技術を利用することにより安価で、かつ安全で信頼性の高い 
鉄道システム（軌道異常検出、ヒューマンエラー検出）を構築する（省コスト鉄道
のバックアップ）ために貢献（技術評価等） 
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２．３．技術の国際化 

 
ＪＲ東日本が開発中（実用段階）のATACS

車上で速度検知＋地上子で補正

無線で踏切制御指令伝送

無線で列車位置伝送

拠点装置で列車位置把握
列車の進路確保

無線で列車進路伝送

 

IEC62625（運転状況記録装置） 

IEC62267（無人運転の安全性） IEC62597（磁界測定法） 

IEC規格提案（無線列車制御） 

日本の技術と 
ヨーロッパの技
術の整合性 
（国際規格上） 

交通研として、 
① 日本の鉄道
技術の規格化
展開 
② 日本の鉄道
技術の規格整
合性 
を支援 

8 

３．交通研の対応 
モーダルシフトと安全・安心社会 

国際規格と認証 

公共交通と地方活性化 

省コストな交通システムの開発によるモーダルシフトの促進、安全・安心の向上 

産官学による新交通システムの開発やLRT等の普及支援 
およびヒューマンエラー対策等シミュレーション技術で貢献 

日本の鉄道技術や新開発技術を国際規格として整備 

国際規格化の支援や、新技術、鉄道技術の国際規格適合性評価 

少子高齢化に対応する交通システムの開発と地方の特徴との連携 

バリアフリー対応交通システムとバスとの融合 
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３．１ モーダルシフト 

現在の軌道の駅前延伸案

信号の増設が必要なもの
の、自動車交通への影響
が少ない

大通り移設案

信号の増設は不要だが、
大通りの車線減による交
通渋滞が発生、バスのダ
ンゴ運転・遅延の発生

都市交通のLRT化、 
バイモーダルシステム化 

シミュレータによるヒューマンエラー評価 

交通研として、 
① LRT、電気バス技術の評価 
② 公共交通導入の際の評価 
  （シミュレーション） 
③ ヒューマンエラー対策 
等を通じて、 
モーダルシフト、安全性向上に貢献 

シミュレーションによるLRT導入効果評価例 

(3)車掌室部 

(1)運転室部 

(5)信号指令室部 

(6)キャビン 

(4)運転指令室部 

(2)路線制作・ 

運転再現機能部 

(7)システム制御部 
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３．２ 国際規格と認証  

設計段階での評価

施行段階の評価

走行段階の評価

連動検査等各種検査
（第三者機関等）

メーカと事業者での評価

事業者による評価

新システムの場合、
第三者機関の評価

従来の評価

国
際
規
格
の
影
響

新システムの場合、
第三者機関の評価

新評価

TBT協定：国内規格(JIS)は国際規格(IEC,ISO)を基礎として制定 
政府調達に関する協定：公的機関が発注する技術仕様は国際規格に準拠 

国内的には、国際規格の重要性 

鉄道の輸出に関して、第三者認証が必要とされ、ヨーロッパのメーカが 
認証機関と組んで、アジア市場を席巻 

国際的には、技術の認証の重要性 

鉄道技術の評価方法のチェンジ 

交通研として、 
① 日本の技術の国際規格化への貢献 
② 日本の鉄道技術の輸出の際の 
   評価での貢献 
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３．３ 公共交通と地方活性化 

バリアフリー交通システムの開発 

DMV、バイモーダルシステムの可能性 

地方の特情にあったバスシステムとの連携 

電気バスのネットワークの可能性 

交通研として、 
① バリアフリー交通システム開発への貢献（支援、評価） 
② 電気バスによるネット－ワーク化への貢献（支援、評価、基準） 

IPS 

プラグイン 

電気バス（北陸電力） 

DMV（JR北海道） バイモーダル（国交省） 

12 

４．交通研と鉄道の将来 
公共交通の将来 

鉄道の将来 

交通研の将来 

少子高齢化に対応した公共交通システムによる安全・安心 

LRTを始めとした新しい公共交通システムの安全・安心 

新幹線を始めとする高速化鉄道網の充実と無線利用技術の普及 

日本の技術の国際規格化、適合性評価への支援 

地方の活性化を中心としたバス、鉄道ネットワーク化によるモーダルシフトの中核 

バス技術と鉄道技術の融合への支援 

架線レスゴムタイヤトラム開発 

ミリ波障害物検知装置 

LRTのネットワーク化 
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平成 22 年 11 月に沖縄県で開催した『第 4回ＬＲＴ国際ワークショップ』で得ら
れた知見について報告する。沖縄県では鉄道網が戦争で破壊されて以来、65 年に
渡り鉄軌道が存在しないまま都市開発が行われてきた（都市モノレールはのぞ
く）。その結果、自家用自動車及びレンタカーが交通手段の中心を占めている。こ
うした「自動車社会」の沖縄における軌道系を中心とした公共交通復活に向けた
取り組みは、他の地域への波及効果が極めて大きいものと期待されている。

LRT国際ワークショップから得た
今後の公共交通のあり方

交通システム研究領域 主席研究員

大野　寛之

25 日

講演２
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１．第4回ＬＲＴ国際ワークショップの概要 
（2）プログラム概要 

2 

１．第4回ＬＲＴ国際ワークショップの概要 
（3）プログラム詳細 
○基調講演１ 
 

 暮らしを支える路面電車 ゆたかはじめ氏（エッセイスト） 
 

 日本の鉄道  潮崎俊也氏 （国土交通省鉄道局） 
 
○基調講演２ 
 

 ライトレール：スイスのライトレール   Dr. Felix LAUBE スイスEmch & Berger社 
 

 クレルモンフェラン市におけるＬＲＴの導入 Mr.Benoit RULLEAU フランス大使館商務官 
 
○招待講演 
 

 LRTとまちづくり  Prof. Eberhard HOHNECKER  カールスルーエ工科大学（ドイツ） 
 

 新しい交通システム  Dr.Gérard COQUERY フランス国立交通安全研究所（フランス） 
 

 韓国のＬＲＴプロジェクト   Prof. LEE Hi Sung ソウル産業大学（韓国） 
 

 公共交通活性化とコンパクトシティ  根塚 俊彦氏（富山ライトレール株式会社） 
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１．第4回ＬＲＴ国際ワークショップの概要 
（3）プログラム詳細 

○一般講演 
 
 沖縄の環境 堤純一郎教授（琉球大学） 
 
 地域づくりに役立つ地域公共交通をどのようにつくるか？ 加藤博和准教授（名古屋大学） 
 
 電気コミュニティバスの開発と富山市における実証実験 堂谷芳範氏（北陸電力㈱） 
 
 最新ＬＲＴ技術動向（架線レストラム） 小笠正道氏（鉄道総合技術研究所） 
 
 ゴムタイヤ式ＬＲＴ－トランスロール 小山俊一氏（三井物産プラントシステム㈱） 
 
 ＬＲＴ導入と低炭素化社会の実現 工藤希（交通安全環境研究所） 
 
 最新の鉄道技術 熊谷則道氏（鉄道総合技術研究所） 
 
 モビリティ・マネジメントを通したＬＲＴの利用促進 藤井聡教授（京都大学） 
 
○PANEL DISCUSSION  ＬＲＴの沖縄への導入を目指して  

4 

２．なぜ沖縄で「ＬＲＴ国際ワークショップ」なのか？ 
（1）沖縄鉄道史概要 

路面電車 
 1914年 沖縄電気軌道 大門前 - 首里間（5.7km）開業 
 1917年 大門前 - 通堂間（1.2km）開業 
 1933年 休止 

これまでに国による鉄道整備が行われたことがない。 
日本の都道府県で唯一、普通鉄道が走っていない！ 

都市モノレール 
 2003年 那覇空港 - 首里間 開業 

軽便鉄道（県営） 
 1914年 与那原線開通 
 1922年 嘉手納線開通 
 1923年 糸満線開通 
 1945年 沖縄戦により破壊される 
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 出展 『那覇市・浦添市・宜野湾市・沖縄市 地域公共交通総合連携計画』 
（平成２１年３月 那覇市・浦添市・宜野湾市・沖縄市） 

（2）過度の自動車依存社会① 

２．なぜ沖縄で「ＬＲＴ国際ワークショップ」なのか？ 

6 
 出展 パーソントリップ調査 （H18年 沖縄県） 

２．なぜ沖縄で「ＬＲＴ国際ワークショップ」なのか？ 
（2）過度の自動車依存社会② 
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２．なぜ沖縄で「ＬＲＴ国際ワークショップ」なのか？ 
（３）自動車依存社会の行き着く先は・・・① 

「渋滞損失3Dマップ」 出展 国土交通省ＨＰ 

那覇都市圏では３大都市圏に匹敵する 
渋滞損失が発生している 

8 

２．なぜ沖縄で「ＬＲＴ国際ワークショップ」なのか？ 

出展 国土交通省ＨＰ 

（３）自動車依存社会の行き着く先は・・・② 
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9 

 出展 パーソントリップ調査 （H18年 沖縄県） 

２．なぜ沖縄で「ＬＲＴ国際ワークショップ」なのか？ 
（３）問題意識と解決行動の乖離 

10 
 出展 「ゆいレールの整備効果と需要喚起アクションプログラムについて」 （沖縄県） 

２．なぜ沖縄で「ＬＲＴ国際ワークショップ」なのか？ 
（４）軌道系交通機関の強み（定時性）への高い評価 

モノレールを利用する理由（平日・休日） 
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３．LRTワークショップ沖縄開催の成果 
○鉄軌道「復活」実現へ向け、幅広い層へ理解が広がる 

経済界： 

自治体： 

沖縄経済同友会による提言（2009年） 
『公共交通の活性化に向けて（LRT等次世代型公共交通機関の導入） 』 
沖縄商工会議所による経済活性化シンポジウム（2010年） 
『鉄軌道導入による街づくり戦略』 

沖縄県（2010年） 
『中南部都市圏に於ける新たな公共交通システム可能性調査』 

ETC. 

与那原町制６０周年記念シンポジウム（2009年） 
『公共交通でまちづくりを考える 』 

市 民： トラムへ未来を作る会 （2010年） 
『LRT基本導入計画（案） 』 

ETC. 

ETC. 

こうした各界の関係者に加え、一般市民も多数集まり議論･意見交換が行われた。 
また、富山市の経験、海外の経験から、公共交通への理解が深まった。 

12 

４．ワークショップから得た今後の公共交通のあり方 
○人口集積地域に軌道系交通機関の導入が 
 なかったために、過度の自動車依存社会が 
 生まれ、渋滞損失が拡大した 

○渋滞状況下にあっては、路線バスへの乗り 
 換え意向は低い(モーダルシフトは進まない) 

○車社会の限界を感じることから、公共交通への期待が高まり 
 つつあり、中でも定時性のある軌道系交通は評価が高い 

○富山市の経験に見られるようにLRTは解決の一手段であり、 
 他の公共交通との接続やコンパクトシティ化の組合せが有効 

○軌道系公共交通導入への期待が高まる一方で、整備財源を 
 どのように確保するかの議論が必用 

渋滞損失3Dマップ（H16) 
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環境負荷低減ならびに地域公共交通確保の観点から、輸送需要が少ない地域に
も適する、低コストでフレキシブルな中量輸送機関が必要とされる。そこでバス
をベースとし、専用路の連結走行と一般路の個別走行が可能な「バイモーダル交
通システム」の研究開発を実施している。本発表ではバリアフリーの低床試験車
両、非接触案内技術、離合集散運行支援システム、電気動力機構の高度化等に関
する成果を報告する。

バイモーダル交通システムの現状と今後

交通システム研究領域 上席研究員

林田　守正

25 日

講演３
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１．モーダルシフトとデュアルモードの交通機関 
○ 公共交通機関へのモーダルシフトの必要性 
・ 地球温暖化防止、 省エネルギー 
・ 都市環境の改善（渋滞解消、空洞化対策） 
・ 車を使えない人々の移動手段確保（地域公共交通の活性化） 

○ しかしながら・・・ 
・乗用車の輸送シェアは年々増加から高止まり傾向（60％以上） 
・都市交通圏以外では成人するとほとんどが乗用車利用 
・公共交通が使いにくいと感じる点の上位は「乗り換えが面倒」 

(平成20年度当所アンケート調査結果) 

 1位 乗り換えが面倒 
 2位 運賃が高い 
 3位 駅まで行くのが面倒 
 4位 運行本数が少ない 

   （例）鉄道を使いにくいと 
   感じる点（大都市圏以外） 

2587

1427

1405

1578

2811

276

1434

4869

2518

2950

1496

乗換が面倒

子供連れだと利用しにくい

混雑が激しい

車内環境が悪い

運賃が高い

運行本数が少ない

時間がかかる

事故時等のダイヤが乱れたときに情報が少ない

座席に座れない

駅まで行くのが面倒

その他

乗り換えが面倒 

駅まで行くのが面倒 

運行本数が少ない 

子供連れだと利用しにくい 

混雑が激しい 

車内環境が悪い 

運賃が高い 

時間がかかる 

座席に座れない 

その他 

ダイヤ乱れ時の情報が少ない 

2 

速達性・定時性 細かな路線網 細かな路線網 

乗用車（マイカー） 

路線バス1 徒歩＋ 
待時間 徒歩 

徒歩＋ 
待時間 

徒歩＋ 
待時間 

乗用車：ドア・ツー・ドアで便利、快適 → 多くの人が嗜好し利用する 

公共交通：徒歩、乗り換え、待時間が必要 → 面倒さが敬遠される 

・ 乗り換えをスムーズにする → 駅・バスターミナルの改良等 

・各モードの利点を同時に取り込むために乗り換えの手間を省く 
→ 直通乗り入れ、デュアルモード※等 

その対策として・・・ 

※ 同一の車両等が異なる交通モードを直通する輸送サービス。「地域公共交通の活性
化及び再生に関する法律」（平成19年10月）では「新地域旅客運送事業」として定義 

路線バス2 

鉄道 
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デュアルモードの旅客輸送システムの例 

(1)ＤＭＶ［デュアルモードビークル］（JR北海道殿） 

○ マイクロバスをベースとし、レール上を列車、道路上をバスとして走行 

○ 列車とバスとの変換はモードインターチェンジ上で短時間で可能 

○ レール上では鉄輪で案内し、後輪ゴムタイヤで駆動力を発生 

○ 釧網本線で試験的営業運行を実施（2007年度および2008年度） 

○ NEDO殿との共同研究で実用化開発中（定員を増加させた新型車両開発等） 

※ 交通研はDMV技術評価委員会に参加し意見を具申 

第2次試作車両の試験的営業運行 
（モードインターチェンジでの変換） 

実用化に向け定員を増加させた新型車両 
（JR北海道殿提供）    

4 

(2)ガイドウェイバス（名古屋ガイドウェイバス殿、外国にも数例） 

○ 大型路線バスをベースとし、2001年に名古屋市郊外北東部で運行開始 

○ コンクリート高架軌道を新交通システム、一般道を路線バスとして走行 

○ 軌道・一般道路境界のモードインターチェンジで一般車の軌道進入を防止 

○ 軌道上では車体側方ガイド輪とガイドレールで案内し、ハンドル操作不要 

軌道上のターミナル（大曽根駅） 高架軌道の走行状況 前部左側側ガイド輪 

(3)水陸両用バス（日本水陸観光株式会社殿） 

○ 中型トラックをベースとし、車体等を新造。 

○ 道路上をバス、水上を船舶として運行。 

○ 2002年から試乗、 2007年から河川、湖水でツアー形式等で営業運行 
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２．新たな発想のデュアルモード 「バイモーダルシステム」 

軌道系及びバスの両者のメリットを活かした 
中量輸送機関 

中央走行基幹ﾊﾞｽ ｶﾞｲﾄﾞｳｪｲﾊﾞｽ IMTS 

（各種バスシステムの特長を参照） 

専用走行路

②連結・分離可能
（機械連結）

③ホイールインモータ駆動
による全面低床化・省エネ化

（オプション）

非接触式誘導案内

④レール・側壁
不要

専用走行路

②連結・分離可能
（機械連結）

③ホイールインモータ駆動
による全面低床化・省エネ化

（オプション）

非接触式誘導案内

④レール・側壁
不要

交通研は磁気誘導式鉄道と
して技術基準策定に寄与 

交通研等 
による 

新たな発案 

バス車両技術を 
基本とする開発 

6 レール・鉄輪の逸脱防止機構 
（誘導・操舵故障時のみ作動） 

軌道曲線上の連結走行 

機械式な連結・分離 

先行的な研究開発による試作システム（平成16～17年度 NEDO殿モデル事業） 

※ 交通研は幹事団体として車両メーカ、電機メーカ等と連名で事業を実施 

軌道走行時の前方風景（中央に磁気ﾏｰｶのﾗｲﾝ） 
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実用化に向けた技術開発 
（平成20年度～ 国土交通省総合政策局殿 事業・地域公共交通システムに関する技術開発） 

※ 交通研が委託先として車両メーカ等の協力を得ながら各項目の開発を実施中 

(1)車両の低床バリアフリー化 
・ 新たに小型ノンステップバスをベースとした低床試験車両を2両試作 

機械式連結器取付 
 

４輪自動操舵制御 
コンピュータ搭載 

自動操舵 
アクチュエータ・ 
路上ﾏｰｶ検知器 

取付 

後輪ｱｸｽﾙ交換 
（操舵可能化） 

ベース車両からの改造ポイント 

試験車両外観 

後輪自動 
操舵機構 

8 

(2)車両誘導案内システムの進化 

・磁気マーカ誘導に代わる光学的誘導案内方式の検討 

車体左側面上方の前後2箇所のCCDカメラで車輌左側の車線を認識 
→ 画像データを処理コンピュータへ入力 

目標白線 

操舵制御装置 

画像処理・演算 
コンピュータ 

相
対
位
置 

デ
ー
タ 

特長： 
路面上の塗装白線を指標とし、マーカを埋設する必
要がなく、施工・保守管理の大幅な負担低減が可能 

コース上の試験走行と白線観察画像 
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(3)その他の車両技術 

・操舵故障時の車両横滑り防止技術（走行路面舗装設計等） 

・一般道路走行時の連結器収納機構 

・電気モータ動力システムの実用性・信頼性向上 

・新型蓄電機器・電圧変換器等の車上給電システム 

(4)高度運行管理技術 
・離合集散を伴うバイモーダルシステムに最適な高度運行管理システム 
・GPS等による位置検知、汎用電話回線を活用したデータ通信 

 

ＧＰＳによる 
複数車両の 
高精度 
同時位置検知 

曲線走行・急制動時の 
車両挙動シミュレーション 

10 

自動操舵 
同轍走行による旋回 

ノンステップ低床試験車両の連結走行 

① ②

機械連結 
 ・連結の分離も可能 

自動操舵 
 ・先頭車と次位車の通過軌跡が 
   同一となるよう操舵制御 

①

②

個別走行中の2両の車両位置を同時検知しながら 

連結地点に集合させ、連結走行に移行 

①

②

（GPS） 

テストコース 
（交通研自動車試験場予定） 

管理センタ 
画面 

車両誘導・連結・自動操舵機能実証試験の構想 
※ 平成22年度中に実施予定 
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バイモーダルシステム導入のイメージ 

システムの最大の特長： 
区間や時間帯ごとの輸送量の大幅な変動を車両の連結両数で調節可能 

都心駅 バス停 

バス停 

軌道（又は専用レーン）走行 

一般道路 
走行 

ﾓｰﾄﾞﾁｪﾝｼﾞ 
駅 一般道路 

走行 

新型のノンステップバスをベースとした営業車両 

通勤・通学時間帯、専用走行路区間 日中／閑散時間帯、一般道路区間 

・時間帯、区間による 
輸送量の変動が大 
 
・ピーク時はバスでは 
運びきれない利用者 

・輸送量が以遠で段落ち 
 
・乗換無しが望まれる 

団地 

住宅地 

12 

   

３．デュアルモード交通機関の今後の展開 

（１）DMV（デュアルモードビークル） 

・ 鉄道輸送量が減少した地方部へ導入 

・ 既存の線路インフラを活かし路線を維持 

・ 研究開発は実用段階近くまで達しており、近いうちに導入の見通し 

・ 地元路線バスとの共存も可能 

（２）バイモーダルシステム 

・ 移動が広域化した中都市や近郊へ導入 

・ 基幹的な路線バスの機能を拡張し、次のステップとしてはLRT化も視野に 

・ 引き続き、実用性の高いプロトタイプを開発し試験運行に至るプロセスが必要 

・ 法令への適合に関する検討 （鉄軌道関係および自動車関係） 

（３）その他 

・ガイドウェイバスは車両の低床化、費用対効果の改善、導入先の拡大が課題 

・水陸両用バスは観光、遊覧目的から輸送手段としての運行へ 
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運輸部門において温室効果ガス排出量を削減するためには、積極的な公共交通
機関の利用と、自動車単体での温室効果ガス排出量の削減が欠かせない。本講演
では、これらを促進するための超小型自動車やBRT等の自動車の新たな機能お
よび課題を分析し、課題解決に向けた交通研の役割について述べる。

地域公共交通と協調するための自動車の
新たな機能と課題解決に向けて

環境研究領域 研究員

水嶋　教文

25 日

講演４
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講演内容 

1. 人の移動に伴う輸送量とCO2排出量 

2. CO2排出量を削減するための2つのアプローチ 

4. 超小型自動車の導入を阻害する要因と推進に向けた課題 

① 輸送量あたりのCO2排出量が少ない異なる交通手段を利用する 

5. 交通研の役割 

3. 自動車の新たな機能 

概要 

目次 

「交通基本法の制定と関連施策の充実に向けた基本的な考え方(案)」(国土交通省)において、
2020年の温室効果ガス排出量削減目標を達成するためには、交通手段を自家用車から 
公共交通機関に誘導するとともに、自動車自体を環境負荷の少ない乗り物にすることが必要

とされている。本講演では、これらを促進するため、高齢者対応をも重視した超小型自動車

や、BRT (Bus Rapid Transit)等の自動車の新たな機能および課題を分析し、課題解決に 
向けた交通研の役割について述べる。 

② 同一形態の交通手段で輸送量あたりのCO2排出量を低減する 
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自動車の新たな機能 

自宅 
自宅最寄駅 

目的地最寄駅 

結節点(パークアンドライド等) 

超小型自動車 

オフィス 

路線バス、シャトルバス 工場、等 

3. 自動車の新たな機能 

BRT (Bus Rapid Transit) 

①公共交通機関までのスムーズな移動 

②公共交通機関の利便性向上、高効率化 

鉄道でカバーできない地域 
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都市部、郊外 地方 

超小型自動車の
導入を阻害 
する要因 

・大勢で移動することを考えて乗用車を所有 
 →その結果、乗用車を利用してしまう 

・セカンドカーとしてのニーズはあるが、 
 適当な超小型自動車が存在しない 

超小型自動車の
導入を推進 
するための課題 

・公共交通機関へのモーダルシフトの促進 
 (乗用車を所有しなくてもよい街づくり) 

・高齢者に対応した超小型自動車の開発 
 

・超小型自動車の利用によるCO2削減効果の定量化 
 →通勤に伴うCO2排出量の削減により企業の社会的責任を徹底 
・超小型自動車の安全性確保 
・超小型自動車の利便性向上(充電、交通結節点等) 
 

4. 超小型自動車の導入を阻害する要因と推進に向けた課題 

超小型自動車の導入 を阻害する要因と推進に向けた課題 

※自家用乗用車から公共交通機関(BRT含む)へのモーダルシフト 
  を阻害する要因については既に各機関で検討されているので、本講演では省略 
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5. 交通研の役割 

1) 超小型自動車導入によるCO2排出量削減効果の定量化と 
  省エネルギー性能と安全性能を両立するための車両基準策定支援 
「高齢者にやさしい自動車開発プロジェクト」 (事務局：福岡県商工部自動車産業振興室) 

「環境対応車を活用したまちづくり研究会」 (事務局：国土交通省都市・地域整備局街路交通施設課 ) 
など、専門家、メーカー、ユーザーの間で、超小型自動車の必要性は認識されている 

しかし、超小型自動車を導入した際のCO2排出量削減効果については、 
定量的な検討がなされていない 

CO2排出量削減効果の定量化手法を確立し、大幅なCO2削減効果を保障した上で、 
車両の省エネルギー性能と安全性を両立させることが重要 

特に、衝突安全性の問題を解決することが最重要課題 

交通研としては・・・ 

省エネルギー性能および安全性の 
評価を実施し、これらを両立するために
必要な車両基準の策定を支援する 

12 

5. 交通研の役割 

2) BRT導入によるCO2排出量削減効果の定量化 

BRT導入によるCO2排出量削減効果の 
定量化手法を確立し、インフラ整備レベルに 
応じてCO2排出量削減効果を定量化する 

CO2排出量計測評価技術 

CO2排出量 
計測評価技術 

車両(単体)走行パターン 
シミュレーション 

交通流シミュレーション 

交通研の有する技術 

これらを融合させることで… 
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公共交通の整備に対するニーズは世界的な高まりを見せており、特に近年、地球
環境問題への対応の観点から CO２排出量の少ない効率的な輸送機関として鉄道
が注目され、多くの国が鉄道整備を検討・推進している。このような世界的な潮
流を踏まえ、鉄道システムの国際規格の現状と我が国の優れた技術を国際規格
化するための交通研の取組みについて報告する。

鉄道技術の国際規格化と交通研の果たす役割

交通システム研究領域 副研究領域長

廣瀬　道雄

25 日

講演５
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世界の中の日本の鉄道 

鉄道輸送人員数の各国シェア 

Annual passenger number (in 100 million persons)

220
10.2

45

17

22.9

9.5
4.3

8.2
0.20.87 0.5

1.5

Japan (1998)

China (2001)

India (2000)

Germany (2000)

France(2000)

Italy (2000)

U.K. (2000)

Korea (2000)

U.S.A (1997)

Thailand (1994)

Norway(2001)

Myanmar (1998/99)

日本 

中国 

インド 

独 

仏 
伊 
英 
韓 

2 

国際的な鉄道市場の変化 

□経済のグローバル化 
•グローバルスタンダード 

□EUの誕生 
• 1993年 EU（欧州連合）誕生 
•鉄道の民営化、上下分離 
•高速鉄道網の整備と直通運転 
•国際旅客鉄道輸送の自由化 
• M&AによりBIG３誕生（ボンバルディア、シーメンス、アルストム） 

□WTO/TBT協定 
• 1995年 WTO（世界貿易機関）誕生 
 TBT協定（貿易の技術的障害に関する協定） 
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鉄道技術の国際標準化 

□国際標準化（国際規格対応）の必要性 
日本のシステムや考え方が国際規格に盛り込まれないと… 

 

 

 

 

鉄道事業者 
• 国内実績のある製品の調達が困難に 
• 新技術の導入が阻害 
• コストが増加 

メーカー 
• 製品の国際競争力が低下 

国内規格の制定・改訂は、国際規格を基礎とすることが義務化
（WTOのTBT協定） 

国内の優れた鉄道システムを維持する上からも、 
日本の鉄道技術を規格の形で海外に発信することが重要 

4 

鉄道技術の国際標準化を取り巻く状況 

□国際的状況 
•欧州は、高速鉄道網の構築及び鉄道市場の自由化により、国際
列車の相互直通運転を推進。このため、信号システム等の標準化
が活発化。 

•欧州鉄道産業は、国際標準化活動の主導権を確保し、自国の技
術基準を国際標準に反映することを重要な戦略と位置付け、域内
標準をIEC/TC9やISOに積極的に提案。 

□国内状況 
•日本国内は、JIS、JRS、団体規格等により調達を行ってきたが、

JR・公営鉄道等はWTO協定の附属書４（政府調達）の対象機関と
され、国際標準化の必要が出てきた。 

•国際規格と国内技術基準（国土交通省令等）の整合を図る観点か
らも、日本から国際規格への提案が必要。 
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４．国際展開・官民連携分野 

１．海外へ進出する日本企業への支援ツールと政府サイドの支
援体制整備 

【政策１ ：リーダーシップ、組織・体制の強化】 
政治のリーダーシップによる官民一体となったトップセールスを展開
するとともに、国土交通省内の体制及び省庁横断的な体制の創設や
強化、グローバルな問題に柔軟に対応できる企業の人材育成や組
織強化に対する支援を図る。 

 
【政策２ ：スタンダードの整備】 
国内スタンダードのグローバルスタンダードへの適合を図るとともに、
日本の技術・規格の国際標準化や投資対象国での採用に向けた取
組を推進する。 

 
5 

国際標準化に関わる国土交通省の施策 

国土交通省成長戦略（平成22年5月17日国土交通省成長戦略会議） 

6 

鉄道に関する国際規格 

国際電気標準会議（IEC）：電気分野の国際標準化機関  

国際標準化機構（ISO） ：電気以外の分野の国際標準化機関 
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国際標準化の推進体制と交通研の参画 

は交通研参加組織を示す 凡例： 

国際規格審議体制 国内規格審議体制 
鉄道技術標準
化調査検討会 

鉄道技術標準
化調査検討会
総合調整部会 

国
内
審
議
団
体 

 
 

 
 
 
 

IEC/TC9 
鉄道用 

電気設備と 
システム 

 

 

 
 

 

 
 

 

国内作業部会 
 

ISO/TC17（鋼） 

ISO/TC17/SC15 
（レール及び附属物） 

 

国内作業部会 
 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

国内作業部会 
 

 
 

JIS原案 
作成委員会 

ISO 
鉄道関係事務局 

 
 

 
 
 
 

ISO/TC204 
（ITS） 

ISO/TC108 
（機械振動及び衝撃） 

： 
： 

（鉄道総研 鉄道国際規格センター） 

IEC ISO 

日本工業標準調査会 
（JICS） 

鉄道技術専門委員会 

日本工業標準調査会 
（JICS） 

JIS原案作成団体 
 

 ・日本鉄道施設協会 
 ・日本鉄道電気技術協会 
 ・日本鉄道車輌工業会 
 ・鉄道分岐器工業協会  

等 

8 

交通研の国際標準化活動の状況（海外） 

○海外での活動状況 
 

□IEC/TC9全体活動 
・ CAG（Chairman Advisory Group）会議メンバー 
・ IEC/TC9年次総会日本代表団メンバー 

 

□IEC規格国際審議 
・ IEC 62498 （鉄道設備の環境条件） 国際主査、同セクレタリ 
・ IEC 60571 （車両用電子機器） 国際主査、同セクレタリ 
・ IEC 62290 （都市鉄道システムの制御体系） 委員2名 
・ IEC 62425 （信号用安全関連電子装置） 委員 
・ IEC 62427 （車両と列車検知システムの共存性） 委員 
・ IEC 62597 （鉄道電磁界の計測方法） 委員2名 
・ IEC 62625 （運転状況記録装置） 委員2名 
・ IEC/TC9 AHG3 （無線列車制御規格評価会議） 委員 

IEC 62290国際会議2008-11-19～21（パリ） 
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9 

交通研の国際標準化活動の状況（国内） 

○国内での活動状況 
□日本工業標準調査会（JICS） 
・ 鉄道技術専門委員会 委員 

□国土交通省所管会議 
・ 鉄道技術標準化調査検討会 委員 
・ 鉄道技術標準化調査検討会総合調整部会 委員 

□国内審議 
・ IEC 60571 （車両用電子機器） 委員2名 
・ IEC 62236 （鉄道における電磁共存性） 委員 
・ IEC 62267 （自動運転式鉄道システムの安全性要件） 主査、委員2名 
・ IEC 62278 （RAMS）  委員2名 
・ IEC 62279 （安全に関連するソフトウェア） 委員 
・ IEC 62280 （安全に関連する通信） 委員 
・ IEC 62290 （都市鉄道システムの制御体系） 委員3名 
・ IEC 62425 （信号用安全関連電子装置） 委員 
・ IEC 62427 （車両と列車検知システムの共存性） 委員 
・ IEC 62498 （鉄道設備の環境条件） 委員2名 
・ IEC 62597 （鉄道電磁界の計測方法） 委員4名 
・ IEC 62625 （運転状況記録装置） 委員2名 

10 

IEC規格活動の主な事例 

□IEC 62290 （UGTMS：都市鉄道システムの制御体系） 
対象鉄道範囲の判断者を各国の鉄道当局と規定 

 

□IEC 62267 （AUGT：自動運転式鉄道システムの安全性要件） 
日本の自動運転技術を反映 

 

□IEC62236 （EMC：鉄道における電磁共存性） 
日本のEMC測定法・評価方式を追記 

 

□IEC 62425 （信号用安全関連電子装置） 
信号用高安全リレーの構造に日本方式を追記 

 

□IEC 62427 （車両と列車検知システムの共存性） 
欧州原案数値を事例に変更し、日本の事例を追記 

 

□IEC 62498 （鉄道設備の環境条件） 
各種条件に日本規格値を追記 
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11 

最近の活動成果 

□ IEC62597 （鉄道電磁界の計測方法） 
欧州提案の国際規格化から、各国技術リスト文書に転換（2009/11） 
列車内磁界計測方法に、交通研開発方式を日本方式として提案
（2010/05） 

 
□ IEC62498 （鉄道設備の環境条件） 
国際審議ワーキング主査役を獲得（鉄道で国内初）（2008/11） 
車両、電力、信号の各設備環境条件にJISの規定を反映した最終原
案を回覧（2010/05） → 発効見込み（2011/02） 

 
□ IEC62625 （運転状況記録装置） 
欧州原案から、我が国の技術基準を満たし、                 
最低限必要な機能・仕様を定める規格案に               
修正の方向で国際審議が進行中（2008～） 

12 

交通研の果たす役割 

欧州では、鉄道技術の輸出を国家戦略と位置付け、国際標準化により、自
国の技術を積極的に展開。 
多くの国がCO2排出量の少ない鉄道に注目し、国家プロジェクトとして鉄道

整備を積極的に推進。我が国も国家戦略として鉄道技術の国際標準化に
積極的に関わることが極めて重要。 

 国際標準化活動に積極的に参画し、日本の鉄道技術を国際規格
に反映させることにより、日本の技術のグローバル化に貢献する 

 交通研が行っている研究開発や安全性評価業務の経験・知見を
国際標準化活動に反映する 

 日本の鉄道技術を国際規格化することにより、我が国の鉄道の
世界最高水準の安全性と信頼性を維持・発展させる 

 欧州主導となっている国際規格審議の仕組みの適正化と国内対
応体制の強化に貢献する 
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国内の優れた鉄道システムを海外へ展開するにあたって、国際規格やＥＮ規格
等への適合性評価を第三者機関で受けることを要求されることが多くなり、海
外展開のハードルとなっている。今般、日本国内での適合性評価機関についての
検討を開始したので、その状況について報告する。

国際規格への適合性評価と交通研の果たす役割

交通システム研究領域 主任研究員

長谷川　智紀

25 日

講演６
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１．鉄道の安全に関する交通研のこれまでの活動 

• 昭和４５年に交通安全公害研究所として設立以来、先進的な公共交通シ
ステムの実用化に先立つ安全評価や、導入したときの効果予測につい
て研究を行ってきている。 

• また、代表的な公共交通システムである鉄道、索道、バスなどに用いら
れる新しい技術について、安全性や利便性向上の観点から研究を進め
ている。 

 

これらの研究で培った成果をもとに、 
国内外向けの製品・システムの安全性評価を実施 

既存の製品・システムの改良 

全く新しい製品・システムの開発 

鉄道事業者が各運輸局に届け出（変更申請）するが、事前
にその安全性を証明する必要がある 

開発段階から鉄道局がオブザーバとして参画し、評価は、
委員会または第三者機関が行う 

２．国内向け製品・システムの適合性評価 

既存のシステムから安全性が損なわれていないか
を評価・確認で貢献 

第三者機関のひとつとして安全性の評価で貢献 

海外からの輸入製品 
鉄道事業者が各運輸局に届け出（変更申請）する際、事前
にその安全性を証明する必要がある 

既存のシステムから安全性が損なわれていないか
を評価・確認で貢献 
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３．海外向け製品・システムの適合性評価 
地球環境問題の深刻化に伴い、鉄道は世界的にも脚光を浴びている。 
また、国内における鉄道建設需要が一段落していることから、国内の鉄道関係
メーカーは海外展開に注目し始めた。 

国内では、鉄道事業者による仕様の提示、メーカー及び鉄道事業者による製品の評価
がなされている。 

国内の鉄道関連メーカーは、国内に第三者
認証機関がないため、海外の第三者認証機
関を利用するか、国内の研究機関による安
全性評価レポートにて対応をしている状況 

安全性の証明なしでは入札参加が不可能 

海外では、鉄道事業者とメーカーの間にコンサルタントが入ることもあり、鉄道事業者ま
たはコンサルタントにより仕様が提示される。仕様は、特に安全性に係わる
事項については国際規格や欧州規格等（例えば、RAMSやSIL等）への適
合性を要求され、製品の評価は第三者認証機関による認証を必要とされる。 

納入製品に対する仕様提示と製品評価の方法は．．． 

交通研では主に信号関係の安全性に関して評価を実施 

実績 安全性評価受託総数 

平成２１年 ９件 

平成２０年 ４件 

平成１９年 ５件 

平成１８年 ６件 

平成１７年 ６件 

過去5年間の安全性評価に関する受託案件数 

４．諸外国における適合性評価の状況 

① EU指令に基づく認証 

② 欧州各国の安全規格に基づく認証 
各国のNSR（National Safety Rules）に基づく 

ISA（Independent Safety Assessor）による認証 

インターオペラビリティ指令に基づくTSIの認証 

③ 欧州各国のその他独自規格に基づく認証 
各国のNＴR（National Technical Rules）に基づく認証 

［指令］ 
高速鉄道指令    在来線指令 

 (Directive 96/48/EC)  (Directive 2001/16/EC) 

［認定機関］ 
Notified Body 
原則１国１認定機関  

［認証機関］ 
Certificated Body 

TUV、Lloyd’s Register、Atkins等 

※TSIの認証はEU域内で相互認証が認められている 

・米国の規格は、政府関係から民間団体ま
で多数存在 

・CFR、MIL、UL等の一部の規格で認証が
求められている 

CFR(Code of Federal Regulations)：連邦政府規則 
MIL(Military Specifications and Standards)：軍用規格 
UL(Underwriters Laboratories)：保険業者試験所 

・IEC、ENの認証も事例あり 

・国際規格の認証が多いが、ENの認証も事
例あり 

・国際規格以外の認証制度は限定的な認証
にとどまっている 

［基準］ 
TSI 

 
 

（詳細規格はEN準用） 

相互直通運転のための 
技術仕様書：ERA作成 

ROGS（Railways and Other Guided Transport Systems Regulations）への適
合をICP（Ｉndependent Competent Person）が認証（英） 

欧州 
米国 

アジア・中東等 
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５．国際規格適合性評価対応例（IEC62278：RAMS） 

第１段階：構想 

第２段階：システムの定義
と適用条件 

第３段階：リスク分析 

第４段階：システム要求事項 

第６段階：設計と 
      （RAMS計画の）実行 

第７段階：製造 

第８段階：設置 

第９段階：システムの妥当性確認 

第１０段階：システムの受け入れ 

第１１段階：運用と保全 

第１４段階：廃止と処分 システムライフサイクル 
（RAMS規格に記載されている１４段階） 

交通研の安全性評価レポートの範囲 

第５段階：システム要求事項
の割当て 

ＲＡＭＳ：適用対象システムが、信頼性(R)、アベイラビ
リティー(A)、保守性(M)、安全性(S)の評価指標と経済
性に照らして、総合的にかつ、良好なバランスで維持
するマネージメントを要求する規格である。 

第１３段階：改修と追加 第１２段階： 
性能の監視 

FMEA 

FTA 

各機器、装置、モジュールの故障モードを 
抽出し、その影響と対策を評価する手法 

異常事象を抽出し、それに至る事象と対策を 
評価する手法 

リスクを「危険度」とその「頻度」の積で計算し、設定
した閾値に対し評価し、閾値以下になるように対策
を行う 

異常事象に至る確率を計算し、安全性の目標レベル 
(SIL等）等の基準値以下となるように対策を行う 

国際規格 
も意識 
（IEC62278・
RAMS等） 

安全性評価の評価方法 
第3段階：リスク分析手法 
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危険度×頻度＝リスク評価 ハザードレベル：Ⅳｰ危険側に故障する可能性がある 
頻度：１－ほとんど起きえない,２ｰ起きる可能性がある ４×２＝８＞閾値とする 

 

Ⅲ
停止指令信号処理部通信不能断線、電圧低

下等
通信部故
障

通信
部

汎用
通信シ
ステム

Ⅲ
停止指令信号処理部通信不能電圧低下、ノイ

ズ、断線等
通信部

故障

Ⅱ
他系システムとの比較により、
停止指令

信号処理部位置検知電波受信異常

GPS素子故障
GPS故障

信号
保安シ
ステム

Ⅲor Ⅳ
情報の妥当性判断、

異常と判定すれば停止指令

信号処理通信異常（見かけ上の
通信は可能）

ノイズ、電波障
害等

通信異常

Ⅱ
速度データ妥当性判断、正
常系による縮退モード走行

信号処理部速度検出不能電圧低下、ノイ
ズ、断線等

処理部

故障

速度
取得
装置

Ⅲ
停止指令、信号処理部通信不能電圧低下、ノイ

ズ、断線等
通信部

故障

Ⅲ
FSCPUによる検出、リレーに
よるフェールセーフ性確保

出力リレーシステム全体動作電圧低下、ノイ
ズ、断線等

処理部

故障

信号
処理
部

Ⅱ
停止指令、

他系による縮退モード走行

信号処理部GPS受信器、位置情
報処理装置等

断線、劣化、素
子異常等

電源故障

GPS

ハザード
レベル

安全性確保故障検出影響範囲想定原因故障モード対象

Ⅲ
停止指令信号処理部通信不能断線、電圧低

下等
通信部故
障

通信
部

汎用
通信シ
ステム

Ⅲ
停止指令信号処理部通信不能電圧低下、ノイ

ズ、断線等
通信部

故障

Ⅱ
他系システムとの比較により、
停止指令

信号処理部位置検知電波受信異常

GPS素子故障
GPS故障

信号
保安シ
ステム

Ⅲor Ⅳ
情報の妥当性判断、

異常と判定すれば停止指令

信号処理通信異常（見かけ上の
通信は可能）

ノイズ、電波障
害等

通信異常

Ⅱ
速度データ妥当性判断、正
常系による縮退モード走行

信号処理部速度検出不能電圧低下、ノイ
ズ、断線等

処理部

故障

速度
取得
装置

Ⅲ
停止指令、信号処理部通信不能電圧低下、ノイ

ズ、断線等
通信部

故障

Ⅲ
FSCPUによる検出、リレーに
よるフェールセーフ性確保

出力リレーシステム全体動作電圧低下、ノイ
ズ、断線等

処理部

故障

信号
処理
部

Ⅱ
停止指令、

他系による縮退モード走行

信号処理部GPS受信器、位置情
報処理装置等

断線、劣化、素
子異常等

電源故障

GPS

ハザード
レベル

安全性確保故障検出影響範囲想定原因故障モード対象

危険度か頻度を下げる対策 

（例）ＦＭＥＡによる評価（交通研） 
発生 
頻度 

２ 

３ 

２ 

１ 

１ 

２ 

１ 

２ 

• 設定した閾値（ハザード×頻度）を超える故障に対しては、
閾値以下となる対策を指示、その後再検証 

• 対策によっても、閾値以下とならない事象（例えば、ノイズ）
については、事業者に対し、その事象（故障）が起きると生
じる異常事象を整理し、利用する側へ周知し対策をさせる 

 

ノイズ リレー不良

EMC試験 チェック

AB1が
開故障

AB1開故障 指令ミス

AB1開指令

GPSによる
故障検知

チェック

AB1が開 B駅に前々列車
在線

前方列車
AB2停止

GPSによる
保安検知

故障検知

列車追突

汎用無線により
OCC、車両に
異常情報送信

OCCより対応指示

汎用無線により
OCC、車両に

AB2停止情報送信

列車A駅進入

汎用無線により
OCC、車両に

AB1故障情報送信

列車A駅進入禁止
抑止

ノイズ リレー不良

EMC試験 チェック

AB1が
開故障

AB1開故障 指令ミス

AB1開指令

GPSによる
故障検知

チェック

AB1が開 B駅に前々列車
在線

前方列車
AB2停止

GPSによる
保安検知

故障検知

列車追突

汎用無線により
OCC、車両に
異常情報送信

OCCより対応指示

汎用無線により
OCC、車両に

AB2停止情報送信

列車A駅進入

汎用無線により
OCC、車両に

AB1故障情報送信

列車A駅進入禁止
抑止

異常事象確率を計算 

制約ゲート 
（これで起こる 
確率を減少） 

生起確率を推定 

SILレベル 10-**/h 

４ 10-8～10-9 

３ 10-7～10-8 

２ 10-6～10-7 

１ 10-5～10-6 

（例）ＦＴＡによる評価例（交通研） 

• 最悪事象の発生確率が、設定した値以上（SIL4等）の場合、設定値以下となる
対策を指示、その後再検証 

• 対策によっても、設定値以下とならない場合や明確に確率が算定されない場
合においては、制約ゲート（発生確率を低下させる事象）を増やして、トップ事
象に至る経路に制約を設ける 
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６．安全性評価を行う上での留意点 
１．システム仕様の中での評価範囲の確定 

 責任を持つ評価範囲を明確にする必要。相手側担保の車両や設備との境界等 
 評価範囲外でも重大事故に繋がる恐れがある点は必ずコメント。 

 

２．記述、用語の解釈違い 
 要件や仕様書は相互に翻訳されるため、誤訳や解釈違いに注意。 
 不明確な点は必ず質して明確に。 
 国内で一般的でない用語、国内外で定義や機能が異なる用語が多い。 

 

３．客観的な安全性評価 
 リスク分析に基づいた定量的評価の実施 
 システムの安全管理の確認 

 

４．国際規格への適合性 
 国際規格、標準の内容や思想を熟知し、日本国内との相違を念頭に置く。 
 安全性の高さを数値範囲で定義。（SIL4は危険事象発生確率10－８～１０－９/h等） 

 

５．相手国側との法的なトラブルへの備え 
 国情の違い等により、評価報告書を巡るトラブル、訴訟に至る可能性も否定できない。 

７．安全性評価レポートの限界 

どちらも日本の技術を海外展開するための最適解ではない 

海外の第三者認証機関における認証 
 

• 認証実績、対応規格が豊富 
• 言葉の壁、コスト、ノウハウの流出の可能性に対する懸念 
• 日本の技術の証明を海外に委ねることの是非（安全性の考え方の違い等） 

国内研究機関における安全性評価レポート 
 

• 言葉の壁、ノウハウの流出の懸念は少ない 
• 認証書の代わるものとして安全性評価レポートを活用 
• ただし、客先が安全性評価レポートを認証相当と判断した場合のみ利用
可能 
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８．国内の動き 

ただし、「日本の鉄道技術を国際規格化」だけでは、製品・システムの認証
がないと相手国に受け入れられない 

国際基準調和の一環としての適合性評価（認証）について検討が必要 

新成長戦略（平成22年6月18日閣議決定） 

フロンティアの開拓による成長 

（３） アジア経済戦略  
（日本の「安全・安心」等の技術のアジアそして世界への普及） 
その上で、環境技術において日本が強みを持つインフラ整備をパッケージでアジア地域に展開・浸透させるとともに、アジア諸国の経
済成長に伴う地球環境への負荷を軽減し、日本の技術・経験をアジアの持続可能な成長のエンジンとして活用する。具体的には、新
幹線・都市交通、水、エネルギーなどのインフラ整備支援や、環境共生型都市の開発支援に官民あげて取り組む。（以下略） 

国土交通省成長戦略（平成22年5月17日国土交通省成長戦略会議） 

４．国際展開・官民連携分野 
 １．海外へ進出する日本企業への支援ツールと政府サイドの支援体制整備～日本の技術と資本で世界展開を～ 

  政策２ ：スタンダードの整備 
国内スタンダードのグローバルスタンダードへの適合を図るとともに、日本の技術・規格の国際標準化や投資対象国での
採用に向けた取組を推進する。 

  （２）日本の規格を国際統一規格とするための取組や投資対象国におけるスタンダードの獲得のための取組の推進 
日本の技術やシステムが、今後、より一層海外市場における競争力を発揮し、海外受注の獲得に繋げていくためには、日
本の技術や規格を国際統一規格とするための取組や、投資対象国におけるスタンダード獲得のための取組を推進するこ
とが必要である。 
例えば、．．．（略）．．．また、近年、鉄道分野における国際標準策定の動きが急速に進む中、欧州が積極的な動きを繰り
広げているが、これに対し、官民連携の体制を充実させ、国際標準化機関（ISO、IEC）並びに米国をはじめとする投資対象
国において日本の新幹線・都市鉄道をはじめとする優れた鉄道システムの技術・規格の戦略的な国際標準化の取組を早
急かつ強力に推進する。（以下略） 

国土交通省成長戦略（平成22年5月17日国土交通省成長戦略会議） 

新成長戦略（平成22年6月18日閣議決定） 

国としても、国際標準化、スタンダードの確保が求められる 

９．適合性評価の今後の動きと交通研の役割 
• 鉄道関係の国際標準化活動は、鉄道技術標準化調査検討会による検討の後、IEC／ISO

の鉄道技術の標準化活動を一元的に実施する新しい国内審議体制を整備することとなり、
鉄道国際規格センターが発足したことにより、日本の優れた技術を、より多く国際規格化す
るための、大きな一歩を歩んだ。 

• 鉄道業界が一体となり、日本の技術を国際標準化機関へ働きかけるようになった。 

• 一方、国際標準化活動と両輪の関係にある適合性評価については、受け皿が安全性評価
レポートでしかない状況。 

• また、日本の優れた鉄道技術（安全・定時等）の証明方法は、現在海外任せとなっている。
日本式の証明の方法の模索の必要性がある。（鉄道の安全性、定時性は、日本が断然良
いのは事実） 

• 交通研が行ってきた研究活動と、それを活かした技術基準等の策定
経験を活かし、技術的な観点からサポート 

• 国際標準化活動で得た知見を適合性評価へ活かすと共に、適合性
評価レポート等で得た知見を国際標準化活動へフィードバックし、適
合性評価の立場も踏まえた規格化活動 

交通研の役割 
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保守技術の革新によって、安全を確保しつつ保守の省力化を図ることが、地方鉄
道の維持発展を図る上で重要なテーマとなっている。軌道の巡回目視や手検測
作業を補完し、軌道状態の変化をいち早く発見・監視する目的に使用できるプ
ローブ車両を適用した保守技術について報告する。

地方鉄道の保守に係る革新的技術
－プローブ車両による保全性向上対策－

交通システム研究領域 上席研究員

佐藤　安弘

25 日

講演７
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地方鉄道においては、昨今の利用者数の減少から、安全を確保しつつ保守の省力
化を図ることが重要なテーマとなっている。そこで、画像センシングにより、車
上から地上設備の状態を確認し、故障を未然に防ぐことを目的とした研究を
行っている。ここでは、その一部を報告する。

地方交通に適用可能な画像処理技術
－画像センサによる予防保全検討例－

交通システム研究領域 研究員

工藤　希

25 日

講演８
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1 

1.はじめに 

現在の地方中小鉄道の状況 

経営環境が厳しい状況 

利用者の減少 
• 少子高齢化，人口減少 
• モータリゼーションの進展 
経営圧迫 
• メンテナンスコストの負担
が大きい etc… 

原因 

967.2km 

全線廃止となった事業者⇒34 

そこで我々は 
信号機や踏切のメンテナンスコストの削減方策の可能性に着目し、 

技術によって省力化と安全の確実化を実現することを目指す 

2 

1.はじめに 

画像センサ 

多くの分野で、センサを用い自動化したシステムによ
る省コスト化を図っている 
 
地方鉄道の省コスト化においても、利用できる可能性
がある 

振動センサ 

保守（踏切、信号等の地上装置） 
予防保全 

赤外線センサ ホームからの転落、安全 

予防保全 
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3 

２.研究の目的 

GPSと汎用無線を用いた安価な 
列車検知や鉄道運行管理システムの開発 

保守システムの省コスト支援を行う鉄道の予防保
全システムの開発 

画像センサとGPSを用いた 
     信号機の色灯の自動判別 
              を通した予防保全の取組み 

設備の省コスト化を目標とした 

営業列車を用いて簡便にデータを取得し、機器の劣化を早期
発見をすることで、効率的なメンテナンスを行う 
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４．画像センサを用いた予防保全システムの開発 

•信号機の色灯の経年変化の確認(予防保全) 
•運転士の前方信号の見逃し防止(運転支援) 
             …に利用することを想定 

画像センサを用いて前方の信号の位置および現示確認を行うシステムを開発 

現段階では、 

GPSセンサ 

(x,y,z,Θ） 

画像センサ 

位置と角度を認識 位置と照度を認識 

省コスト化を目標とした 

運転士の運転支援および保守システムの省コスト支援を行う鉄道の予防保
全システムの開発 

5 

6 

５.画像センサを用いた信号機の現示状態判別について 

システムの概要 

本システムではGPSの受信周期(1秒)の範囲で行う 

GPSによる位置検知 

撮影 

画像解析 

出力 

GPSの受信周期 

処理時間は100ms以下を目標 

解析範囲の決定 画像の成分分解 画像の 
フィルタリング 輝度による判定 

GPSを用いて画像中において信号機の映り込むであろう範囲を算出 
     （GPSの誤差についてはマップマッチングを用いて一定の精度を確認済） 
               …最終的には画像処理にて補正 
処理時間の短縮 

リアルタイム性の確保 

画像解析アルゴリズム 
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7 

５.画像センサを用いた信号機の現示状態判別について 

輝度による信号の現示している色の判定 

解析範囲の
決定 

該当するピクセル
数が一定数以上
であれば、その色
が現示していると
判断 

赤現示のRGB分解例 

取得画像 

画像の成分
分解 

フィルタ
リング 

輝度によ
る判定 

8 

６.画像解析を用いた信号機の現示状態判別検証試験 

試験の構成 

試験場所：山形鉄道フラワー長井線 車内の構成 

システム構成 

情報処理部 
 
 
 

GPS 

位置取得装置 画像解析装置 
(今回開発対象) 

デジタルカメラ 

GPS 

デジタルカメラ 

情報処理部 
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9 

７.試験結果(荒砥⇒長井) 

荒砥駅出発信号 

状態 サンプル数 正しく出力したもの 認識率[%] 

赤現示 20 19 95 

青現示 20 20 100 

実際に特定した範囲 

長井駅出発信号 

状態 サンプル数 正しく出力したもの 認識率[%] 

黄赤現示 20 19 95 

10 

８.考察 

対象信号機を捉えられない場合が存在 曲線区間 

誤差要因の一例 

以上のことを考慮することにより、 
より正確な解析が可能になる 

   原因    
①カメラとGPS受信機の 
 設置位置のずれ 
③カント（軌道面の傾き） 
  による影響 

荒砥駅および長井駅の出発信号における赤，青の判別はほぼ正確に行うこと
が可能であった 

画像処理にかかる時間は目標の100ms以下を達成できた 

画像センサとGPSを利用した予防保全システムの第一歩として、信号現示を識別す
るシステムを開発した→特許出願中 
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９．今後の展開 

画像センサによる踏切の遮断時間検出 
走行中の車両から踏切を撮影し、遮断
かんの動作時間から、踏切の動作不良
を早期発見するシステムを作成する 

車両走行音による予防保全システム（予定） 

走行中の車両においてモータ音を周波数
分析し、異常音を検出する。 
車上に置くことで設置を容易にし、簡単に
計測できるシステムを目指す。 

11 

車両騒音分析装置 

GPS速度測定 
SW 

音解析SW 
分析装置 

音解析DB 

GPS受信機 

マイクロフォン 

遮断かんが閉じて
いる状態 

遮断かんが開い
ている状態 

GPSと画像センサを用いた信号機の現示の判別を行うシステムを開発・試験を行い、
一定の成果を得た 
運転支援及び予防保全システムへの展開に向けて研究開発を進め、より実用的なも
のを目指していく 

10．交通研の果たす役割 

センサ技術は、地方鉄道の省コスト化に対し様々な目的に使
用できる可能性がある 

地方鉄道においては、経営環境の悪化により、安全性の低下
が懸念される 
一方で、新幹線や都市鉄道を対象とした技術は、コスト等の面
で必ずしも地方鉄道にそのまま適用しがたい 

研究開発にあたっては、実営業路線における検証が不可欠で
あり、今後とも鉄道事業者等と連携して研究を進めていく 

12 

持続可能な公共交通システムの維持・発展のために、地方鉄
道の果たす役割は大きい 

経営状態の厳しい事業者でも利用可能な、センサ技術を用い
た予防保全システムの開発を行っていく 
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ポスターセッション



ポスターセッション



 

 

 
 

① 電気駆動系自動車におけるエネルギ回生制御の実態把握と 
その最適化について 

 
 

環境研究領域   ※奥井 伸宜  新国 哲也  河合 英直 
 
 

１．は じ め に 
温室効果ガスの一つに二酸化炭素（以下、CO2）が

挙げられ、重量車からの CO2排出量は、日本全体の約

5%を占めている 1)。当研究所では、交通環境の改善・

保全に応えるべく、重量車からの CO2排出量の削減に

取り組んでいる。その一手法として重量車の電気駆動

化が挙げられ、ハイブリッド自動車（以下、HEV）お

よび電気自動車（以下、EV）の技術を活用した高効率

パワートレインシステムの検討を行っている。 

電気駆動車の高効率化を支える主な要因としては、

アイドルストップ、モータアシストおよび回生制動が

挙げられる。特に、車両（エンジン車）に投入された

エネルギの約 25%が制動時に浪費されている 2)ことか

ら、この部分における効率的なエネルギ回収が車両高

効率化のための重要な要素となってくる。 

本報では、重量車の電気駆動化を検討する上で、車

両のエネルギ収支が計算できる簡易シミュレーショ

ンを作成した。今回は、現在市販されている EV の走

行実験より取得した情報を基にモデル検証を行い、こ

れを基に電気駆動車（乗用車）のエネルギ回生向上に

関するケーススタディを行った。さらに、検討した回

生方法を HEV重量車に適用し、システムの最適化を図

る等の目的で現在構築している「台上ハイブリッド試

験装置」について紹介する。 

 

２．試験車両 および 試験方法 
供試車両として、市販されている EV を使用した。

車両諸元を表 1に示す。この EVの特徴としては、モ

ータとモータ制御機能および電力変換機能（インバー

タ）の最適制御によりシステム効率を 90%以上に高め、

リチウムイオンバッテリと組み合わせたことで日常

生活に支障のない航続距離 160kmを確保し（一般ユー

ザの一日あたりの平均走行距離；28km）、ガソリン車

と遜色ない走行性能にまで仕上げている 3)。 

供試車両の回生制動の把握およびシミュレーショ

ン結果との比較を行うため、テストコースおよび一般

道路（市街地）を使用し、走行中の電流、電圧、車速、

GPS信号およびブレーキ踏力信号等のデータを取得し

た。ここで、取得した電流、電圧データは、バッテリ

端子より計測を行っている。 

 

３．電気駆動車のモデル化 
車両走行時のエネルギの出入りを把握するため、簡

易シミュレーションを作成した。 

３．１．車両モデル 
 車両が前後に動く際には、一般的な車両の運動方程

式が成り立つ。それに加え、本報では、車両の加減速

時の荷重変化を考慮したモデルを作成した 5)。 

３．２．ブレーキモデル 
電気駆動車の制動時には、機械ブレーキと回生ブレ

ーキの 2種類のブレーキが作用し車両（車輪）が停止

するため、これを反映させたモデルを作成した。 

なお、回生ブレーキは 5章で述べるが、回生モータ

および機械ブレーキの配置を、車両の全輪 or 前輪の

み or 後輪のみとする組み合わせにより回生電力に差

を生じる。また、諸元より求めた理論制動力配分を本

計算での制動力配分とし、固定値として使用した。 

Vehicle weight

Motor

Drive battery

Control system

Driving method

Type

Max. output

Max. torque

Max. speed

Type

Rated voltage

Rated capacity

[kg]

[kW/min-1]

[Nm/min-1]

[min-1]

[V]

[kWh]

1,100

Permanent magnet
synchronous motor 

47 / 3,000 ～ 6,000

180 / 0 ～ 2,000

8,500

Lithium-ion cells 

330

16

Inverter control

Rear-wheel drive  

Table.1 Vehicle specifications 4) 
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４．車両モデル および ブレーキモデルの検証 
作成したシミュレーションモデルの検証を行うた

めに、テストコースおよび実際の路上で走行した実験

データとの比較を行った。ここで、今回比較する力行

/回生電力は、上述したようにバッテリ電力の収支で

あるため、本シミュレーションにおいても、減速機等

の機械損失およびモータ、インバータ等の電機損失を

考慮した。 

４．１．テストコース走行 
モデル検証を行うためテストコースにおいて、ブレ

ーキ開始速度域における本供試車両の力行/回生電力

を取得した。結果を図 1に示す。図 1（a）は目標減速

開始速度（40km/h）に達したときにシフトを Dレンジ

に固定したままアクセル OFFで減速させ、図 1（b）は

同様にアクセル OFF と同時に機械ブレーキ ON（減速

度：1.7m/s2）とし、惰性走行しないよう留意した。 

本供試車両は、ブレーキ協調回生を行っていない 6)

ため、機械ブレーキ ON/OFF に関わらず、減速開始直

後にはほぼ同等の回生電力を発生していることがわ

かる。シミュレーションのバッテリ電力結果に注目す

ると、実験結果と同等の傾向を示した。このとき、機

械ブレーキ ON時には、図 1（b）上段に示すように車

両減速に伴う前後輪の質量変化が計算できた。また、

減速中の低速度域（15km/h以下）においては実験と計

算結果とに差を生じた。これは、減速中の低速度域に

おいて「モータ回生を停止し、機械ブレーキのみで停

止する」という車両メーカのブレーキ制御の考え方が

反映していると思われる。本モデルにおいては全速度

域フル回生を前提とした高回生車の検討を行う目的

があるため、このロジックは本モデルには反映させて

いない。 

４．２．市街地走行 

前節では走行状態が安定しているテストコースで

の走行実験によりモデル検証を行ったが、実際の路上

走行では、惰性のみの減速や惰性＋機械＆回生ブレー

キを併用した減速など、減速状況が複合的に変化す

る。それに加え、車両加減速に伴う荷重が時々刻々変

化する。このような各種状態が複合的に変化する走行

時のモデル検証も必要であると考え、供試車両で一般

的な市街地として【交通安全環境研究所→JR三鷹駅→

交通安全環境研究所】を走行し、実験結果との比較を

行った。 

比較結果を図 2に示す。走行中のバッテリ電力状況

を比較すると、加速時/減速時においてもほぼ実験結

果をトレースすることがわかった。停止中において

は、実験値は若干のバッテリ消費を示しており、これ

は車両の電装系、補機類によるものと考えられる。 

以上より、再現性がより複雑となる実路走行におい

ても、作成した簡易モデルでエネルギ収支の計算が可

能であることが確認できた。 
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Fig.2 On road test : National Traffic Safety and Environment Laboratory→JR-Mitaka ST.→NTSEL) 

Fig.1 Test course (deceleration：40km/h) 
(a) Mechanical brake OFF
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５．高効率電気駆動車の検討 
前章で、本シミュレーションモデルのエネルギ収支

に再現性があることを確認した。以下で、高効率電気

駆動車のレイアウト検討を進める。 
機械ブレーキと回生ブレーキの配置および組み合

わせにより、回生電力量は大きく影響を受ける。そこ

で、考えられる車両レイアウト（機械ブレーキ、回生

ブレーキの配置および組み合わせ）を以下に列挙し、

図 3に示す。ここで、供試車両のレイアウトは、下記

のレイアウト③に該当する。 

① 全輪 回生ブレーキのみ 

② 【Fr】機械＆回生ブレーキ 

＋【Rr】機械ブレーキのみ 

③ 【Fr】機械ブレーキのみ 

 ＋【Rr】機械＆回生ブレーキ 

④ 【Fr】回生ブレーキのみ 

 ＋【Rr】機械ブレーキのみ 

⑤ 【Fr】機械ブレーキのみ 

 ＋【Rr】回生ブレーキのみ 

この 5パターンについて、作成したシミュレーショ

ンを用い、機械＆回生ブレーキのレイアウト検討を行

った。なお、今回の走行パターンは 4.2.節で使用した

市街地走行データを用い、各レイアウトの制動力配

分、機械ブレーキ力は同一と仮定し計算した。ここで、

今計算で指標とする回生効率は、次式により求めた。 

回生効率[%] = 実回生電力量[kWh] 

/ 理論回生電力量[kWh]×100      (1) 

図 4に、本計算条件下における積算回生電力量を棒

グラフにて表すが、レイアウト①の回生電力量が一番

多い結果となった。機械ブレーキを使用しないこのレ

イアウトが理論回生電力量にあたり、供試車両である

レイアウト③の回生効率に着目すると、理論回生電力

量の約5割を回生していることが分かる。結果として、

前輪側に回生モータを配置することで、より多くの回

生エネルギを吸収できる事がわかり、合理的な結果が

得られた。このとき、図 5上段に走行中の車両質量の

変化を示すが、走行時に前後輪にかかる車両質量が

時々刻々変化する様子が計算により確認できた。 

 ここまで、本供試車両での高効率エネルギ回生の検

討を行った。今後は、重量車に展開を行う予定である。 

 

６．台上ハイブリッド試験装置 

 最終的に我々が検討している電気駆動車は、都市間

を移動する大型重量車であり、電池の重量およびサイ

ズの問題により航続距離および積載量等が制限され

てしまうため、フル EV化は困難と思われる。そこで、

HEV技術の活用を検討する必要が出てくるが、エンジ

ンとモータの組み合わせによりその要素が複雑とな

り、車両走行全域における簡易シミュレーションでの

検討は困難になる。 

検討予定の電気駆動重量車の高効率回生方法を HEV

重量車に適用するとともに、車両システム全体の最適

化を図る目的で現在構築している「台上ハイブリッド

試験装置」について、以下に紹介する。 

６．１．試験装置の全体概要 
図 6に本試験装置の最終構成例であるシリーズ・パ

ラレル式の試験装置システム構成図を、表 2にこの試
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験装置の主要構成機器を示す。 

通常、HEVでは、エンジンとモータが原動機となる

ため、これらの機械出力をシリーズもしくはパラレル

に接続する必要がある。しかし、本試験装置は、それ

ぞれのダイナモメータの連結をソフトウェア上で行

うことにより、車両重量、パワーバランス、バッテリ

能力および動力伝達機構などを計算モデルにて自由

に構成できるため、実機を試作する必要が無い。 

本システムの概念を以下に記す。運転手を代行する

ドライバモデルからアクセル開度情報を受け、車載

CPUモデルがエンジン用 ECUおよび駆動モータ用イン

バータへ指令を行う。車両モデルが走行時の負荷を演

算し、各ダイナモメータはエンジンおよび駆動モータ

へ与えるべき負荷指令を行う。一方、回生時の情報は

回生モデルで演算され、車載 CPU モデルと連携して充

放電装置へ充電情報を与え、バッテリに給電する。以

上より、走行中のエンジン、駆動モータ、バッテリの

状態をリアルタイムに観察することができる。 

上記に加え、再現性が確保しにくい部分については

モデル化することにより対応できるため、研究対象と

する現象の再現性を確保し、詳細に解析する事も可能

にしている。 
６．２．進捗状況 
 今年度は、パラレルハイブリッドシステムの構築を

目指し、実機エンジンをダイナモメータ(図 6_DY1)に、

実機モータ(M/G)をダイナモメータ(図 6_DY2)と接続

し、制御分担比の設定変更が可能なハイブリッド制御

コントローラモデルと車両モデルを搭載したシステ

ムを構成している。また、バッテリモデルによって得

られる出力電圧は、直流電源装置からインバータに対

し給電している。 

 

７．まとめ 
 電気駆動車のエネルギ効率向上の検討を行うため、

電気駆動車の解析モデルを構築した。今回の計算条件

下において検討した本供試車両の最適エネルギ回生

方法については、合理的な結果を得ることができた。

今後は、本解析モデルを重量車に展開し、重量車の高

効率エネルギ回生方法を検討する予定である。 

 さらに、ハイブリッド台上試験装置の整備を進め、

重量車 HEVシステムの全体最適化を図る予定である。 
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Fig.6 Virtual hybrid vehicle system 

(Series/parallel hybrid vehicle) 

1. Dynamometer, Dynamometer control system
type) Flex-Dynamometer TYPE-I G250 (MEIDENSHA CORPORATION)
spec) Rated torque；500Nm, Max speed；12,000rpm

2. Measurement control system
type) FAMS8000 (ONO SOKKI Co.,Ltd.)
spec) VME control bus, Manual control panel, Data analysis software

3. DSP system, DSP control software
type) High-speed operational equipment (dSPACE GmbH)

version： Control Desk Release 5.4
type) Software (MathWorks Inc.)

version： MATLAB 7.1

4. Simulation model
Running on MATLAB model

5. Motor（M/G）, Inverter
type) YZ901-M1 (Sawafuji Electric Co., Ltd.)
spec) Rated torque；350Nm, Rated power(max)；30kW, Max speed；7500rpm

6. DC power-supply system
spec) DC50V – DC500V, 500A (MEIDENSHA CORPORATION)

7. Electrical energy meter
type) 3193 (HIOKI E.E. CORPORATION.)  

Table.2  Equipment configurations 
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③バイオディーゼル燃料使用時における新長期規制適合車の 
排出ガス性能評価とアンケート調査による使用実態の把握 

 
環境研究領域   ※川野 大輔  水嶋 教文  石井 素 

 
 

１．はじめに 
近年のバイオ燃料に対する関心の高まりを背景と

して、バイオディーゼル燃料を製造・利用する事業者

が増加している。しかし、通常の軽油と燃料性状が異

なる上に、バイオディーゼル燃料の製造地域間でも燃

料性状が異なるため、車両の安全・環境性能の悪化を

引き起こすおそれがある。 
ここでは、各地域で製造・使用されている複数のバ

イオディーゼル燃料を新長期規制適合車で使用し、燃

料性状の違いが排出ガス性能に与える影響を調査す

るとともに、バイオディーゼル燃料の使用実態把握を

目的としたアンケート調査を行った結果を報告する。 
 
２．バイオディーゼル燃料使用時の排出ガス性能 

２．１．実験概要 
日本では、各地域で回収した廃食用油を原料として

バイオディーゼル燃料を製造・利用する地産地消の取

り組みが行われている。しかし、廃食用油の品質やバ

イオディーゼル燃料製造施設の違いにより、燃料性状

が製造地域間で異なるのが現状である。 
そこで本実験では、新長期規制適合車に各地域で製

造されたバイオディーゼル燃料を適用し、燃料性状の

差異が車両の排出ガス性能に及ぼす影響を調査した。 
２．２．実験装置および方法 
本試験で使用した車両の諸元を表 1に示す。本車両
は、排出ガスの後処理装置として酸化触媒（DOC）
とディーゼルパティキュレートフィルタ（DPF）が装
着された塵芥車である。 
試験燃料の性状を表 2に示す。本実験では、北海道、
関西地方、九州地方の比較的大規模な製造施設で製造

された 3 種のバイオディーゼル燃料を用いた。さら
に、比較対象として従来の軽油も用い、JE05モード
による排出ガス測定試験を行った。 
２．３．実験結果 

NOx 排出量の測定結果を図 1に示す。いずれのバ
イオディーゼル燃料においても軽油に対して約 3 割
程度増加し、新長期規制値（平均値）を超える結果と 

なった。これは、バイオディーゼル燃料の使用により

燃焼特性が変化するため、特に加減速時において

NOx 排出濃度が増加したことが原因であるものと考
えられる。ただし、これはEGR率の増加のみで十分
改善できる程度であり、加えて製造地域の違いによる

影響は明確に表れなかった。 
なお、PM、CO、およびNMHCに関しては、DPF
やDOCで十分低減されるため、どの燃料を用いても
極めて低い排出量であった。したがって、バイオディ

ーゼル燃料使用時には軽油と比較してNOx排出量の
み若干増加し、バイオディーゼル燃料の性状の地域差

による影響は少ないことがわかった。 
表 1 車両諸元 

車両タイプ 塵芥車 
車両型式 PDG-FE73D 
最大積載量 2,000 kg 
車両総重量 6,435 kg 
エンジン型式 4M50 (T4) 
総排気量 4,899 cm3 
最大出力 150 kW 
最大トルク 441 Nm 
変速機 4速 AT 
後処理装置 DOC, DPF 
排出ガス規制 新長期規制 (2005) 

表 2 燃料性状 
 軽油 BDF_A BDF_B BDF_C 

密度(15 ℃) g/cm3 0.8275 0.8843 0.8849 0.8844 

動粘度 mm2/s 
3.777 
(30 ℃) 

4.534 
(40 ℃) 

4.689 
(40 ℃) 

4.460 
(40 ℃) 

引火点 ℃ 66.0 168.0 115.0 126.0 
セタン価 57.2 52.4 52.6 52.5 

蒸留性状 
℃ 

IP 170.0 255.0 285.5 272.5 
50 % 282.5 352.0 352.5 351.5 
EP 354.0 － － － 

CHO 
wt.% 

C 85.9 77.0 76.8 76.8 

H 13.9 12.2 12.2 12.1 

O 0.2 10.8 11.0 11.1 
低位発熱量 kJ/kg 42850 37170 37000 36900 
流動点 ℃ -22.5 -12.5 -15.0 -5.0 
硫黄分 ppm 4.76 2.0 3.3 1.3 
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図 1 NOx排出量（JE05モード） 
 

３．バイオディーゼル燃料の使用実態 
３．１．調査概要 
バイオディーゼル燃料に関するアンケート調査は

行われているものの、調査対象が極めて少ないことか

ら、使用実態を十分に把握できているとは言えない。 
そこで、自動車検査証備考欄に「廃食用油燃料併用」

等が記載された車両の使用者（4,651件）全員に対し、
バイオディーゼル燃料の使用等に関するアンケート

調査用紙を郵送し、使用実態調査を実施した。 
３．２．アンケート調査結果 
バイオディーゼル燃料を使用する際の軽油との混

合割合に関する調査結果を図 2に示す。「バイオディ
ーゼル燃料 100%（軽油への混合なし）」が、現在バ
イオディーゼル燃料を使用している887件のうち821
件で 9割近くを占めており、軽油と混合して利用して
いる例は極めて少ない。 
バイオディーゼル燃料を使用した際の車両の不具

合発生状況に関する調査結果を図 3に示す。「燃料フ
ィルタの目詰まり」が 406 件の約 25%と最も多く、
それ以外ではエンジン出力や始動性の低下が目立つ。

エンジン出力や始動性の低下、エンジン回転不安定の

原因は、主に燃料フィルタや燃料噴射ポンプの目詰ま

りと考えられることから、不具合のほとんどがバイオ

ディーゼル燃料の低い低温流動性や、残留グリセリン

や反応触媒等の不純物の混入による燃料噴射系の不

具合であることがわかる。 
 

４．まとめ 
製造地域の異なる複数のバイオディーゼル燃料を

用いて新長期規制適合車の排出ガス性能を調査した

結果、いずれのバイオディーゼル燃料でも軽油に比べ 

図 2 軽油との混合割合 

図 3 車両の不具合発生状況 
 
てNOx排出量が増加するが、いずれの排出ガス成分
においても、バイオディーゼル燃料の違いによる影響

は見られなかった。 
バイオディーゼル燃料の使用実態把握を目的とし

たアンケート調査を行った結果、使用者のほとんどが

軽油に混合しないままバイオディーゼル燃料を使用

していた。それ故、特に燃料噴射系の不具合が多数発

生していることがわかった。 
なお本調査は、平成 21年度の国土交通省受託事業

「新燃料の安全性・低公害性評価事業」で行われた。 
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④バイオディーゼル燃料の尿素ＳＣＲシステムへの 

適用性に関する研究 
 

環境研究領域   ※水嶋 教文  川野 大輔  鈴木 央一  石井 素  後藤 雄一 
 

１．は じ め に 
地球温暖化防止、資源の有効利用および地域の活性

化といった観点から、バイオディーゼル燃料(BDF)が
一部で普及している。特に我が国では、改正揮発油品

確法(平成 21年 2月施行)により軽油への BDF混合割
合が 5%以下に規制されているが、税制上の理由から
軽油と混合せずに使用されている例が多い。本研究で

は、ポスト新長期排出ガス規制の施行に伴い、多くの

重量車に搭載されると予想される尿素 SCR システム
を搭載したエンジンシステムに対して、BDFを使用し
た際の排出ガス特性を把握することを目的としてエ

ンジン台上試験を実施し、その適用性を検討した。 
２．実 験 方 法 

２．１．実験装置および方法 

本研究で使用したエンジン、後処理装置および排出

ガス分析計の構成を図 1に示す。また、エンジン諸元
を表 1に、後処理装置の諸元を表 2に示す。供試エン
ジンには総排気量 4009 cm3、新短期('03)排出ガス規制
適合で連続再生式 DPF を装着した重量車用ディーゼ
ルエンジンを用い、尿素 SCRシステムによりNOx排
出を JE05 モードで 0.85 g/kWh(軽油運転時)としてい
る。SCR触媒にはゼオライト系のものを用い、触媒付
DPFの上流に酸化触媒DOC(pre)を、SCRの下流にNH3

スリップを防止するための DOC(post)を配置してい
る。 
評価は、エンジン台上試験装置において重量車排出

ガス試験モードの JE05 モード排出ガス試験を実施す
ることで行った。排気管各位置における排出ガスの計

測には、図 1に示した堀場製作所製MEXAシリーズ
を用いた。 
２．２．供試燃料 

 本試験では、廃食用油を原料として製造されたBDF
と軽油を用い、これらを混合したB0 (軽油のみ)、B20 
(BDF20%混合)、B100 (BDFのみ)燃料を使用すること
で、高濃度のBDFを使用した際における尿素 SCRの
NOx浄化特性に及ぼす影響を評価した。供試燃料の燃
料性状を表 3に示す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Engine type Water cooled, In-line 4 cylinder, 
4-stroke cycle 

Intake system Turbocharged with intercooler 

Fuel supply system DI Common-rail (Max.: 160 MPa) 
( 0.16 mm x 6 holes) 

Displacement cm3 4009 
Compression ratio 18.0 
Bore x Stroke mm 104 x 118 

Max. power kW/rpm 110/3000 
Max. torque Nm/rpm 392/1600 
Urea water injection  0.42 mm x 1 hole (Max.: 10 MPa) 

 

 DOC 
(pre) 

Catalyzed 
DPF SCR DOC 

(post) 
Substrate volume L 2.2 5.8 4.3 2.2 
Diameter mm (inch) 191 (7.5) 
Length mm (inch) 76 (3) 203 (8) 152 (6) 76 (3) 
Cell density cpsi*1 300 260 400 400 
Wall thick. mil*2 8 12 6 6 
Supported Pt g/L 3.0 0.5 0 0.5 

 
Fuel seed Diesel fuel BDF 

Density (15 deg.C) g/cm3 0.8260 0.8852 
Kinematic viscosity mm2/s 2.458 (30 deg.C) 4.540 (40 deg.C) 

Flash point deg.C 70.5 180.5 
Cetane number 54.5 62.0 

Distillation temp. 
deg.C 

IBP 179.5 284.0 
10% 212.5 354.5 
50% 258.0 356.0 
90% 321.0 361.5 
EP 348.0 398.5 

CHO wt.% 
C 86.3 77.0 
H 13.6 12.0 
O < 0.1 10.5 

Pour point deg.C -15.0 -2.5 
Sulfur content ppm 5 3 

Common-rail
fuel injection system

or (NOx, NH3)
MEXA-4000FT x 2

EGR 
cooler

Intercooler

Catalyzed DPF

Urea solution 
injection

DOC
(pre)

ExhaustSCR
DOC
(post)

EGR valve

MEXA-1170NX
MEXA-7100DEGR

(NO, NO2, NH3, N2O)(NOx etc.)
(NO, NO2)

Turbo charger

Intake

Flow 
meter

Surge 
tank

表 1 供試エンジン諸元 

表 2 後処理装置諸元 

表 3 試験燃料性状 

図 1 実験装置概略 
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３．実験結果および考察 
３．１．ＪＥ０５モード排出ガス試験結果 

 本供試エンジンシステムに BDF を適用した際の
NOx 排出特性を把握するため、JE05 モード排出ガス
試験を実施した。図 2に、BDF混合割合に対する JE05
モード走行時におけるNOx排出率を示すが、BDFの
混合割合を増加することで NOx 排出率が増大し、
B100 運転においては新長期排出ガス規制値 (2.0 
g/kWh)を超える結果となった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３．２．ＮＯｘ排出量の増大要因に関する考察 

 上記の原因を明らかにするため、排気管各位置で計

測した排出ガス濃度を詳細に解析した。SCR入口およ
びテールパイプで計測した NOx 排出率、および両者
から算出した平均NOx浄化率を図 3に示す。SCR入
口における NOx排出率は、BDF混合割合の増加に伴
い増大する傾向にある。SCR入口におけるNOx排出 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
量はほぼエンジンアウトの NOx 排出量と同等と考え
てよいため、エンジンアウトでの NOx 排出量の増大
が、前記の NOx 排出量増大要因の一つといえる。一
方、B0では尿素 SCRによる NOx浄化率が 76%とな
ったが、BDF混合割合の増加に伴いNOx浄化率は悪
化し、B100では 47%にまで低下した。このNOx浄化
率の低下は、エンジンアウト NOx の増加以上の排出
量増大の要因といえる。 
 NOx 浄化率が悪化している運転状態を確認するた
め、B100および B0使用時の JE05モード試験におけ
る SCR入口とテールパイプでのNOx排出時間履歴、
および SCR における NOx 浄化率を図 4 に示す。B0
運転においては、加速時およびアイドル運転中で高い

NOx 浄化率を維持できている。しかしながら、B100
運転においては加速時に急激な NOx 浄化率の低下を
引き起こし、これに伴いテールパイプにおける NOx
排出量が増大する結果となった。 
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図 2 JE05モードにおけるNOx排出率 

図 3 SCR触媒におけるNOx浄化率 
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尿素 SCR システムにおいては複数存在する反応プ
ロセスのうち、触媒温度が 200 deg.C程度以下では、 
 
 
で示される反応式により NOx が還元される。このた
め、NO2/NOx = 0.5に近づけることがNOx浄化率向上
に有効である。過渡運転では、モード平均で 0.5±0.1
にすることで高い NOx 浄化率を得られる。これは、
アイドル時における高濃度の NO2により SCR触媒上
に NH4NO3 が生成および蓄積され、蓄積された

NH4NO3 と加速時に生成される NO が反応すること
で、加速時の NO2不足を補い NOx浄化率を高められ
るためである。そこで、B100およびB0両燃料に対し
て、SCR 入口における NO、NO2 排出濃度、および

NO2/NOx 比を図 5 にて比較した。この結果、加速時
において、B0運転時ではNO2/NOx = 0.5 (50%)に近く、
多少 NO2が少ない場合であっても前後のアイドルで

高い NO2 排出が見られることから、モード平均で

NO2/NOx = 0.5が維持されている。これに対してB100
運転では、加速時のNO2/NOx比が0.1(10%)～0.2 (20%)
程度まで低下するとともに、アイドル時のNO2濃度お

よびNO2/NOx比も大きく低下することから、NOx浄
化性能が大きく低下したと見られる。図 6には、JE05
モード平均NO2/NOx比に対するNOx浄化率と、今回
の実験で得られたB100およびB20使用時の JE05モ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ード平均NO2/NOx比に対するNOx浄化率を示す。こ
の結果、NO2/NOx < 0.4においては急激にNOx浄化率
が低下する。B20およびB100においては、BDF混合
割合の増大に伴いNO2/NOx比が低下し、NOx浄化率
が低下している。このため、BDF使用時におけるNOx
浄化率低下の要因は、NO2/NOx 比の低下によるもの
であると推察される。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３．３．ＮＯ２／ＮＯｘ比の低下要因に関する考察 

 NO2/NOx比の低下要因は 1) NOx濃度の増加、およ
び 2) NO2濃度の低下、の二つが考えられる。BDFを
使用するとエンジンアウトでの NOx 排出量が増大す
ることが既に報告されているため、1) に関しては想
定される結果である。そこで、2) に関してその要因
を詳細に検討した。 
 SCR 入口における NO2濃度の低下は、エンジンア
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図 5 JE05モードにおける SCR触媒入口でのNOおよびNO2排出濃度と NO2/NOx比 
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ウト NO2の低下、または DOC(pre)における NOの酸
化力の低下が原因であると考えられる。そこで、定常

試験にて B100 および B0 運転時のエンジンアウト
NO2濃度および NO2/NOx 比を比較した。結果を図 7
に示す。本結果より、B100 運転時ではエンジンアウ
トNO排出量がB0運転時と比較して1～2割程度増大
しているにも関わらず NO2排出量は低下しており、7
～10ppm程度低い値を示している。これにより、B100
ではB0に対してエンジンアウトでのNO2/NOx比が低
下する結果となった。このことから、エンジンアウト

NO2濃度の低下は、SCR 入口における NO2濃度低下

の一要因であると示唆される。 
 しかし、上述したエンジンアウトNO2濃度の低下の

みでは、SCR 入口における NO2濃度の低下を説明で

きない。このため、DOC(pre)のNO酸化力の低下がも
う一つの要因として考えられる。DOC(pre)のNO酸化
力は、主に DOC(pre)に流入する排気温度および流量
により左右される。そこで、図 8にてB100、B0運転 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

時の DOC(pre)入口での排気流量と排気温度を比較し
た。この結果、排気流量は両者でほぼ一致し、燃料違

いによる排気流量への影響は現れなかった。一方で、

排気温度に関しては B100運転時の方が僅かに低い結
果となった。JE05モードにおける DOC(pre)入口にお
ける平均排気温度は約 170 deg.Cであり、このような
温度域においては DOC(pre)の酸化力は温度に極めて
依存するため、排気温度の低下も SCR 入口における
NO2 濃度の低下の一要因であると考えられる。その

他、B100 運転時に排出される SOF による DOC(pre)
の被毒等も考えられるが、これについては今後の更な

る検討が必要である。 
４．ま と め 

尿素 SCR システムを搭載したエンジンシステムに
BDFを使用した場合、SCR 触媒のNOx浄化率が悪化
する。これにより、JE05モード走行時のNOx排出量
は軽油運転時と比較して著しく増大し、新長期排出ガ

ス規制値を超える結果となった。これを対策するため

には、SCR触媒入口のNO2/NOx比をモード平均で 0.5
程度まで増大させることが課題である。具体的な方策

の一例としては、燃料噴射時期・圧力等のエンジン燃

焼制御の適正化による排気温度上昇や、DOC(pre)の強
酸化力化等が挙げられ、これによるNOのNO2への酸

化力向上が SCR触媒のNOx浄化率向上にとって有効
であると考えられる。 
また、今後は従来のBDF(脂肪酸メチルエステル)の
みならず、HVO(Hydorotreated Vegetable Oil、水素化バ
イオ軽油)や BTL (Biomass to Liquid、FT合成軽油)を含
めたあらゆるバイオマス燃料に対して、ディーゼル車

への適用性を見極める必要がある。 
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⑤合成軽油（FTD)自動車の開発試作・実用化 
－実用性と水素化バイオ燃料(HVO)との混合燃料のポテンシャル－ 

 
環境研究領域 ※石井 素、川野 大輔、鈴木 央一 
トヨタ自動車 北野 康司、日野自動車 内田 登、昭和シェル石油 岡部 伸宏 
国土交通省自動車交通局 高木 恒輝、東京都環境局 末藤 祐二 

 
 

１．はじめに 
平成 22年 7月には環境省より答申が出され、自動
車からの排出ガスレベルを現行規制よりさらに一段

と厳しくする方針が示された(1)。一方、より一層の

CO2排出低減、石油依存度低減等への取り組みは、今

後はさらに重要度を増すことになるであろう。自動車

用代替燃料の一つとして、FT (Fischer - Tropsch) 合
成技術により合成ガスから液体燃料を生成する FTD 
(FT Diesel) 燃料については、供給体制さえ整えば現
状のインフラ等をそのまま利用できるため、実用性が

高い燃料として研究、開発等が行われてきた。この燃

料は、ゼロ硫黄分、低アロマ分、高セタン価であるこ

とからディーゼルエンジン用の軽油代替燃料として

排出ガス対策の面から優れた利点を有する(2)(3)。また、

石油代替燃料導入においてはWTW (Well To Whell) 
の観点でのCO2排出低減も必要な条件なので、FAME 
(Fatty Acid Methyl Ester、脂肪酸メチルエステル)に
代表されるバイオディーゼル燃料のようなバイオマ

ス由来の燃料も、特に欧米等を中心に導入が推進され

ている。近年では、バイオマス由来の代替燃料で FT
合成技術を用いたBTL (Biomass to Liquid) 燃料と
同様の燃料性状を有し、FAME と同様の植物油等を
原料とするHVO (Hydrotreated Vegetable Oil) 燃料 
(水素化バイオ燃料）が注目されている。 
国土交通省では、交通安全環境研究所を中心として

平成 17年度より次世代低公害車開発・実用化促進プ
ロジェクトを推進してきたが、その一環として、大型

のFTD自動車の研究開発及び実証を進め、FTD燃料
の特徴を最大限に引き出すことのできるエンジンシ

ステムの構築、軽油仕様そのままの既存車両で FTD
燃料を使用した場合の影響調査を進めてきた(2)(3)。本

プロジェクトを通じて、将来の FTD燃料利用の方向
性を示すことで、今後の普及促進がより確実になるも

のと考える。本報においては、プロジェクトで行った

実証試験の概要について報告する。さらに、低公害性

とWTWでの CO2排出低減を両立させる観点から、

平成22年度においてはHVO燃料を混合したFTD燃
料についても試験を開始したのでそれらの実証試験

の概要について述べる。 
２．概 要 

 本プロジェクトにおいては、FTD 専用の試作車両
の開発試作と、軽油仕様そのままの既存車両に FTD
燃料を適用した実証試験を実施することにより、FTD
燃料の実用化に向けた技術的知見を蓄積してきた。

FTD 燃料専用の試作車両の排出ガス性能等は昨年報
告した (3)。試作した専用車両での達成値を表 1に、排
出ガス試験結果を図 1に示す。ベースとなるエンジン
システムは、新長期排出ガス規制対応車両に搭載され

たシステムで、後処理装置として DPF (Diesel 
Particulate Filter) が採用されていた。試作した専用
車では、この他にNSR(NOX吸蔵還元)触媒を採用し、
FTD燃料のニート(100%)での使用を前提としてNOX 
還元時の燃料添加量及び時期等の最適化を行った。エ

ンジンについては、圧縮比、燃料噴射系、過給機等の

Table 1 試作車両達成値 

項 目 達成値(JE05シャシベース試験） 
NOX 0.47 g/kWh 
PM 0.01 g/kWh 以下 
CO2 ベース車両比約 5%減 
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Fig.1 試作車両排出ガス試験結果 
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仕様を最適化することにより、表 1のように排出ガス
の達成値は現行規制を十分にクリアしつつ、CO2も約

5%低減することができた。 
 以上のような FTD自動車の低公害、燃費向上の環
境性能向上のための技術的方向性を示す一方で、燃料

の実用性の課題を検証するために、公道での実証走行

についても実施した。 
 表 2は、試験に使用したFTD燃料、FTD燃料(80%)
と HVO 燃料 (20%)の混合の供試燃料（以下
「FTD-HVO 混合燃料」という。）性状を軽油との比
較で示したものである。供試燃料の性状については、

密度、セタン価などは JIS2号軽油と異なる。しかし
ながら、表 3に示した基準に掲げられている現行の軽
油の規格と比較すると、硫黄の質量比、セタン指数、

90％留出温度ともに満たしているので、両供試燃料と

も公道走行の際に、軽油の代替燃料として使用するこ

とには燃料規格上の問題はないことになる。 
３．実験概要及び結果と考察 

３．１．排出ガス試験 
 FTD 燃料を使用した走行試験については、これま
でも本プロジェクトにおいては、平成 19 年度に約 4
ヶ月の長期規制対応トラック 2 台による走行試験を
行った。この走行試験を通して、燃料供給系の部品材

料への FTD燃料影響の解析をしたが、影響はなかっ
た。しかしながら、実際に路上を走行している車両は、

春夏秋冬様々な気温等の条件下に曝される。これらの

影響について検証するために、東京都の協力を得て、

都バスの営業運行に供されているハイブリッドバス

車両による実証運行を行った。運行期間は、平成 21
年 2月から平成 22年 1月までの 1年間、都バス品川
自動車営業所管内の路線バスとして 2 台のハイブリ
ッドバスに FTD燃料を供給し営業運行を行った。燃
料の影響比較用に軽油燃料による営業走行車両も 2
台用意し、両者を比較することにより、車両の環境性

能の推移、燃料供給系の部品材料への影響の解析を行

った。さらに、これらの解析結果と実験室での単体試

験を比較することにより、両者の正確な相関を得るた

めの、単体試験の条件に関する情報が得られる。 
 表 4 に実証運行に供したハイブリッドバス車両の
主要諸元を示す。車両は、新長期規制対応で 2015年
度重量車燃費基準達成の車両である。 
図 2は、実証運行を通して軽油及び FTD燃料を使
用したときのシャシダイナモメータによるNOX 及び
CO2の測定結果である。試験モードは、東京都のNo.2, 
5, 8, 10モードで、これらは平均車速がそれぞれ 8.4, 
18.0, 28.5, 44.4 km/hの実走行モードである。東京都
のモードは、都内の実際の走行状況に即した形で排出

Table2 燃料性状の比較 

－77.973.7セタン価

FTD(GTL)100% FTD80%+HVO20% JIS2号

密度（＠15℃） g/cm3 0.776 0.776 0.830
動粘度（＠30℃） mm2/s 3.049 3.084 3.561
引火点 ºC 91.5 88.5 65.0
流動点 ºC -20 -25 -25
CFPP ºC -19 -19 -8
蒸留

IBP ºC 206.5 203.5 169.5
10% ºC 229.5 229.5 212.5
50% ºC 264.0 267.5 279.5
90% ºC 305.0 300.0 330.5
EP ºC 315.0 311.5 356.0

セタン指数 85.3 86.9 57.0
硫黄分 ppm <1 <1 7
芳香族分 vol% <1 <1 19.2

－77.973.7セタン価

FTD(GTL)100% FTD80%+HVO20% JIS2号

密度（＠15℃） g/cm3 0.776 0.776 0.830
動粘度（＠30℃） mm2/s 3.049 3.084 3.561
引火点 ºC 91.5 88.5 65.0
流動点 ºC -20 -25 -25
CFPP ºC -19 -19 -8
蒸留

IBP ºC 206.5 203.5 169.5
10% ºC 229.5 229.5 212.5
50% ºC 264.0 267.5 279.5
90% ºC 305.0 300.0 330.5
EP ºC 315.0 311.5 356.0

セタン指数 85.3 86.9 57.0
硫黄分 ppm <1 <1 7
芳香族分 vol% <1 <1 19.2  

 Table 3 軽油の規格 

基 準 
硫黄が質量比 0.001％以下 

セタン指数が 45以上 

90％留出温度が 360℃以下 

（以下バイオディーゼル燃料関連の項目は省略） 

 
Table 4  実証運行車両の諸元 

車型 BJG-HU8J

乗車人員　； 70 名

車両総重量　；　 15230 kg

全高　； 3.28 m

全幅　； 2.49 m

全長 10.525 m

ギア 5 速

アイドリング 550 rpm

最高出力 177/2500 kW/rpm

最大トルク 834/1200 Nm/rpm  
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Fig.2 実証運行車両の排出ガス特性 
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ガス測定を行うため、都内における走行状態調査に基

づき作成されたので、渋滞からスムーズな流れまで、

平均車速別に 12種類の走行パターンが存在する。モ
ード番号が小さいほどモードの平均車速が低くなっ

ている。試験車両は、アイドリングストップ機能が装

備されているが、排出ガス試験はアイドリングストッ

プ機能を停止して行った。試験においては、試験開始

前の SOC (State of Charge、バッテリー充電状態)を
同一条件として、試験終了後にも SOCを比較したが、
両者の SOC はほとんど違いがなく FTD 燃料におい
てもハイブリッドシステムの運転領域が変化しない

ことを確認した。NOXについては平均車速の低いモー

ドでFTD燃料の方が低くなる傾向となった。これは、
着火遅れが短縮される影響等からと推測される。過去

に報告した既存車両（新長期規制対応トラック）の

JE05モードシャシベース試験、エンジンベース定常
条件の低負荷における排出ガス試験の傾向と同様で

ある(2)(3)。これらの試験においては、CO2については、

FTD 燃料でもほぼ同等と見なすことができる。CO2

については、H/C が FTD燃料(2.15)と軽油(1.9)と異
なることから 4%程度の改善が予測されたが、軽油よ
り悪化はしていないものの燃料の違いは小さく、詳細

な要因は不明だが、１年間の実証運行を通してこの傾

向は変わらなかった。また、FTD 燃料を使用した車
両の排出ガスが軽油を使用したものより悪化するこ

とはなかった。 
３．２．材料適合性試験 
本プロジェクトにおいては、燃料の違いによる材料

適合性試験も行ってきたが、これらにおいて NBR
（Nitrile butadiene rubber、ニトリルゴム）製のホー
スの内表面固さについては、軽油が軟化するのに対し

て FTD 燃料では硬化する僅かな傾向差が観察され
た。今回の供試車両の燃料ホースは、燃料に曝される

燃料ホースの内側がNBR製である。この傾向差につ
いて、１年間の実証運行における影響を調査した。図

3に実車と単体試験における燃料ホースの切断時伸び
変化率試験結果について示した。 
この単体試験は、燃料噴射圧力の高圧化で上昇する

リターン燃料温度を考慮した加速試験を実施する目

的で、100℃まで加熱した燃料を循環して行った。循
環時間は合計 50～250 時間で変化させた。切断時伸
び変化率は、実車 6ヶ月（約 17000km）と単体試験
75～100時間程度、実車 12ヶ月（約 33000km）と単

体試験 150 時間程度とが同程度のレベルであること
がわかる。しかしながら、今回の実車及び単体試験で

は FTD燃料と軽油ともに伸び率の低下傾向が続いて
いる状況である。燃料の影響差異を見極めるために

は、さらに長時間燃料循環試験が必要と考えられる。 
３．３．実証運行（FTD-HVO混合燃料） 
前述の通り FTD燃料の低公害性は優れているが、

WTWのCO2排出を考えると、必ずしも現状の軽油よ

り優れているとはいえない(4)。HVO 燃料は、FAME
と同様に植物油等を原料とするが、これに水素化処理

を施した燃料で、FTD 燃料と類似の性状、特徴を有
するものであり、表 2のFTD燃料とFTD-HVO混合
燃料の性状の比較からも明らかである。しかしなが

ら、化学的な組成等が異なるため、長期間車両で使用

した場合の、信頼性確認のため燃料供給系材料への影

響解析が必要である。そこで、平成 22年度は、東京
都の協力により FTD-HVO 混合燃料を使用した実証
運行を行うこととした。FTD-HVO混合燃料で走行す
るハイブリッドバス車両は 1台とし、燃料系材料等を
比較する車両として軽油で走行する同一仕様の車両

を 2台用意した。実証運行車両の外観を図 4に示す。
車両の諸元は表 4に示したとおりであり、平成 21度
に行った実証運行車両と同一である。平成 22年 7月
～12 月の間、都バス小滝橋自動車営業所管内の営業
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Fig.3 燃料ホース部品の切断時伸び変化率 
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路線を運行中である。 
さらに、FTD-HVO混合燃料の実用性検証を確実な
ものにするため、平成 22年 7月より約 2ヶ月間、都
バス品川自動車営業所港南支所の 36台の車両による
実証運行を実施した。車両の排出ガスは、長期規制、

新短期規制、新長期規制の様々な排出ガス規制に対応

している。図 5に実証運行に先立ち行った排出ガス試
験結果を示す。試験車両は港南支所で車両数の最も多

い長期規制対応車両で、JE05モードシャシベース試
験を行い、軽油使用時の各規制成分の排出率(g/kWh)
との相対値により FTD-HVO混合燃料使用時のNOX

及びPMの排出率を示した。長期規制対応車両におい
ても、FTD-HVO混合燃料使用時の排出ガスの傾向は
新長期規制対応車両と同様であるが、後処理システム

にDPFは装着されてなく、FTD燃料のすすの排出が
軽油に比べて低いという長所がそのまま排出ガスに

低減に影響し、PM排出率がこの混合燃料を使用する
ことにより約 4割減少した。 
図 6 にはシャシベース試験による CO2計測値を用

いたWTWのGHG(Green House Gas)試算結果を示
す。試算の際の条件は下記の通りである。 

(i) 車両は長期規制車両（バス） 
(ii) 試験方法はシャシベースでの JE05モード試験 
(iii)TTW(Tank to Wheel)のCO2排出量は(i)、(ii)に
よる測定値 

(iv) 軽油使用時のWTW の CO2排出量を 1.0とし
た相対比較 

(v) HVO の WTT(Wheel to Tank) CO2 排出は

FAMEと同一と仮定 
(vi) WTTのCO2については、文献(4)で算出された
原料を天然ガスとするFTD燃料のデータを引用 

(vii) HVO燃料(100%)及びFTD燃料(100%)使用時
の TTW の CO2排出量は未計測のため、FTD-HVO
混合燃料の場合と同一と仮定 

FTD の WTT CO2排出量は軽油よりも多いことか

ら、FTD燃料(100%)では、WTWの GHG排出は軽
油に比較して増加するが、HVO燃料 20%を混合する
ことにより軽油より抑制できることがわかる。 

４．まとめ 
FTD 燃料の低公害性を積極的に利用した専用車両
を試作し、その優位性を明らかにするとともに、燃料

の実用性を検証するために 1 年間の実証運行を行っ
た。実証運行では特に大きな問題は生じず、燃料の実

用性は検証されつつあるといってよい。FTD 燃料の
WTTのCO2排出が軽油に比較して大きいというデメ

リットは、HVO 燃料と併用することにより、軽油以
下に抑制するポテンシャルを有する。今後は FTD 
-HVO混合燃料を使用した実証試験を継続し、低公害
性と CO2排出抑制を両立した軽油代替燃料の実用性

を検証し、信頼性を高めるデータを蓄積する予定であ

り、結果については今後報告する予定である。 
参考文献 

(1) 環境省,「今後の自動車排出ガス低減対策のあり方
について（第十次答申）」,2010年 7月． (2) 阪田他、
自動車技術会論文集, Vol.40 No.1, p21-26, 2009年 1
月．(3) 石井他、交通研フォーラム 2009 講演概要, 
p67-70．(4) トヨタ自動車(株)、みずほ情報総研(株)
「輸送用燃料のWell-to-Wheel 評価」, 2004年 11 月． 

 
Fig.4 実証運行車両外観 
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Fig.5 FTD-HVO混合燃料使用時の排出ガス試験結果 
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⑥スーパークリーンディーゼル（SCD）エンジンにおける新展開 

 
 

環境研究領域   ※鈴木 央一  石井  素  川野 大輔 
     青柳 友三（新エィシーイー） 

 
 

１．は じ め に 
スーパークリーンディーゼルエンジン（以下、

「SCDエンジン」という）は、自動車物流の根幹をな
す大型ディーゼルエンジンの抜本的な改善を図るた

め、国土交通省が交通安全環境研究所を中核として実

施している「次世代低公害車普及開発促進プロジェク

ト」の一環として、平成 14年度より研究開発を実施
している。プロジェクトを開始した平成 14年は東京
都の自動車排出ガス測定局（自排局）で浮遊粒子状物

質（SPM）の環境基準達成率がゼロとなるなど、有
害排出ガスの抑制が最重要課題であった。それに対

し、最大 4気圧以上の過給が可能な高性能ターボチャ
ージャと、高性能クーラを配置した多量のEGR等の
燃焼制御に加え、高性能後処理装置およびそれらの統

合制御の研究開発を実施した。その結果平成 19年度
末までに、平成 21年より実施されているポスト新長
期規制をクリアするだけでなく、最も困難な窒素酸化

物（NOx）排出について規制値の 1/3以下を達成した。
これは、2016 年以降に予定される排出ガス規制強化
（ポスト新長期挑戦目標）にも適合できる水準である。

このときの試験サイクル中排気 NOx 平均濃度は
5ppm 以下で、労働環境基準の一酸化窒素（NO）許
容平均濃度 25ppmより明らかに低く、テールパイプ
レベルでほぼ無害といえるものであり、有害排出ガス

対策については、究極といえる段階に到達したと考え

ている。 
現在では、上記東京都の自排局で SPM環境基準達
成率が 100％になる（H20,21年度。NO2は約 88％の
達成率）など、環境基準の達成率は大幅に向上してい

る一方で、地球温暖化問題や燃料価格高騰などによ

る、CO2および燃料消費率（燃費）改善の要求が急速

に高まっている。一般にNOx等の排出ガス抑止対策
は、燃費の悪化につながることが多く、排出ガス性能

と燃費の両立が、現在最も重要かつ困難な課題となっ

ている。その課題に対して、2段過給機や排熱回生シ
ステムの導入など、本プロジェクト始まって以来の大

幅なハードウェアの変更を行った。それにより平成

23年度までに平成 27年燃費基準+10％という挑戦的
な水準を、これまで得られた「無害な」排出ガス性能

を維持した上で達成することを目指して研究開発を

実施している。これら大幅な改良により新しいステー

ジへの展開を行っている SCDエンジンにおける、新
技術導入の意味や効果予測について述べる。 

 
２．SCDエンジンの基本性能と 

燃費向上に向けた課題 
表 1に SCDエンジンの諸元を、表 2に現在のプロ
ジェクト目標値を示す。NOx 排出目標について、い
わゆる挑戦目標値以下として 0.2g/kWh としている
が、環境省中央環境審議会第 10 次答申により 2016

表１ SCDエンジン諸元 

15.3→17.0圧縮比

298kW / 2,000rpm最高出力・回転数

項目 内 容

ボア×ストローク 122 mm × 150 mm
排気量 10, 520 cm3

バルブ形式 OHV＋可変バルブ機構

ピストン
材料 FCD
燃焼室形状 浅皿

15.3→17.0圧縮比

298kW / 2,000rpm最高出力・回転数

項目 内 容

ボア×ストローク 122 mm × 150 mm
排気量 10, 520 cm3

バルブ形式 OHV＋可変バルブ機構

ピストン
材料 FCD
燃焼室形状 浅皿

1.0スワール比

噴射装置
供給方式 コモンレール式

最大噴射圧力 220 →260MPa

排気後処理装置 DPF＋NOx吸蔵還元触媒
1.0スワール比

噴射装置
供給方式 コモンレール式

最大噴射圧力 220 →260MPa

排気後処理装置 DPF＋NOx吸蔵還元触媒  
 

表 2 プロジェクト目標値 
目標値 試験条件など

0.2 g/kWh JE05モード
(0.4 g/kWh) WHTCモード

PM 0.01 g/kWh

4.5 km/L
重量車燃費評価
法による

（参考：同クラスの燃費基準値　4.04km/L）

排出ガス
NOx

燃費目標　

対象
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年の排出ガス規制強化が数値も含めて示されたこと

をうけ、WHTC モードにてそれを満たすことも考慮
する予定である。SCD エンジンは、車両総重量

（GVW）25tクラスの大型トラック等を主対象とした
ものであり、298kW の最高出力は本クラスの最高水

準に近いもので、クリーンであるだけでなく、十分な

パワーも兼備している。GVW25t クラスのトラック
は、高速道路を中心に都市間長距離輸送に携わるもの

が多く、従来から最も燃費が重要視されるカテゴリー

である。そのため、燃費基準に対してさらに「上積み」

することは容易でなく、他のカテゴリーでは燃費基準

+5～10％を達成したものが存在するが、本カテゴリ
ーで現状（2010 年 9 月現在）最も優れたものでも
4.15km/L（基準値 4.04km/L）に止まる。年間走行距
離が 10万キロ以上となるものが少なくない本クラス
の車両における燃費向上は、マクロな CO2および物

流コスト削減に大きな効果を有するものであり、本プ

ロジェクトでは燃費基準+10％となる 4.5km/L を目
標とした。 

SCD エンジンにおいて、これまでも燃費向上につ
ながる方策を取り入れている。その一つが「ダウンサ

イジング」である。300kW 級の重量車用ディーゼル

エンジンでは、一般的に 13L 前後の排気量のものが
多いのに対し、SCD エンジンでは高過給により出力
確保が可能であると判断し、10.5Lとすることで低負
荷時のフリクション低減などを試みた。この手法は、

その後市販車用エンジンにも取り入れられ、現在では

9～11L のものも多く存在している。一方で、このよ
うな過給ダウンサイジング時は、エンジン全体の性能

に及ぼす、過給機の影響が大きくなる。 
図 1は、従来 SCDエンジン用過給機における、空
気流量と圧力比に対するコンプレッサ効率の等高線

マップを示したものである。図中には、代表的な運転

ポイントにおける使用領域をプロットしているが、

JE05モードを代表とする都市内走行時における空気
量、圧力比は概ね黄色で示される部分で、最大トルク

点などと比べると、いずれも大幅に低い。その結果、

以下の 2点で熱効率向上の阻害要因となっている。 
①グラフ中央付近のコンプレッサ効率の高いエリア

を活用できず、過給機で使用できるはずのエネルギ

ーを排気熱としてロスしている。 
②従来の過給機とエンジンの組合せでは都市内走行

時に圧力比 2以上を確保することは困難で、本エン

ジンの基本コンセプトである「高過給・多量EGR」
が限定的にしか行えない。さらに、この問題は、低

速エンジン回転数における高トルク化を不可能に

する原因にもなり、燃費に不利に働く。 
昨年度の報告で、GVW25t クラスの実車両に関す
る燃費動向を調査した結果、ダウンサイジングを取り

入れたものでかえって燃費が悪化する例があるとし

ているが、これは前記の課題が SCDエンジンに限ら
ず一般的に起こりうることを示唆している。したがっ

て、本課題に対するブレークスルーを提示すること

は、ダウンサイジングの長所を生かした総合熱効率向

上に大きく寄与するものである。 
 

３．主な新規導入技術 
課題への対処として、 
①2段シーケンシャル過給機 
②排熱回生システム 
の導入を行うとともに、さらなる燃焼改善を目的と

して、 
③超高圧コモンレール式燃料噴射システム 
を従来の燃料噴射系に置き換えることで、燃費基準

+10％という挑戦的な目標の達成を目指す。 
それらを導入したエンジンの状況を図 2に、エンジ
ンシステムの構成図を図 3に示す。以下、それらのデ
バイス導入の目的や効果予測などについて紹介する。 

 
3．1．2段シーケンシャル過給機 

2段過給機を導入する主な目的は、既述の都市内走
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図１ SCD エンジンで採用している過給機のコンプレ
ッサ効率マップおよび代表的運転条件における使用域 
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行など低速エンジン回転数での過給機効率および圧

力比向上である。図 1に黄色で示した領域、横軸に示
す空気量で5～9ｍ3で最高効率が得られる小型の過給

機を追加し、2段のシーケンシャル過給システムとし
た。いずれもタービンノズルを持つ可変容量型過給機

（VGT）で、大型エンジンでは世界で初めてである。
図 3に示すように、追加した過給機は従来の大型過給
機が加圧した後に直列的に配置されている。小型過給

機は、従来過給機の効率の上がらない低空気量領域で

効果的に過給圧力の向上に寄与するが、逆に空気量の

多い状態では流路抵抗となってしまうため、バイパス

弁により大型過給機から直接エンジンに導入できる

ように切り替える。このように運転条件により作動を

切り替えるシーケンシャル過給機とすることで、実走

行のあらゆる状況で、高い熱効率確保を狙ったもので

ある。 
試験中の結果の一例として、2段過給導入前後の最
大トルクを図 4に示す。1,000rpm以下で大幅なトル
ク向上を図ることができた。とりわけ、700rpmでは
従来の 850Nから 1500Nと飛躍的なトルクアップを
可能とした。この最大トルク向上の燃費への効果を把

握するため、シミュレーション燃費を算出した。その

結果、JE05モードで 0.5-1.0％の向上が得られた。こ
れは、従来得られている SCDエンジンの燃費マップ
に、最大トルクの変更のみを適用したものであり、実

際にはさらに過給効率の向上や空気量増加による改

善ポテンシャルを生かして燃費マップそのものを改

善していくこととなる。その効果と合わせて本要素で

5％以上の改善を目指して開発を進めている。 
 

3．2．排熱回生システム 
排熱回生は様々な手法がある。ランキンサイクルも

考慮しつつ、現実性等を踏まえ排熱回生タービンを用

いたターボコンパウンドを採用した。2段過給機導入
により、幅広い運転領域で過給機効率が高まり、排気

エネルギーは減る方向であるが、1,000～1,200rpmの
実用運転領域で負荷による差はあるものの 1～3％程
度の燃費改善効果が得られる試算を行っている。この

数値は必ずしも大きいとはいえないが、排気エネルギ

ーが増加する高速高負荷領域では効果が拡大し、最高

出力点では 10％以上の改善効果が見込める。乗用車
では一般に最高出力を使用することは極めて稀なの

に対し、GVW25tクラスのトラックが全積載時に 5％

の勾配を 80km/hで登坂する場合、300kW以上を必
要とする。この数値は、本クラスの平均的な最大出力

値を約 20kW上回る。したがって東名高速道路の走行
を仮定した場合、御殿場や牧ノ原の登坂路には 4％を
超える勾配が少なからず存在することから、毎日複数

回最高出力を使用する車両も多く存在するといえる。

また、登坂は短時間であっても、燃料消費は莫大で、

その部分で大幅な改善が可能であれば、全体への寄与

 
図２ SCDエンジン外観 

 
図３ SCDエンジンシステム構成図 
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図 4 2段過給機導入による最大トルク向上 
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も少なくないと期待される。これがただちに費用対効

果も含めて有効といえるかは明かでないが、先駆的な

技術について効果を定量的に示すことは、業界全体の

効率的発展に寄与しうるものと考えている。 
現在は、ターボコンパウンドはシステム単体での性

能試験等を実施しており、今年度末以降、SCD エン
ジンに組み込んで試験を実施していく予定である。 

 
3．3．超高圧（最大 260MPa）コモンレール式燃料
噴射システム 
これは、先の 2つの技術と異なり、従来に対して新
しい概念の導入となるものではなく、いっそうの燃料

噴霧の微粒化や混合促進を図り、これまで地道に継続

してきた燃焼改善について、より高い制御自由度をも

たらすものである。最大 260MPa のコモンレール圧
力は、現状世界トップレベルであるが、SCD エンジ
ンでは、従来より 200～220MPaのコモンレール圧力
で性能改善を図ってきており、圧力の上昇幅は必ずし

も大きなものでない。インジェクターのノズル噴孔が

同じ条件で燃料噴射圧力を上昇させると、噴射期間は

短縮する。これは一般にPM抑止に有利に働くが、短
時間に多くの燃料噴射を行うことは、高負荷では急速

燃焼による燃焼騒音や冷却損失の増加を招き、低負荷

では噴射量ばらつきが拡大しやすいなど、性能低下に

つながる。そこで噴射圧力を上昇させる場合には、イ

ンジェクターのノズル噴孔径を小さくすることを併

せて実施する。小径化もまた燃料噴霧の微粒化を促進

するものであることから、いずれか一方では小幅な変

化でも両者併せて、有効な改善をもたらすものと考え

られる。本噴射系を使用した燃料噴射制御の最適化に

加え、過給機やEGRとの再適合も含めて 3～5％程度
の燃費向上を見込んでいる。 

 
４．SCDエンジン研究の今後の方向 

環境一般にいわれるキーワードとして「人にやさし

い」「地球にやさしい」ことがしばしば取り上げられ

る。SCDエンジンでは無害といえるレベルを達成し、
燃費（CO2）も大幅に改善できる見込みで、それに応

えるものといえる。一方で、プロジェクトを開始して

以降 3 回に及ぶ排出ガス規制の強化が行われるなど
ディーゼルエンジンの進歩は顕著で、現在の 2009年
規制に適合したものでは、過給圧力などで SCDエン
ジンに比肩しうる状況にある。そこで、今回の改良で

は 2段過給機等の導入を行ったが、その先となるとエ
ンジンの改良のみでは、莫大なコストをかけても取り

分の少ない状況になりつつある。にもかかわらず、さ

らなる CO2低減は必須で、それに対するアプローチ

の一つとして燃料を含めたWTW（Well To Wheel）
の視点が重要と考えられる。そのためにはバイオ系の

再生可能エネルギーに由来する燃料の導入が必須と

なるが、供給量およびインフラ等を考慮すると軽油に

混合した形が普及への障害を最小限度にできる。燃料

性状としては、バイオマスなどから生成する合成軽油

が、技術的障害が少ない。合成軽油は、セタン価が高

いほか PM 生成につながる芳香族を含まない性状を

有することから、それらを生かした新たな燃焼制御法

などを研究開発していくことが重要性を増していく。

この研究開発は、再生可能エネルギーに由来する燃料

面の CO2低減とのシナジー効果を産み出すもので、

それぞれの CO2削減効果の合計にプラスアルファを

もたらすこと可能となる。それが、軽油の利便性を確

保しつつ大幅な CO2削減を加速する現実的でかつ効

果的な方法である。 
さらに先のポイントを挙げるとすれば、経済的な面

を含めて「負担を減らす」ことが鍵になると考えられ

る。2段過給機にせよ超高圧燃料噴射系にしろ、性能
向上へのポテンシャルを得たに過ぎず、それを生かす

ためには従来以上の試験、開発工数を必要とし、コス

トも上昇傾向にある。この先は、革新的技術の導入で

負担が減らせることが、将来を見据えた発展を可能と

するものであり、今後検討を行っていく。 
 

５．ま と め 
スーパークリーンディーゼル（SCD）エンジンでは、
平成 19年度までに「無害」といえる排出ガス性能を
達成し、現在は燃費および CO2削減に向けた研究開

発を行っている。とりわけ、前年度より従来にない大

幅な改造を行い、主な要素として 
①2段シーケンシャル過給機 
②排熱回生システム 
③超高圧コモンレール式燃料噴射システム 
を導入した。現在は、燃費基準+10％となる 4.5km/L
を目標とした各種適合作業などを行っており、平成

23 年度の目標値達成を目指して研究開発を継続して
いているところである。 
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⑦大型天然ガストラックの実証運行試験の成果と普及への課題 

 
環境研究領域   ※後藤 雄一 
日本ガス協会   杉本 秀夫  佐藤 裕人  小森 誠 

 
１．は じ め に 

天然ガスは，ＰＭを排出しないクリーンな燃料であると

ともに世界各地で豊富に採れることからエネルギー安全

保障の観点からも優れる．天然ガス自動車は，低公害車

および石油代替燃料車として広く社会に受け入れられて

おり，国内では既に 3 万台以上が普及している．このう

ち，トラックやバス等のディーゼル代替車はおよそ半数を

占めている． 

ディーゼル代替の天然ガストラックは，小型トラックを中

心に，大型トラックまでが商品化されている。大型トラック

の用途は高速・長距離輸送が主であることから，より高出

力で航続距離の長い天然ガストラックの必要性から、高

出力の GVW20 トン超クラスの大型天然ガストラックを開

発することは喫緊の課題である。 

そこで，「次世代低公害者開発・実用化促進事業」の中

で新たに開発した圧縮天然ガス（CNG）大型トラックを貨

物運送事業に用いた実証走行試験を実施し，実用性や

普及可能性を探ってきた。試験走行を含め延べ約 30 万

km に及ぶ走行試験の結果、排出ガス性能、燃費性能に

加えて耐久性等の面で留意すべき点などが得られたの

でその成果について述べる。また、航続距離の課題を解

決する液化天然ガス（LNG）トラックにより一充填で

1000km を超える長距離走行について示すとともに、これ

ら大型天然ガストラックを普及するに当たってのシナリオ

と今後の課題について明らかにする。 

２．大型天然ガス自動車の開発・実用化の経緯 
 図１に開発したCNG自動車とLNG自動車の開発目
標、達成値、車両諸元を示す。開発目標を達成し、実

用性の高い車両を開発できたことから、実際の実用性

を確認することが必要である。図２に大型天然ガス自

動車の開発・実用化の経緯を示す。CNG 自動車は平
成 14年度から、LNG自動車は平成 17年度から開発
を進め、いずれも試験車両としての開発目標を達成し

公道走行試験を実施して、公道を走行する点で問題が

  

CNG TruckCNG Truck

CNG Truck Specifications 

873L(175m3)燃料タンク

H17.11(新長期規制)初年度登録

7MT変速機

CNG燃料

GE13(ﾀｰﾎﾞ)原動機型式

KL-CD48L改型式

13.07総排気量(L)

24,920車両総重量(kg)

W2,500×H3,800×L11,990車両寸法(mm)

11,410車両重量(kg)

13,400最大積載量(kg)

キャブオーバー本体型式

大型CNG

873L(175m3)燃料タンク

H17.11(新長期規制)初年度登録

7MT変速機

CNG燃料

GE13(ﾀｰﾎﾞ)原動機型式

KL-CD48L改型式

13.07総排気量(L)

24,920車両総重量(kg)

W2,500×H3,800×L11,990車両寸法(mm)

11,410車両重量(kg)

13,400最大積載量(kg)

キャブオーバー本体型式

大型CNG

CNG Truck Specifications 

873L(175m3)燃料タンク

H17.11(新長期規制)初年度登録

7MT変速機

CNG燃料

GE13(ﾀｰﾎﾞ)原動機型式

KL-CD48L改型式

13.07総排気量(L)

24,920車両総重量(kg)

W2,500×H3,800×L11,990車両寸法(mm)

11,410車両重量(kg)

13,400最大積載量(kg)

キャブオーバー本体型式

大型CNG

873L(175m3)燃料タンク

H17.11(新長期規制)初年度登録

7MT変速機

CNG燃料

GE13(ﾀｰﾎﾞ)原動機型式

KL-CD48L改型式

13.07総排気量(L)

24,920車両総重量(kg)

W2,500×H3,800×L11,990車両寸法(mm)

11,410車両重量(kg)

13,400最大積載量(kg)

キャブオーバー本体型式

大型CNG

目標：
排出ガス：ＮＯｘ 新長期排出ガス規制値（2g/kWh)の１/10以下

ＰＭ 新長期排出ガス規制値(0.027g/kWh)の１/10以下
燃費目標：CO2排出率でディーゼルエンジン以下

達成値： （JE05モードエンジンベンチ試験にて）
排出ガス ＮＯｘ 0.161 g/kWh

ＰＭ 0.002g/kWh
燃費目標 CO2排出率で693g/kWh

達成項目：
LNGトラックは一充填で1000km以上の公道走行試験達成
実走行実験による実用化課題の抽出、普及シナリオの作成等
技術基準案（構造基準案）の策定等
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図１ CNG/LNG自動車の開発目標値、達成値、車両諸元 
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無いことを確認した。その成果として、CNG 自動車
は、平成 19 年度から運送事業者による実使用条件で
の実証走行試験を平成 21年度まで実施した。LNG自
動車は平成 21年度まで公道走行試験を実施した。 

３．実証走行試験の成果 
CNG 自動車では、図３に示す約 600ｋｍ弱の東京－

大阪間を、運送事業者に協力頂き営業走行を平成 19

年10月22日～平成21年11月6日に渡って実施した。

開発試作した車両の延べ走行距離は実証走行試験で

23万 km、延べ 30万ｋｍに達し、専任ドライバーによ

り延べ約 180 往復を走行した。貨物積載状態は 15.5

～25ｔの範囲である。途中無充填で走行可能であるこ

とを実証した。 

図４に走行距離と燃料充填量、走行燃料費を示す。営

 

  
関西⇔関東

東名～名神

６００km弱

大阪

東京

浦安ES

海老名ES

東大阪ES

(株)エコトラック本社：
大阪府門真市

関西⇔関東

東名～名神

６００km弱

大阪

東京

関西⇔関東

東名～名神

６００km弱

大阪

東京

浦安ES

海老名ES

東大阪ES

(株)エコトラック本社：
大阪府門真市

図３ CNG自動車実証走行試験区間 

営業公道走行試験開始営業公道走行試験開始

※プロットは月平均値。※コスト(円/km)=燃料費(円/Nm3)×燃費
(km/Nm3)

営業公道走行試験開始営業公道走行試験開始

※プロットは月平均値。※コスト(円/km)=燃料費(円/Nm3)×燃費
(km/Nm3)

図４ 走行距離、燃料充填量及び走行燃料費 
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図２ 天然ガス自動車の開発・実用化の経緯と成果 
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業公道走行の平均燃費は 3.34km/Nm3で図中の直線の

傾きで表される。試験走行から実証走行試験までの燃

費は傾き一定から大きくは変わっていないことを示

す。走行燃料費は燃料価格の変動の影響はあるものの

23～33円/kmの範囲である。 

 図５に実証走行中の CNG自動車の走行毎の燃費と
イベントを示す。協力して頂いた運送事業者へのヒア

リングにより充填時のタンク温度上昇による充填量

減少の対策として追い充填が有効であることが明ら

かになった。前半は定積載相当、後半は半積載相当で

あり、赤横線と青横線でノーマル、スタッドレスタイ

ヤによる平均燃費である。タイヤによる差は、定積載

で 5％、半積載で 8％であった。図６に示すように排出
ガスはシャシーダイナモメータによる測定でＮＯx：0.5
ｇ/kＷｈ以下（JE05）を達成した。図７に東北、常磐、
東名の各高速道路および一般道における CNG車と伴
走ディーゼル車のCO2排出量を示す。道路や比較車両

の違いによる差はあるが概ね CO2排出量ではディー

ゼル（DE）車と同等である。また、CNG車はディー
ゼル用トランスミッションのためその最適化を行う

により更にCO2排出量の低減が見込まれる。 
表１に CNG 車と DE 車の Tank‐to‐Wheel と

Well-to-Wheelの比較表を示す。Well-to-WheellでCNG
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図５ 実証走行中の CNG自動車の走行毎の燃費とイベント 
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図７ CNG車と併走 DE車の CO2排出量 

図６ NOx、CO排出量（CDベース JE05） 
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車の方がDE車に比べ若干高い値を示す。 

また、実証走行試験の最後に延べ 30 万 km に及ぶ
長距離走行による熱疲労が原因で排気弁の１本が折

損するエンジントラブルが発生したが、高温強度の高

い材質に変更することで対策可能である。 
 LNG自動車の公道走行試験では、LNG燃料供給シ
ステムの実用性を確認するために一充填で東京から

北九州まで目標 1000km以上のチャレンジ走行を実施
して東京から熊本までの約 1200km（図８）を一充填
で達成し実用性を明らかにした。公道走行後の排出ガ

ス試験の検証でも問題が無かった。 
４．普及への課題 

 普及のために性能、利便性、経済性の観点からどの

様な課題があるかについて、運送事業者、地方公共団

体、燃料供給業者、自動車会社の各関係者や海外動向

について調べた(1)。性能の面では、大型 CNGトラック

で東京－大阪を一充填で走行可能であること、大型

LNGトラックでは 1000km以上の走行が可能であるこ

と、排出ガス性能で開発目標を達成できたこと、延べ

30万 kmの走行が可能であったことから、技術的には

普及のための性能は確保できたと考える。 

 利便性の面では、天然ガススタンドの拡充が最も大

きな課題となっているが、数の拡充だけでなく、その

分布、スタンドの充填能力拡充のための投資について

費用対効果の面で重要と考える。大都市部には一定数

のスタンドが展開されつつあることから、その分布と

充填能力の最適化を中心とし、長距離走行への対応と

して高速道路沿線に拠点としてのスタンドを配置す

ることが適当と考える。 

 経済性の面では、車両価格、運用コストの一層の低

減が普及のために最も重要な課題と考える。車両価格

ではCNG自動車とディーゼル車との差額分の公的補助

を実施することが普及のために引き続き必要である。

加えて、軽油等の従来燃料に対して、天然ガス燃料を

どの様に位置づけるかという今後のエネルギー政策

が重要と考える。例えば、従来燃料と天然ガス燃料と

の間に一定の価格差を生ずる施策を実施することに

よって、利用者に経済的な便宜を与える等の燃料価格

制度は非常に効果的な促進策と考える。 

 これらのエネルギー政策の方向性に沿って、次の段

階では、車両製作業者にとって一定の規模の市場が見

込まれる場合、信頼性・耐久性を向上した車両を製

作・販売すると思われることから、政策的に一定規模

の CNG自動車市場を創出する等の方策が考えられる。 

５．ま と め 
運送事業者による実使用条件下における CNG自動
車の実証走行試験の結果、実用化に当たっての技術的

目標は達成できた。ミッションの最適化等により燃

費・排出ガス性能の向上を図る必要があることが分か

った。大型 LNG自動車について航続距離の目標は達
成できた。LNG充填方法等の改善も必要である。 
普及の課題については、車両側からは信頼性・耐久

性を除くとほぼ技術的には当初の目標を達成してお

り、今後は燃料価格をどうするか等の全体のエネルギ

ー政策が天然ガス自動車の普及にとって重要である。 
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表１ CNG車と DE車の Tank‐to‐Wheel とWell-to-Wheel

の比較表 

東京⇒北九州
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北九州

東京
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図８ チャレンジ公道走行試験のルート 
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⑧尿素ＳＣＲ車、ハイブリッド車から排出される 
亜酸化窒素およびメタン(温室効果ガス)の 
ＦＴＩＲ(フーリエ変換赤外分光)分析 
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１．まえがき 
自動車の燃費改善は，直接的に温室効果ガス（以下，

Green House Gasを略して「ＧＨＧ」と記す）を代
表するＣＯ２の排出を抑制できることから，効果的な

地球温暖化対策となる．現在，燃費改善やＮＯｘ低減

のために，尿素ＳＣＲディーゼルエンジンやハイブリ

ッドシステムの導入が進められている．特に，ハイブ

リッドシステムについては，環境負荷低減車の普及支

援策も手伝って，同システム搭載車の登録台数は急激

に増加している． 

このような情勢の中で，三元触媒において，排出ガ

ス中のＮＨ３が低温条件で酸化されると微量でも大き

な温室効果を示すＮ２Ｏが生成されることが指摘され

ており（１），（２），尿素ＳＣＲシステム搭載ディーゼル

車および三元触媒搭載のガソリン車において，触媒の

温度が低下した場合には，Ｎ２Ｏの排出が予測された．

さらに，尿素ＳＣＲシステム搭載のディーゼル重量貨

物車では，Ｎ２Ｏの排出によりＧＨＧ排出量が触媒未

装着の従来車と比べて約２０％増加する例が報告さ

れている（３）．Ｎ２ＯおよびＣＨ４の排出により，燃費

改善効果が相当程度減じられる可能性があり，路上走

行時における両成分の排出実態把握は重要となって

いる．このことから，前報では，路上走行時において

排出ガス中のＮ２ＯおよびＣＨ４の連続分析を可能と

する車載式フーリエ変換赤外分析装置（以下，「車載

式ＦＴＩＲ分析装置」と記す）の開発状況を紹介する

とともに，その性能評価を行った（４）． 
本報では，尿素ＳＣＲ車およびハイブリッド車の路

上走行時における排出実態の把握のため，第１段階と

して，車載式ＦＴＩＲ分析装置等を用い，シャシダイ

ナモメータ台上において，コールドスタートあるいは

ホットスタートからＪＣ０８モードを運転し，都市内

走行時のＧＨＧ（自動車では，ＣＯ２，Ｎ２ＯおよびＣ

 

 

表１ 試験車両の主要諸元 
(ａ) 尿素ＳＣＲシステム搭載ディーゼル車 

 
車両

コード
変速機

車両

重量

(kg)

A 3.0L
ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ

普通乗用車

V型6気筒

DOHC

尿素ＳＣＲｼｽﾃﾑ
電子制御
7速A/T

1,960
ﾎﾟｽﾄ

新長期規制
ﾚﾍﾞﾙ

排出ｶﾞｽ

規制ﾚﾍﾞﾙ
車両カテゴリ
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型式
排出ｶﾞｽ
対策
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ＥＧＲ装置

車両

コード
変速機

車両

重量

(kg)

A 3.0L
ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ

普通乗用車

V型6気筒

DOHC

尿素ＳＣＲｼｽﾃﾑ
電子制御
7速A/T

1,960
ﾎﾟｽﾄ

新長期規制
ﾚﾍﾞﾙ

排出ｶﾞｽ

規制ﾚﾍﾞﾙ
車両カテゴリ

エンジン

型式
排出ｶﾞｽ
対策

DPF
ＥＧＲ装置

(ｂ) ハイブリッドガソリン車 

 

B 1.8L 直列4気筒 三元触媒 電気式
無段変速

1,310
新長期規制
排出ｶﾞｽ 75％
低減ﾚﾍﾞﾙ

ハイブリッド

車両

コード
変速機

車両

重量
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普通乗用車 DOHC

排出ｶﾞｽ
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図１ 試験車両に搭載の排気浄化システムの構成 
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Ｈ４が対象となる）の基本的な排出特性を把握すると

ともに、道路勾配や暖機運転後のソーク時間がＧＨＧ

の排出に及ぼす影響について解析したので報告する． 
２．実験方法 

本試験では，シャシダイナモメータ台上に試験車両

を設置し，ＪＣ０８モードを運転して，そのときの排

出ガスを連続分析している．試験車両は，最新の尿素

ＳＣＲシステムの評価を目的に同システムを搭載し

ているポスト新長期規制適合ディーゼル乗用車のＡ

車を，またハイブリッド車では新長期規制適合乗用車

のＢ車をそれぞれ選定した．試験車両の主な諸元を表

１に，また排気浄化システムの構成を図１に示す．Ｎ

２Ｏ，ＣＨ４等の分析は，主に新開発の車載式ＦＴＩＲ

分析装置（岩田電業製ＦＡＳＴ－２２００フーリエ変

換赤外分析計）を用いて，０．２秒サンプリング（分

析部の９０％応答；２．８秒）で連続的に行った．同

装置の外観を図２に示す．別途，排出ガスの質量換算

に必須となる瞬時排出ガス流量は，ＣＶＳ法（定容量

希釈サンプリング法）により取得した． 

道路勾配の設定（勾配＋２％および勾配－２％）は，

シャシダイナモメータの制御で，走行抵抗の転がり抵

抗分に勾配抵抗分を加算あるいは減算することによ

って与えた．ホットスタート試験は，車速６０ｋｍ／

ｈ，一定で２０分間の暖機運転後に実施した．また，

コールドスタート試験は，ＪＣ０８モード運転後に２

時間ソークした場合と１６時間ソークした場合の２

種類の条件で実施した．ここで，道路勾配を±２％ と
したのは，首都圏幹線道路において，２％を超える道

路勾配の区間が１０％程度存在することを根拠とし

ている（５）．また，２時間ソーク後の試験は，都市部

における出先での駐車時間を想定して決定した． 
３．実験結果および考察 

３．１．尿素ＳＣＲディーゼル車の評価 
 供試の尿素ＳＣＲ車（Ａ車）は，ＤＰＦ（ディーゼ

ルパティキュレートフィルタ）とＳＣＲ触媒を組み合

わせたシステムとなっている．酸化触媒＋ＤＰＦを排

気系の上流側に，ＳＣＲ触媒を下流側に置く構成であ

る．ここで問題となるのは，尿素の添加によって生じ

たＮＨ３がＮＯｘの還元に使われずにＳＣＲ触媒をス

リップして排出される場合である．この NH３のスリ
ップを防止するには，尿素添加量の適切なコントロー

ルが必要となる．本評価試験では，Ｎ２ＯおよびＣＨ４

の排出とともに，このアンモニアスリップに着目して

解析を進める． 
 図３に，Ａ車をシャシダイナモメータに設置し，エ

ンジン始動条件あるいは道路勾配条件を変化させて

 

 

図２ 車載式ＦＴＩＲ分析装置の外観 

ｶﾞｽｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞ部FTIR 分析部 ｶﾞｽｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞ部FTIR 分析部

図３ 尿素ＳＣＲ車の JC08モード運転時における温室効果ガスの排出状態 
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ＪＣ０８モード運転を実施したときのＧＨＧの排出

量（ｇ／ｋｍ）とＣＯ２，Ｎ２ＯおよびＣＨ４の排出割

合（質量比率，％）を示す．ここでＣＯ２の温室効果

を１とした場合，Ｎ２Ｏは３１０倍，ＣＨ４は２１倍で

あることから，ＧＨＧの排出量は以下の式で算出され

る． 

ＧＨＧ排出量＝ＣＯ２排出量＋Ｎ２Ｏ排出量×３１０ 

＋ＣＨ４排出量×２１ 

同図より，ＧＨＧ排出量は，走行抵抗の増加（勾配＋

２％の条件）とコールドスタート時（２時間ソーク後

の条件を含む）における燃料増量および触媒温度の低

下に起因するＮ２Ｏ排出
（１），（２），（４）によって増加する

ものと考えられる．また，ホットスタート，コールド

スタート，走行抵抗の増加のいずれの走行条件におい

ても，温室効果ガス排出量に占めるＣＨ４の割合は小

さく，一方でＮ２Ｏの寄与率は，温室効果ガス排出量

の２％強であることがわかる． 
 また，これらの走行条件におけるＮ２Ｏ排出とＮＨ３

排出（モード平均濃度）との関係を，図４に示す．同

図より，Ｎ２Ｏの排出量は，いずれの走行条件におい

ても，０．０１５～０．０２０ｇ／ｋｍの範囲にあり，

各条件で同程度の排出であることがわかる．一方，Ｎ

Ｈ３の排出は，ホットスタート，コールドスタートと

もに低く抑制されているが，走行抵抗（エンジン負荷）

が増加する道路勾配＋２％の場合のみモード平均濃

度で９５ｐｐｍ程度まで増加していることがわかる．

ここで，当該試験車両では，尿素インジェクターの上

流に取り付けられたＮＯｘセンサによりＮＯｘ排出

量を検知し，その還元に適した量の尿素を添加するシ

ステムが採用されているものと推測する．その場合，

尿素噴射量制御システムは，走行抵抗の増加によって

ＮＯｘ排出量が増加すれば，それに合わせて尿素の添

加量を増加させる．ここで添加量が多すぎるとＮＨ３

のスリップが発生することとなる．供試車両では，酸

化触媒を排気系の上流側に配置しているため，ＮＯｘ

中に占めるＮＯ２割合はこの酸化触媒の反応状態によ

って変化することとなる．このＮＯ２割合の変化によ

ってＮＯｘの還元に必要となるＮＨ３量も変化するの

で，尿素添加量の制御は難しくなる．図４に示すＮＨ

３排出量の増加は，このような事情により発生してい

るものと考えられる． 
３．２．ハイブリッドガソリン車の評価 
供試のハイブリッド車（Ｂ車）は，電動機とエンジ

ンの駆動力を組み合わせる動力合成機構をベースと

したハイブリッドシステムを搭載している．加速走行

 

 

図４ ＪＣ０８モード運転時における 

Ｎ２Ｏ排出とＮＨ３排出の関係 
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図５ ハイブリッド車の JC08モード運転時における温室効果ガスの排出状態 
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時，坂路走行時，高速走行時等には，エンジンがスタ

ートして駆動力不足を補う．電動機の駆動力で十分な

場合は，エンジンをストップさせて燃料を消費しな

い．ただし，電動機駆動用の電池の充電量（ＳＯＣ）

が低下した場合には，エンジンによる駆動割合が増加

する．このため，本試験では，ＪＣ０８モード運転ス

タート時のＳＯＣを，通常充電状態の範囲内（５２～

５７％）であることを確認した上で実施している． 
図５に，Ｂ車を，エンジン始動条件あるいは道路勾

配条件を変化させて，ＪＣ０８モードを運転したとき

のＧＨＧの排出量（ｇ／ｋｍ）とＣＯ２，Ｎ２Ｏおよび

ＣＨ４の排出割合（質量比率，％）を示す．ＧＨＧの

算出は，図３と同様の方法で行っている．同図より，

以下のことがわかる．ＧＨＧ排出量は，走行抵抗が増

加した場合（勾配＋２％の条件）とコールドスタート

時（２時間ソーク後の条件を含む）における燃料増量

および触媒温度の低下に起因して増加しており，尿素

ＳＣＲ車と同様の傾向を示す．ただし，Ｎ２ＯとＣＨ４

の寄与率は，尿素ＳＣＲ車と比べて小さく，２時間ソ

ーク後を含むコールドスタート時のＮ２Ｏ寄与率は増

加するものの，０．４～０．７％の範囲にとどまる．  
以上より，尿素ＳＣＲディーゼル乗用車とハイブリ

ッドガソリン乗用車の都市内走行時におけるＧＨＧ

（ＣＯ２，Ｎ２ＯおよびＣＨ４）の基本的な排出特性を

示すことができた．今後は，尿素ＳＣＲディーゼル重

量貨物車やハイブリッド貨物車についてもＮ２Ｏおよ

びＣＨ４の排出挙動について調査を展開していく予定

である．さらに，実路走行時のＮ２ＯおよびＣＨ４の排

出挙動を把握するため，車載式ＦＴＩＲ分析装置を用

いた路上走行試験を計画している．  

４．まとめ 
尿素ＳＣＲシステム搭載ディーゼル車およびハイ

ブリッドガソリン車を，順次，シャシダイナモメータ

台上に設置してＪＣ０８モードを運転し，都市内走行

時の温室効果ガス（ＣＯ２，Ｎ２ＯおよびＣＨ４）の基

本的な排出特性を調査した．その結果，以下の点が明

らかとなった． 
（１）供試の尿素ＳＣＲ車においては，ホットスター

ト，コールドスタート，道路勾配＋２％のいずれの走

行条件においても，温室効果ガス排出量に占めるＣＨ

４の割合は小さかった．一方，Ｎ２Ｏの寄与率は，上記

のいずれの走行条件においても，温室効果ガス排出量

の２％強であった． 

（２）供試の尿素ＳＣＲ車において，走行抵抗が増加

する条件（勾配＋２％の条件）では，ＮＯｘおよびＮ

２Ｏの排出は抑制されているものの，ＮＨ３がモード平

均濃度で９５ｐｐｍ程度排出される現象（アンモニア

スリップ）が観測された．  
（３）供試のハイブリッド車では，温室効果ガス排出

量に占めるＮ２ＯとＣＨ４の割合は，尿素ＳＣＲ車と比

べて小さく，２時間ソーク後を含むコールドスタート

時におけるＮ２Ｏの寄与率は増加するものの，０．４

～０．７％の範囲にとどまった． 
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１．はじめに 
マフラー改造等により走行中に高騒音を発する車

両の取り締まりに関しては、現行の街頭検査では制約

が多いため、国として有効な対策が求められている。

また、これまで段階的に車両単体騒音の規制値強化が

行われてきたにもかかわらず、環境基準達成率の大幅

な改善はなされておらず、その要因については明らか

になっていない。そのため、交通流中において、個々

の車両から発生される騒音を測定し実態の把握をす

る必要がある。 
 このような背景を踏まえ、走行中の車両から発せら

れる騒音を常時監視し、交通流中から高騒音車両を検

出することが可能なシステムの開発を目指してきた。

これまでに、想定したシステムの運用構想に基づいた

要求性能を決定し、システムの開発を実施した(1)。本

稿では、開発したシステムを用いて、公道を対象とし

て行った検証試験を紹介する。 
２．音源定位システム概要 

これまでに開発を行った音源定位システムについ

て、概要を述べる。このシステムは、複数のマイクロ

ホンによって得られた原音信号に信号処理を施して

作成した音源分布図と、カメラにより撮影した画像を

重ね合わせることによって、音源位置の同定と騒音レ

ベルの測定を行う装置である。図 1にデータ処理の一
連の流れを示す。音源定位は、100-500Hzの低周波数
帯域に音響インテンシティ法を、500-2500Hzの高周
波数帯域にビームフォーミング法を用いた。一般に、

マイクロホンアレイを用いた音源探査は、マイクロホ

ンアレイの大きさやマイクロホン間隔によって測定

可能な周波数帯域が決定されるが、このように周波数

帯によって異なる手法を組み合わせることによって、

マイクロホンアレイ寸法を抑えつつ、幅広い周波数帯

に渡って音源定位することが可能となる。また、これ

らの処理には FPGA（Field Programmable Gate 
Array）を用いることにより、結果をリアルタイムに
て表示することが可能となっている。 

図 1 データ処理フローチャート 
３．公道での検証試験 

３．１．実験概要 
図 2に実験の様子を示す。ここでは、システムを当
所自動車試験場第二地区の敷地内に設置し、試験場の

敷地に面した道路の前を通過する車両を対象に音源

定位を実施した。なお、今回対象とした道路は片側一

車線であり、舗装は密粒度アスファルトコンクリート

であった。また、通過する車両の速度をスピードガン

にて簡易的に測定したところ、その速度は 30～
50km/h程度であり、ほとんどの車両が定常走行に近
い走り方であった。 
図 2のように、システムは、地上から高さ 4mの位
置に、画面に 2車線が映るよう傾けて設置した。音源
分布の可視化結果は、40msec間のデータを平均して
表示した。また、音源可視化結果には、最大音源位置

における騒音レベルのオーバーオール値を左上に合

わせて表示した。なお、このオーバーオール値は、マ

イクロホンアレイ中心点と音源位置の距離から、点音

ビームフォーミング法
（音源定位）

FPGA上での処理

PC上に結果の表示

画像処理

マイクロホン（31本）

音響インテンシティ法
（音源定位）

A/D変換

重ね合わせ

カメラ
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源を仮定した距離減衰式より、マイクロホンアレイ中

心の前方 1m位置におけるレベルを算出している。そ
のため、音源が画面上のどの位置にあっても、音源か

ら発せられる騒音レベルを比較することができる。 

図 2 実験風景 
３．２．実験結果 
 結果の画像は、ビームフォーミング法の結果はコン

ターマップで表されており、白丸が音響インテンシテ

ィ法から求めた音源位置を表している。また白色十字

は、騒音レベルが最大となる位置を示している。 
 普通乗用車、大型車、二輪車についての結果を、図

3～5 に示す。これらの車両は、いずれも改造車では
ないと思われる。結果より、四輪車では、エンジン・

排気系からの騒音に比べ、タイヤ騒音が卓越し、二輪

車では、エンジン位置が音源として現れることがわか

る。これらの傾向は、テストコースで測定した定常走

行の結果(1)と同じであり、車両がほぼ定速のためエン

ジン・排気系騒音がタイヤ騒音に比べ卓越しなかった

こととタイヤ騒音の指向性による影響と考えられる。 
 今回の結果から、一般の車両を対象とした音源定位

が、実際の道路環境においても実用上十分な位置検出

精度を有することが確認できた。なお、計測を行なっ

た時間帯においては、交換用マフラー着用車両のよう

な際立った高騒音車両は現れなかったが、高騒音車両

の場合は、今回の測定にて現れた改造のない標準的な

車両よりも暗騒音との SN比が大きいため、検出はよ
り容易であるといえる。 

４．まとめ 
 当所にて開発を行ってきた交通流中から高騒音車

両を検出するシステムについて、実際の道路を対象と

した検証試験を実施した。その結果、引き続き様々な

環境で検証試験を行う必要はあるものの、実際の道路

環境においても、十分に車両の音源位置を特定出来

た。今後、今回作成したシステムを実際の取り締まり

等へ活用することを考えると、対象車両の走行速度、

加速度、車種等の情報に基づいた高騒音車両の判定方

法を確立することが課題となる。また現状では、風雨

の影響や屋外設置時の耐久性までは考慮に入れてい

ないため、さらなるシステムの改良が必要である。 
参考文献 

(1) 宝渦、ほか 5名、「走行中の高騒音車両の自動セ
ンシング技術に関する研究－音源定位のリアル

タイム化と設置環境についての検討－」、平成 21
年度交通安全環境研究所講演概要、pp．109-110 

タイヤ

図 3 公道試験結果（普通乗用車） 

図 4 公道試験結果（大型車） 

タイヤ

図 5 公道試験結果（二輪車） 

タイヤ
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⑩ハイブリッド車等の静音性に関する対策のガイドラインについて 

 
 
 

環境研究領域   ※坂本 一朗  田中 丈晴  宝渦 寛之 
国土交通省     板崎 龍介  是則 武志  大野 敬介 

 
 

１．はじめに 
低炭素化社会の構築に向け、ハイブリッド車や電気

自動車等（以下、HV車等）の環境負荷の小さい車両
の大幅な普及が見込まれている。一方、これらの車両

は、一般エンジン車に比べて音が小さいため視覚障害

者を含む歩行者の安全性への影響が懸念され、早急な

対策の実施が要望されている。これらを踏まえ、国土

交通省は、平成 21年 7月に、学識経験者、視覚障害
者団体、メーカー団体等からなる「ハイブリッド車等

の静音性に関する対策検討委員会」（以下、検討委員

会）を設置し、当研究所からも検討委員の派遣、体験

会の実施等の協力を行ってきた。検討委員会は平成

22 年 1 月末に検討結果をまとめ、国土交通省はその
報告(1)を基に「ハイブリッド車等の静音性に関する対

策のガイドライン」(2)を定めた。本稿では、その概要

について述べる。 
 

２．検討委員会の構成 
検討委員会は、東京大学高齢社会総合研究機構長の

鎌田実教授を委員長とし、政府機関から 3名（国土交
通省、警察庁、内閣府）大学・研究機関から 3名（筑
波大、慶応大、交通研）、自動車関係団体から 3 名
(JAMA, JAPIA, JAIA)、視覚障害者団体から 1名（日
本盲人会連合）、ユーザー団体から 2名（全国消費生
活相談員協会、JAF）の計 13名で構成された。また、
検討委員会は全て公開で行われた。第 2回検討委員会
では、HV車等が走行しているときの音を実際に聞い
てもらう体験会を実施した。 
 

３．体験会の概要 
体験会は交通安全環境研究所の構内道路（暗騒音：

53dB(A)～56dB(A)）で行い、検討委員及び視覚障害
者等を含む計 40名が参加した。車両は、カローラ、

プリウス、インサイト、アルティマHEV、i-MiEVの
5台を使用した。図 1に電気自動車である i-MiEVが
低速走行で参加者の傍らを通り過ぎているときの写

真を示す。参加者には、目を閉じて車両の接近に気が

ついたら手を挙げるように依頼していたが、誰も接近

に気がつかず、静音性に関する対策の必要性が認識さ

れた。 
 

４．検討委員会における議論の概要 
 検討委員会は、体験会の結果及び対策案のパブリッ

クコメントにおいて提出された意見も踏まえて対策

案をまとめた。検討を開始するに当たり、ハイブリッ

ド車等の静音性の問題は、自動車と歩行者の間の重要

なコミュニケーション手段の一つである「音」が小さ

くなるということであり、特に、視覚障害者にとって

は、接近だけでなく離脱していくという音サインによ

る安心感も必要であるため、当面の対策としては自動

車が人工的に音を出すことが適当という考え方を基

本的な方針とした。以下に、主な議論の概要を述べる。 
４．１．対策が必要な車種 
 発音の対策が必要な車両は、モーターのみで走行が

可能なHV車等とした。検討委員会では、対策が必要
な車種として、①モーターのみでの走行可能なハイブ

リッド車・電気自動車、②モーターのみでの走行が不

 
図 1 体験会の様子 
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可能なハイブリッド車、③アイドリングストップ機能

付きエンジン車、④音量の静かな一般エンジン車を検

討対象としたが、このうち、体験会の結果から、一般

エンジン車は低速走行時でもほとんどの人が車両の

接近に気がついたため、対策は不要であり、また、②

と③の車種は、発進時にエンジンが始動する構造のた

め、一般エンジン車と同様の気づきやすさであったた

め、対策は不要とした。 
４．２．対策が必要となる状況 
 対策が必要となる走行状態は、発進時から 20km/h
までの速度域及び後退時とした。その理由は、視覚障

害者の体験等から、静音性の対策が必要な状況は、図

2(a)のように、路地からの出口などで自動車が停止状
態から発進しようとしている時、あるいは、図 2(b)
のように、歩行者と車が混在する狭い路地で低速で走

行しているときであったためである。20km/h以上で
は一般エンジン車と、モーター走行しているHV車等
との音の大きさに差はないため、発音は不要とした。 
４．３．発音の種類及び音が満たすべき性質 
 発音させる音の性質は、自動車の走行状態を想起さ

せる音とした。検討委員会では、音の種類として、チ

ャイム音、メロディ音、単音、和音、自動車の走行状

態を想起させる音（エンジン模擬音等）を検討対象と

したが、音としての気付き易さだけでなく、自動車の

存在や、接近・離脱等の挙動が、自然に、無理なくわ

かる音、加齢による聴力低下も考慮した気付きやすい

音等の視点から検討した結果、自動車の走行状態を想

起させる音という結論となった。 
４．４．発音の方法 
 発音の方法は、自動車の速度に応じ自動で発音する

システムとし、標準状態をシステム ON とするが、
一時発音停止スイッチの装備を可とした。検討委員会

では、① 自動車の速度に応じ自動発音するシステム
（常時発音）、② 標準状態を常時発音とするが、一時
発音停止システムの装備を可とする、③ ドライバー
が手動でシステムON・OFFを行う、④ ドライバー
がスイッチを押した時だけ発音する方法を検討対象

とした。このうち、①については、高速道路での渋滞

時など明らかに不要な場所や、ドライバーが周囲に配

慮して発音を止めたい場面に車速を上げて発音を止

めようとするような行動も考えられ、システム設計の

観点から問題がある。また、③や④のようにドライバ

ーによる手動操作は、図 3のように、高いフェンスや

壁などで、ドライバーから歩行者が見えない場所では

効果がないため、②を結論とした。ただし、発音停止

状態のままにならないような方法にすることとした。 
４．５．音量 
 一般エンジン車と同程度となるような音量とした。

なぜなら、視覚障害者や歩行者が、一般エンジン車と

同程度に気付いてもらえる必要がある一方で、必要以

上の音量の発音は避けるという観点からである。 
４．６．普及方策 
 規制内容等必要な検討を行った上で新車に可能な

限り早期に義務付けをし、義務付けの準備が整うまで

の間であっても、一定の要件を満たす装置を装備した

ハイブリッド車等も認めるようにして、早期普及を図

ることとした。また、使用過程車については、一定の

要件を満たす後付け装置の開発を促進し、早期に普及

が図れる方策を検討することとした。 
 

５．まとめ 
 国土交通省では検討会の報告の結論を基にしたガ

イドラインをまとめ、普及を促進するため一定の要件

を満たす装置を任意装備も含め、静音性の対策を進め

ている。ガイドラインについては、国際基準とするよ

う国連の自動車基準調和世界フォーラム

（UN/ECE/WP29）において活動中である。また、新
車に義務づけを行うための基準化に向けた検討調査

を開始した。 
参考文献 

(1) ハイブリッド車等の静音性に関する対策について（報告） 
(2) ハイブリッド車等の静音性に関する対策のガイドライン 
上記はいずれも国土交通省ホームページに掲載 
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図 2 対策が必要となる状況 
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図 3 ドライバーが歩行者に気がつかない状況 
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⑪自動車から排出される未規制物質のリアルタイム計測法 
 

 
 

環境研究領域   ※山田 裕之   
 

１．はじめに 
自動車の排出ガスは，厳しくなる排出ガス規制に伴

い年々浄化され，その結果排出ガス中の有害物質は従

来の計測法では検出が困難になった．2011 年欧州で
は，粒子状物質（ＰＭ）の規制の方法が変更される．

この理由のひとつは，従来のフィルター法では，最新

のディーゼルエンジンの PM 計測が困難なことであ

る．最新のエンジンから採取されるPMは試験 1回あ
たり 10μg程度，これを 100mg程度の重量のフィル
ターに捕集し計測する．このような計測は困難であり

誤差要因も大きいため，計測法を根本的に見直して，

より高感度な計測方法を採用することになった． 
PMを例に示したが，その他の物質に関しても，概
ね同様な傾向にある．排出ガス中の有害物質が計測で

きないほど減少しているというのは，大気汚染への自

動車の寄与が減っていることを示しており，更なる高

感度手法の開発は必要ないという考え方もできる．図

１には環境省が行っている全国各地での大気環境モ

ニタリング結果[1]から，各計測点での計測結果を平均
した値の推移を示す．一酸化炭素は計測を開始以来順

調に減少している．その結果，1983 年以降はすべて
の計測点において大気環境基準を達成するに至った．

一方下図には光化学オキシダントを示す．1980 年前
後までは減少しているが，その後増加に転じ現在に至

るまで増加を続けている．2008 年の時点で，オキシ
ダントに関して大気環境基準を達成している地点は

計測を行っている 1178地点でわずかに１地点だけで
ある．したがって，オキシダントに関しては自動車排

出ガスの大気汚染への寄与が無くなったとは言うこ

とができない． 
一酸化炭素と光化学オキシダント，双方とも大気汚

染の重要物質として注目され対策が行われてきたが，

その結果になぜこのような大きな差が生まれたのだ

ろうか？一酸化炭素は自動車排出ガスとして排出さ

れそれが直接毒性を示すのに対して，光化学オキシダ

ントは排出ガス中に含まれている訳ではなく，排出ガ

ス（テールパパイプ以外も含む）中の揮発性炭化水素

（VOC）が大気中でNOxと反応し生成する二次生成物

質である．このような二次生成物質の大気中での生成

メカニズムには不明な点が多く，いまだ発展途上の研

究分野であり，有効な対策が見いだせていないのが現

状である．近年の研究[2]によると，光化学オキシダン
トの生成への影響は VOC の中でも物質ごとに異な
る．つまり今後光化学オキシダントを低減させるため

には，従来以上にVOC類の排出を削減するだけでな
く，オキシダント生成への寄与が高い物質を集中的に

抑制する必要がある． 
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図１環境省大気汚染状況モニタリング結果[1]におけ
るCO，光化学オキシダントの平均濃度推移（一般局） 
 

2．自動車排出ガスのオキシダント生成への寄与 
前記のような必要性から，近年の研究では成分ごと

の濃度が 1 Hz程度の周期でリアルタイム計測可能な
計測技術が開発されている．高感度な成分分析を行う

ための手法として代表的なものは質量分析法である．

質量分析法では物質をイオン化して電場により質量
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分析を行うが，このイオン化の際に物質を壊さずにイ

オン化することが重要である．ここでは物質により異

なる共鳴波長のレーザー光を用いてイオン化を行う

共鳴多光子光イオン化質量分析法採用し，単環の芳香

族類 6種の排出濃度をリアルタイムに計測し，それら
各物質と OH との反応速度からオゾン生成能(ROH/Δ
t)を求めた[3]．車両は新短期規制の小型トラック（積
載量 2 t）を使用した．図２には計測した 6種の芳香
族から例としてフェノールの排出量，通常の全量炭化

水素(THC)排出量，測定した６種の芳香族からもとめ
たROH/Δtを示す．これによるとフェノールの排出傾
向はTHCと大きく異なり，高速走行時のみ排出され
ている．また，これらの排出傾向の差に起因して，ROH/
ΔtはTHC排出パターンとは異なっている． 
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図 2フェノール，THCのリアルタイム排出量および
６種の単環芳香族濃度より算出したオゾン生成能[3] 

 
３．NOx詳細計測 

オキシダントの生成はVOCとNOxの反応により生

成すると述べたが，オゾンの生成，分解は以下の反応

の正，逆双方向の反応が支配的である． 
 

NO 2 + O2 ⇔ NO + O3 

 
したがって，オゾン生成への寄与は単純な NOx濃

度だけでなく，その排出が NO なのか，NO2なのか

も重要である．そこで赤外キャビティーリングダウン

分光(CRDS)法を用いて前記の車両からの NO，NO2

それぞれの排出特性を計測した[4]．この方法ではサン

プルセルの前後に高反射率のミラーを向かい合わせ

で設置し，入射した光が双方のミラーで反射を繰り返

すため，実効光路長は数 kmにおよぶ超高感度計測が
可能である． NOx濃度からNO濃度を差し引くこと
により NO2濃度を類推する手法は、NO2以外の窒素

酸化物の影響による誤差が発生するため、NO2の直接

濃度計測が重要であることが判る． 
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図 3 CRDS法によるNO, NO2計測結果[4] 

 
結論 

自動車排出ガスが大気中でのオキシダント生成へ与

える影響を評価するため，光イオン化質量分析法によ

り芳香族炭化水素を成分ごとに測定し，それらのオゾ

ン生成への影響を求めるとともに，赤外 CRDS 法に
よりNOx中のNO，NO2の分離高感度計測を行った．

その結果，オゾン生成能と全量炭化水素排出量には差

異があること，NO，NO2の排出傾向が異なることが

確認された．これらの結果から，VOC，NOx類の詳

細計測を今後詳細に行う必要である． 
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⑬駆動用蓄電池搭載車両の安全性評価について 
 
    自動車安全研究領域   ※田中 良知  伊藤 紳一郎  米澤 英樹  松井 靖浩 
                  細川 成之  松村 英樹   
        交通システム研究領域   長谷川 智紀 
    環境研究領域       河合 英直  新国 哲也 
 
 

１．はじめに 
 地球温暖化対策の一環として，CO2の削減がうたわ

れている．そのため，2009 年と 2010 年に政府が実施

した環境対応車への買い換え，購入に対する補助制度

の効果により，CO2排出量が少ないと言われているハ

イブリッド自動車や電気自動車の普及が急速に進ん

でいる．これらハイブリッド自動車や電気自動車で

は，電気を駆動源とした駆動方法が用いられており，

燃費の改善や電気駆動による走行距離を増加させる

ためには，軽量・コンパクトでありながら，大容量で

大電流が取り出せる蓄電池が求められる．この条件に

合致するものとしてはリチウムイオン蓄電池があり，

ハイブリッド自動車や電気自動車に使用される様に

なってきている． 
 一方，リチウムイオン蓄電池を搭載したノートパ

ソコンや携帯電話等で発熱・発火といった事故が市

場において発生している．より過酷な利用環境にあ

る自動車に，駆動用蓄電池としてリチウムイオン蓄

電池を搭載する場合においては，その使用状況に応

じて安全性を考慮する必要がある． 
 自動車の安全性については，保安基準の中で記述さ

れている．ハイブリッド自動車や電気自動車に関係す

る部分としては，高電圧からの乗車人員の感電保護に

関する技術基準があり，これは日本が先行して制定

し，世界の技術基準の基となった． 
 また，衝突事故においては，衝突車両がハイブリッ

ド自動車や電気自動車の場合，駆動用蓄電池に衝突の

加速度による衝撃が作用する．また，衝突の被害が大

きい場合には，車両が大きく変形し，電池も変形をす

るなどの状況が発生することもありえる． 
 このような場合に電池内で短絡が発生して，急速な

発熱・発火が発生するなど，今までのガソリン車両に

は無い危険性が生じる可能性がある．この様なことか

ら，現在の乗員保護の目的で行われている衝突試験の

みで，駆動用蓄電池の安全性を確認できるかは未知数

である．そのため，駆動用蓄電池の衝突時の安全性に

関する技術基準について，現在国際会議の場で議論が

行われている． 
 本研究では，高電圧の駆動用蓄電池を搭載したハイ

ブリッド自動車を試験車に用いて，側面衝突実験を 3
形態実施し，衝突時の駆動用蓄電池の安全性評価を考

える上での基となるデータの取得を行った． 
 

２．衝突実験 
２．１．実験方法 
 表１に実験の衝突形態及び実験条件の概要を示す．

実験は，衝突車に ECE/R95 MDB（Mobile Deformable 

Barrier）およびAE-MDB（Advanced European Mobile 

Deformable Barrier） Ver.3.10を，側突車にハイブ

リッド小型乗用車を用いて，合計3回の実験を実施し

て，車両の加速度と変形量の比較を行った．それぞれ

の実験で使用した側突車は同型の同年式の国産のニ

ッケル水素蓄電池を駆動用蓄電池として搭載したハ

イブリッド小型乗用車である．リチウムイオン蓄電池

搭載車両は，まだ普及が進んで無いため，ここではニ

ッケル水素蓄電池搭載車両で代用した． 

 衝突形態は，①側面衝突法規試験形態（ECE/R95 MDB

を MDB 中心が側突車前席 SRP（Seating Reference 

Point）位置と一致する位置に 50 km/h の速度で直角

に衝突），②後輪衝突試験形態（ECE/R95 MDB を MDB

中心が駆動用蓄電池搭載位置に最も近い後輪中心か

ら前方 25mm 位置と一致する位置に 50 km/h の速度で

直角に衝突），③将来の側面衝突法規として，現在検

討が進められている側面衝突試験形態（AE-MDB 

Ver.3.10をMDB中心が側突車前席SRPから後方250mm
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位置と一致する位置に 50 km/hの速度で直角に衝突）

の 3形態で行った． 

 

２．２．実験結果 
 図１に実験後の側突車の変形状況を示す．AE-MDB
を衝突させた場合が最も大きく，次いで法規衝突形態

で，後輪に衝突させた場合が最も小さかった． 
 

表１ 試験条件 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(a) 法規衝突 
 
 
 
 
 
 
 

(b) 後輪衝突 
 
 
 
 
 
 
 

(c) AE-MDB 衝突 
図１ 試験後側突車状況 

  

 図２に実験前寸法測定位置を青線で示す．車両の形

状は，現在電池を取り付けることの多いフロア部とサ

イドシル部について測定した． 
 図３に試験前後の測定結果を示す．変形量は

AE-MDB を衝突させた実験の変形が最も大きく，サイ

ドシル部が約 30 mm 変形した．電池位置に関しては，

全ての実験において，衝突前後でほぼ同等の測定結果

であり，ほとんど変形していなかった． 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２ 車両形状測定部位 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図３ 車両変形比較 
 今回の実験で，電池位置の変形がほとんど無かった

理由に，この部位の変形を抑える構造が採用されてい

たことが考えられる．今回の試験車両では，電池搭載

位置は，後輪車軸付近にある．そして，図４に今回の

試験車の後輪サスペンションの写真を示す．これはト

ーションビーム方式の後輪サスペンション構造で，ト

ーションビームが車両左右の後部長手方向構造部材

の間に取り付けられている．この部材があるため，今

回の試験車両の電池搭載位置に関して変形が少なく

なったことが考えられる． 
 図５に後席シートおよび電池の写真を示す．今回の

試験車両特有の構造で，後席シート下に車両横手方向

に補強部材があった．さらに，電池を取り付ける部材

もアルミパイプで車両強度部材の間に取り付けられ

ていた．これらの部材も電池搭載部の変形を防ぐ効果

が有ったことが考えられる． 
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衝突形態

衝突速度 50.1 km/h 50.1 km/h 50.1 km/h

衝突位置
MDB中心がSRPと一

致
MDB中心が後輪中
心より25mm前方

MDB中心がSRPより
250mm後方

衝突車仕様 ECE/R95 MDB ECE/R95 MDB AE-MDB
衝突車質量 948 kg 948 kg 1500 kg

法規衝突 後輪衝突 AE-MDB衝突

衝突形態

衝突速度 50.1 km/h 50.1 km/h 50.1 km/h

衝突位置
MDB中心がSRPと一

致
MDB中心が後輪中
心より25mm前方
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衝突車仕様 ECE/R95 MDB ECE/R95 MDB AE-MDB
衝突車質量 948 kg 948 kg 1500 kg
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図４ 後輪サスペンション部構造 

 
 
 
 
 
 
 

図５ 後席シート，電池構造 
 図６に車両の各部位の加速度の時間履歴図を示す．

車両重心位置での最大加速度は，AE-MDB が衝突車

の場合が最も大きく，次いで法規衝突の場合で，後輪

に衝突させた場合が最も小さかった．その差は

AE-MDB と法規衝突でおよそ 1.3 倍の差があった．

センタフロアクロス位置での最大加速度は，

AE-MDB と後輪衝突がほぼ同等で大きく，法規衝突

が最も小さくて，その差はおよそ 1.7 倍であった．リ

アフロアクロス部ではAE-MDB と後輪衝突がほぼ同

等で大きく，法規衝突が最も小さくて，その差はおよ

そ 1.5 倍であった．駆動用蓄電池取り付け部では後輪

衝突が最も大きく，次いでAE-MDB で法規衝突が最

も小さかった．その差は後輪衝突と法規衝突ではおよ

そ 1.9 倍，AE-MDB と法規衝突でおよそ 1.5 倍であ

った．これらの結果から，乗員保護試験における衝突

実験と，電池位置に衝突する実験では最大加速度に差

が見られ，乗員保護試験で車両に搭載した駆動用蓄電

池の加速度による衝撃に対する安全性の確認をする

ことは難しいことが考えられる． 
 また，今回の実験では，衝突後の乗員の感電防止の

確認も行っており，その確認方法は，駆動用蓄電池活

電部と車体の絶縁抵抗を測定することで実施した．そ

の結果，全ての実験で，衝突前後で絶縁抵抗は確保さ

れていて，今回の試験車両において，実施した条件で

の衝突実験では，電気的に安全であることが確認でき

た．さらに，全ての実験で駆動用蓄電池電解液の漏れ

も無かった． 

 
 

 

 

 

 

(a) 車両重心 
 
 
 
 
 
 

(b) センタフロアクロス部 
 
 
 
 
 
 

(c) リアフロアクロス部 
 
 
 
 
 
 
 

(d) 駆動用蓄電池取付部 
図６ 車両各部加速度時間履歴図 

 
３．ポール側面衝突実験 

 今回の実験では車両変形量は小さかったが，一般に

今回の実験で模擬している車両相互事故より車両単

独事故の方の車両変形が大きいことが言われている．

そこで，過去に当研究所で実施した，車両単独側面衝

突事故を模擬したポール側面衝突（試験車両はセダン

タイプ小型乗用車）に関する研究結果について記述す

る． 

 実験条件について，表２に示す．29 km/hで直角に

前席乗員頭部重心とポール中心が一致する位置に衝

突させた．この条件は E-NCAP（ Euro New Car 
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Assessment Program）で行っているポール側面衝突試

験と同条件である． 

 図７に，実験後の試験車の状況を示す．ポールと衝

突している部位に関して，車両が大きく変形している

のが分かる．図８に実験後に測定した側突車の外板サ

イドシル部の車両変形を示す．外板の変形で約 250 mm

サイドシルが変形していて，今回実施した実験のサイ

ドシル部の最大変形の約 30 mmに対して大幅に大きか

った． 

表２ ポール側面衝突試験条件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

図７ ポール側面衝突試験後車両 
 

 

 

 

 

図８ ポール側面衝突による車両変形 

 図９に側面衝突事故調査における，死亡事故，重傷

事故，軽傷事故の事故形態の割合を示す．事故調査は

平成 17～19 年の 3 年分の事故データを調査した．事

故データは（財）交通事故総合分析センターのものを

用いた．事故データは，多重衝突と乗員がシートベル

ト非着用の事故を除く側面が変形した車両に乗って

いた乗員の事故を用いた．この結果から，ポール側面

衝突事故は側面衝突の中では 1%以下で少ないが，死

亡事故の中では 20%と決して低くは無い割合となっ

ている． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図９ 側面衝突事故衝突相手（平成 17～19 年） 

 これらの結果から，衝突時の車体変形量の大きい対

物側面衝突事故は全体では少ないが，死亡事故では決

して少なくはなく，また対物側面衝突事故の発生時

に，今回の試験車両の電池搭載位置ではなく，フロア

下に駆動用蓄電池の搭載位置が有る場合には車体の

変形が電池搭載部まで及ぶことが考えられる．このこ

とから，駆動用蓄電池の搭載位置について，変形が及

ばない範囲に搭載する要件や，車両に搭載する駆動用

蓄電池について変形衝撃に関する安全性の確認をす

る等の必要性について，さらなる検討が必要であるこ

とが考えられる． 
 

４．まとめ 
 車両単独事故を考えた場合，車両の変形が大きくな

るため，駆動用蓄電池の搭載部位の近くに加害物が衝

突した場合は，電池にまで変形が及ぶ可能性がある． 

 このため，駆動用蓄電池搭載車両の衝突時の変形に

対する安全性の確保については，駆動用蓄電池の搭載

条件の設定をして，事故時に電池搭載部に変形が少な

いことを保証するか，ポール側面衝突実車試験もしく

は駆動用蓄電池単体での圧壊試験などの電池の変形

を伴う実験を実施して，駆動用蓄電池の変形に対する

安全性の確認が必要であると考えられる． 

 また，駆動用蓄電池搭載部の最大加速度は，基準の

乗員保護試験の衝突と駆動用蓄電池搭載部に近い位

置に衝突する場合では，大きな差が見られた． 

 このため，駆動用蓄電池の衝突時の加速度の衝撃に

対する安全性の確保については，基準の乗員保護衝突

試験では確認することが難しく，駆動用蓄電池単独で

の加速度衝撃試験の実施など，加速度の衝撃に対する

電池の安全性の確認が必要であると考えられる． 

ポール側面衝突

衝突形態 　

衝突速度 29 km/h
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29km/h 90°
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⑮自動車の側面衝突時におけるカーテンエアバッグの効果について 

 
 

自動車安全研究領域   ※細川 成之  米澤 英樹  田中 良知  松井 靖浩 
 

 
１．はじめに 

我が国では，これまで自動車乗車中乗員の死亡数を

低減するために，自動車の乗員保護性能に関する技術

基準及び JNCAP（Japan New Car Assessment 
Program：市販車の安全性能を実車でテストし結果を
公表する事により，安全性能の高い車両を普及させる

ための事業）を整備することにより対応してきた．出

会い頭事故等に多い側面衝突事故についても同様で，

現在の試験法はECE/R95をベースに実施している．
一方で，車両側の対策として，近年，カーテン・サイ

ド・エアバッグ（以下，CSAB 「Curtain Side Air Bag」
と記述する）を装備する車両が多く見られるようにな

ってきた． CSAB は一般に，電柱や立木などの地上
構造物との側面衝突時の乗員保護対策として効果が

高い乗員保護装置とされてきたが，最近の研究により

車両同士の衝突事故においても有効な対策であると

考えられている１）． 
そこで，本報告では，自動車の側面衝突時における

カーテンエアバッグの効果について，車両質量の異な

る車種を用いて実車試験を行った結果について報告

する． 
 

２．事故調査 

市場での側面衝突事故の実態を把握するために，平

成17 年から平成19 年までの3 年間の側面衝突死亡
事故について，衝突車及び被衝突車の車両質量に着目

して調査を実施した．なお，分析の対象となる事故は，

被衝突車が軽自動車及び普通乗用車の死亡事故に限

定し，多重衝突事故やシートベルト非着用等を除外し

た．被衝突車と衝突車の車両質量別死者数を図１に示

す．なお，衝突車死者数で示す数値は，当該質量の車

両が衝突した場合の被衝突車側車両の死者数を示す． 
被衝突車死者数の 77％が 1250kg 以下の車両であ
るのに対して，1250kg 以下の車両が衝突車となった
場合の被衝突車側死者数は 27%であった．また，車両

質量が 1500kg以上の車両は，被衝突側であった場合
の死亡車事故が 7%なのに対して，衝突側となった場
合は 57%であった．つまり，軽い車両は被害性が高く，
車両質量の大きい車両は加害性が高いことが明らか

となった． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図１ 側面衝突事故における被衝突車の質量別死者の割合

（平成17年～19年：141人） 
 

３．実車側面衝突試験 

３．１．試験概要 

側面衝突時において，側突車乗員の傷害低減に有効

とされる CSAB の効果について，実車衝突実験によ
り確認した．試験方法は，事故調査結果や乗車位置調

査結果もふまえて，日欧の側面衝突試験法（衝突車速

度 50km/h）を基本とし，ダミーの乗車位置は市場実
態を考慮してダミー頭部重心が B ピラー中央と重な
る位置に調節して実施した１）．また，実験に用いる車

両は，事故調査結果から小型普通乗用車と車両質量の

軽い軽自動車を用いた．CSAB 有りと無しの車両を
それぞれ同一条件で実験を行うことで，その効果につ

いて確認した．今回使用した試験車において CSAB
有りの場合は，サイドエアバッグ（SAB：Side Air 
Bag）も装備されているので合わせて SAB の効果の
確認も実施した． 

1000～1250kg ～1000kg 軽自動車 

1250～1500kg 1500～1750kg 1750kg～ 

  

63 

15 

10 

30 

13 

23 

21 

6 

16 

4 

65 

0% 
被衝突車質量別の 

被衝突車側試射割合 

45% (63) 

11% (16) 

11% (15) 

7% (10) 

21% (30) 

9% (13) 

16% (23) 

15% (21) 

4% (6) 

11% (16) 

46% (65) 

衝突車質量別の 

被衝突車側死者割合 

 

20% 

40% 

60% 

80% 

100% 3% (4) 

77 % 

57 % 

7 % 

27 % 

–184–



 

 

３．２． 実験方法 
３．２．１ 衝突形態 
表１に実験の衝突形態及び実験条件の概要を示す．

実験は，衝突車としてECE/R95-MDB を用い，被衝
突車として「CSABを装備していない車両」と「CSAB 
を装備している車両」を用い，それぞれ 1 回の実験
を実施した．衝突形態は，被衝突車右側面への衝突速

度 50km/h の直角側面衝突である．衝突車の側突車に
対する衝突位置は，日欧の側面衝突試験法規と同様

に，衝突車左右中心を被衝突車前席の SRP（Seating 
Reference Position） に一致させることとした．実験
前の被衝突車のダミー搭載状況を図２に示す． 
なお，後席にはCRS（Child Restraint Systems）
および子供ダミーを搭載しているため，搭載条件によ

り若干の質量差が生じている． 
表１ 実車側面衝突実験の衝突形態及び実験条件 

 軽自動車 普通乗用車 

衝突形態 

 
 
 

 

  
 
 
 

衝突速度 50 km/h 50 km/h 
衝突車の目標位置 衝突車の車両中心と側突車の SRP と一致する位置 

ダミー搭載条件 ダミー頭部重心とＢピラー前後中心が一致する位置 

衝突車 仕 様 ECE/R95-MDB 
質 量 948 kg 

被衝突車 

形 状 ５ドア・軽自動車 ４ドアセダン型普通乗用車 

質 量 969kg (CSAB有り) 
958kg (CRSB無し) 

1279kg (CSAB有り) 
1253kg (CSAB有り) 

前席ダミー 衝突側：ES-2 衝突側：ES-2 

後席ダミー（※ 
CSASB有り 衝突側：Q3s 

反衝突側：－ 
CSASB有り     衝突側：Q3s 

反衝突側：CRABI 6MO 
CSASB無し 衝突側：Q3s CSASB無し          衝突側：Q3s  

※本報告では後席ダミーの評価については述べない． 

     軽乗用車      普通乗用車 
図２ ダミーの搭載状況比較 

 
 

３．３． 試験結果 
３．３．１．車体変形状況 
図３に被衝突車の試験後の車体外板の胸部高さお

よびヒップポイント高さの水平断面の変形状況比較

を示す．変形量は，同じ車両の CSAB 有りと無しの
それぞれで比較すると，ほぼ同等であった．また，車

両違いで比較しても，乗員搭載位置である B-ピラー
付近から車両前方では大きな差は見られなかった． 
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図３ 試験後の外板変形状況比較 
３．３．２ ダミー各部の最大傷害値比較 
図４にダミー最大傷害値の比較を示す． 
今回実施した各試験におけるダミー各部の最大傷

害値については，いずれも法規基準を満たしていた． 
図４（ａ）の頭部傷害基準（Head Performance 

Criteria : HPC）の比較では，軽自動車及び普通乗用
車ともに，CSAB 無しに比べて CSAB 有りの場合で
は，それぞれ約１／２及び約１／３程度に低減した．

普通乗用車のHPCは，CSAB無しの場合で 255，軽
自動車では 588と，軽自動車では普通車に比べると大
きな値であった． 
 図４（ｂ）の上部・中部・下部肋骨変位の最大値比

較では，軽自動車においてサイドエアバッグによる低

減効果がみられなかったが，普通乗用車では低減効果

がみられた． 
 図４（ｃ）の各胸部肋骨のV＊C（Viscous Criteria：
胸部粘性基準）の最大値の比較では，胸部肋骨変位の

場合とほぼ同様の傾向を示した．ただし，CSAB有り
の場合において，V＊Cの最大値で比較すると軽自動
車の方が普通乗用車よりも大きな値を示した． 
 図４（ｄ）の腹部荷重，恥骨荷重の比較では，腹部

荷重は軽自動車の方が普通乗用車より高い結果とな

った．恥骨荷重は軽自動車の方が若干小さかった．ま
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た，腹部荷重については，軽自動車ではサイドエアバ

ッグによる低減効果が認められたが，普通乗用車の場

合は認められなかった． 
 

 
（ａ）頭部傷害基準（HPC） 

 

 
（ｂ）胸部肋骨変位 

 

 
（ｃ）胸部肋骨 V*C 

 

 
（ｄ）腹部，恥骨荷重 
図４ ダミー最大傷害値 

３．３．３ ダミー各部最大傷害値の時間履歴 
図５にダミー傷害値の時間履歴の比較を示す． 

 図５（ａ）の頭部合成加速度時間履歴比較では，

CSAB無しの場合，どちらも約 50ms付近で加速度が
急激に立ち上がっていたが，軽自動車の方が普通乗用

車より立ち上がり開始時刻が若干早く，また加速度の

最大値では軽自動車が約 120G，普通乗用車が約 100G
と軽自動車の方が約 1.2倍大きかった．CSAB有りの
場合について，加速度波形を比較すると普通乗用車で

は約 30msから加速度が緩やかに立ち上がり，軽自動
車ではCSAB無しの場合とほぼ同等の約 50msで急激
に立ち上がっていた．最大加速度は普通乗用車が約

40Gで軽自動車は約 80Gと，軽自動車の方が約 2倍大
きかった．これは，普通乗用車では，CSABの膨張部
にダミーの頭部重心が衝突したのに対して，軽自動車

では膨張部から外れて衝突したためと考えられる． 
 図５（ｂ）の胸部肋骨変位の時間履歴比較では，

CSAB無しの場合に，軽自動車の方が普通乗用車に比
べて肋骨変位の立ち上がり時刻が早かった．また，中

部肋骨と下部肋骨の立ち上がり時刻はほぼ同等であ

った．CSAB有りの場合では，各肋骨変位の立ち上が
り時刻は軽自動車と普通乗用車でほぼ同等であった．

また，いずれの車種においておいても，上部肋骨に比

べて下部肋骨の立ち上がり時刻が早い結果となった． 
胸部肋骨変位の立ち上がり時刻及び最大値は，胸部

から腹部にかけて展開するサイドエアバッグがダミ

ーと接触する位置に大きく影響されるものと考えら

れる．すなわち，CSAB有りの場合には，下部肋骨付
近で展開したサイドエアバッグにより衝突による車

室変形がダミーに伝達されるため，下部肋骨変位の立

ち上がり時刻が早くなり，また，サイドエアバッグの

影響により上部肋骨及び中部肋骨に比べて今回の試

験結果のように下部肋骨の最大値が大きくなること

もあると考えられる． 
 図５（ｃ）の腹部荷重の時間履歴比較より，腹部荷

重では，CSAB無しの場合，荷重の立ち上がり時間は
軽自動車が約 28ms，普通乗用車が約 35msと軽自動車
の方が早く，最大荷重は軽自動車が約 1.7kN，普通乗
用車が約 0.7kN と軽自動車の方が大きくなった．
CSAB有りの場合，どちらの場合も約 20msで荷重が
立ち上がり，CSAB有りの方が無しより立ち上がり開
始時間が早かった．最大荷重は軽自動車が約 1.1kN，
普通乗用車が約 0.7kNと軽自動車の方が大きかった．  
 図５（ｄ）の恥骨荷重の時間履歴比較より，CSAB
有りと無し，軽自動車と普通乗用車でほぼ同等の約
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22msで荷重の立ち上がり，最大荷重も約 3kNとほほ
同等であった． 

 
（ａ） 頭部合成加速度 

 

 
（ｂ） 胸部肋骨変位 

 
（ｃ） 腹部荷重 

 
（ｄ） 恥骨荷重 

図５ ダミー傷害値の時間履歴 

４． まとめ 

 自動車の側面衝突時におけるカーテンエアバッグ

の効果について，事故調査及び実車衝突試験による検

討を実施した．以下に，今回得られた結果についてま

とめる． 
・ 事故調査結果から，車両同士の側面衝突事故にお

いて，車両質量の軽い車両の被害割合が高い傾向

がみられ． 
・ 今回実施した実車衝突試験において，全ての試験

条件について，ダミー傷害値は法規の基準値を満

足していた． 
・ 実車衝突試験において，軽自動車と普通乗用車で

は試験時質量に約 300kg の差があったが，車両の
外形変形量に大きな差は見られなかった． 

・ 頭部傷害値に関しては，軽自動車及び普通乗用車

ともに CSAB無しに対して CSAB有りでは傷害値
が減少しており，CSABの効果が認められた． 

・ 胸部傷害値については，今回の試験においては胸

部肋骨変位および胸部肋骨Ｖ＊Ｃともに，特に下

部肋骨において CSAB無しに対して CSAB有りで
は傷害値が増加する場合がみられた． 

・ 頭部傷害値と腹部傷害値に関しては，CSAB の有
無にかかわらず，今回の試験に使用した車両につ

いては軽自動車の方が普通乗用車より大きな値を

示した． 
 
本件は，国土交通省の受託調査「自動車の側面衝突

時の乗員保護装置に係わる調査」の調査及び試験結果

の一部をまとめたものである． 
 

参考文献 
１）Yonezawa, H., et al. “Investigation of New Side 
Impact Test Procedures in Japan” 21th ESV, Paper 
Number ,09-0369 (2009). 
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⑯大型車のホイールボルト折損による車輪脱落事故について 
 

自動車安全研究領域   ※細川 成之  齊藤 晧二  田中 良知 
 
 

１．目 的 

大型車のホイールボルト折損による車輪脱落事故

は，国土交通省が平成１６年に実施した「大型車のホ

イールボルト折損による車輪脱落事故に係る調査検

討会」以降，国土交通省による業界及び使用者への指

導・啓発もあり減少傾向がみられる．しかしながら，

平成２０年４月の死亡事故，平成２１年２月の負傷事

故など依然として年間約４０件の事故が発生してい

る状況にあり，更なる対応が望まれる状況にある． 
そこで，本報告では国土交通省に寄せられた情報に

基づき，ホイールボルト折損による車輪脱落事故の状

況について分析したので，その結果を報告する． 
 

２．大型車のホイールボルト折損による 
車輪脱落事故の発生状況 

 図１に大型車のホイールボルト折損による車輪脱落事

故件数の推移を示す．国土交通省の集計によると，平成

１１年１月から平成２０年１２月末までに３０４件の事

故が発生している．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１ 大型車のホイールボルト折損による 
車輪脱落事故件数の推移 

年別にみると，平成１１年から平成１５年までの５年

間が３４件であったのに対して，平成１６年：７１件，

平成１７年：６９件，また平成１８年から平成２０年で

は毎年４０件～５０件程度となっている．平成１６年と

平成１７年の事故件数が多くなっているのは，平成１６

年５月から事故情報の収集を強化するとともに，平成１

７年２月に自動車事故報告規則を改正し車輪脱落を含む

車両故障により運行できなくなった事故についての報告

を義務化したことによると考えられる． 
以降の分析は，平成１６年に実施した調査 1)と平成１

７年～１９年の３年間の事故を比較して実施した． 
車齢別事故発生件数を図２に示す．平成１６年に実

施した調査では，車齢が増すにしたがい事故発生件数

が増加する傾向を示し，車齢８年～１０年を最大とし

て減少傾向が見られた．これに対して，平成１７年～

１９年の発生事故でも同様の傾向を示しているが，若

干ではあるが長期使用車両の事故割合が高くなる傾

向がみられた．これは，近年自動車の平均車齢が高く

なっていることも影響していると考えられる．なお，

車齢１０年以上において減少しているのは車両保有

台数の減少による影響なども考えられる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２ 車齢別事故発生件数 
 
次に，走行距離別の発生件数について図３に示す．

平成１６年に実施した調査では，走行距離が増すにし

たがって事故発生件数が増加する傾向を示し，５０万

ｋｍ～７５万ｋｍを最大として減少傾向が見られた．

これに対して，平成１７年～１９年の発生事故件数で

は，７５万ｋｍ～１００万ｋｍが最も多くなってお

り，走行距離の長い車両の事故件数が増加する傾向が

みられた．これは，長期使用による走行距離の増加等

の影響なども考えられるが，一方で，走行距離の長い
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車両の点検整備が重要であることを示すものといえ

る． 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図３ 走行距離別事故発生件数 
 

次に，月別事故発生件数を図４に示す．いずれの調

査においても，１２月～３月の４ヶ月間の冬期に全体

の半数の事故が発生しており，平成１７年～１９年の

事故については，特に２月の発生件数が多くなってい

る．２月前後に脱輪事故が多いのは，晩秋から初冬の

比較的短期間に夏用タイヤから冬用タイヤへの交換

作業が他の時期に比べて集中することに着目すると，

タイヤ交換作業時の何らかの締結不良がボルトの金

属疲労等の要因となり，その後数ヶ月を経て折損に至

る，といった事例が多いためではないかと考えられ

る．したがって，車輪脱落が集中する時期に重点的に

点検整備を実施するだけでなく，タイヤ交換が集中す

る時期も同様に実施することも重要と考えられる． 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
図４ 月別事故発生件数 

 
次に，タイヤの脱落箇所別事故発生件数を図５に示

す．いずれの調査においても，不明を除くと 95％以
上が後輪で発生しており，特に平成１７年～１９年の

事故においては，左後輪の割合が増えている．後輪に

ついては，一部を除き図６に示すＪＩＳ方式の締結方

法を採用しており，ＩＳＯ方式を採用していた車両は

平成１１年～１９年の事故２６５件のうち２件（いず

れも大型バス）だけであった．脱輪箇所が後輪に集中

している要因としては，支持する荷重の大きさや駆動

トルクといった後輪の機械的条件の厳しさや，大型車

の後輪が運転席から離れているため異常に気づきに

くいという点もあるが，後輪のほとんどがＪＩＳ方式

の複輪である点に着目すると，タイヤの脱着作業及び

点検時の要因が多いと考えられる．つまり，ＪＩＳ方

式では，内側と外側のホイールをそれぞれインナーナ

ットとアウターナットで別々に締結するため，特にイ

ンナーナットの締結不良は外側ホイールを取付けた

後では確認が難しい構造となっている．また，右側ホ

イールと左側ホイールがそれぞれ「右ねじ」，「左ね

じ」と締結方向が逆向きであるために，インパクトレ

ンチ等の工具を使って作業する場合に，緩める作業の

つもりが締め付ける操作を行い，結果的に過締めとな

りボルトやホイール座面を損傷してしまう可能性も

考えられる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図５ 脱落箇所別事故発生件数 
 
 
 
 
 
 
 
 
図６ 大型車の車輪構造（ＪＩＳ方式，複輪） 
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さらに，折損したボルトの検知についても，複輪で

はアウターナットとインナーナットで外側ホイール

を挟む構造であるため，アウターナットの増し締めだ

けを行う場合では，規定トルクで締結できる場合があ

り，結果的にボルトの折損を見落としてしまう可能性

がある． 
 

３．ホイールボルトの折損要因 
平成１７年から１９年に発生した１６０件の事故

について，事故状況等から推定した原因について分類

した結果を表１に示す． 
事故の原因が明確に特定できない事例がほとんど

であったが，一方で，ホイールとホイールボルトの誤

った組み合わせ（以下，誤組という）といった，明ら

かに整備段階での不具合が原因と考えられる事例が

一定数みられた．ＪＩＳ方式の複輪用ホイールボルト

は，アルミホイール用とスチールホイール用でボルト

長さが異なるため，誤組をするとインナーナットが複

輪の内側ホイールを規定トルクで締結できず，結果と

してボルトの折損の要因になることが指摘されてい

る１）． 
インナーナット及びアウターナットの締結不良

（「緩み（締結力不足）」または「過締め（規定トルク

以上で締結）については，事故後のホイールのナット

座面の状態やボルトの伸び等からの推測であるが，ボ

ルトの折損原因としては最も多くなっている． 
 

表１ 脱落事故要因の分類 
原 因 内 容 

ホイールとボル

トの誤組 
アルミホイール用ボルトにスチー

ルホイールを装着：１０件 
ナットの締結 
不良 

インナーナットまたはアウターナ

ットの締結力不足，または過締

め：２０件 
パンク 内側または外側タイヤのパンクに

よる偏荷重：２件 
過積載 最大積載重量を大幅に越えた荷物

を積載：２件 
その他 球面座のめくれ等：１件 

 
次に，脱落事故のうち，１２ヶ月点検，３ヶ月点検

及びタイヤ交換を伴う整備作業の実施日のうち事故

発生日に最も近い作業日から事故発生日までの期間

について図７に示す．サンプル数が少ないこともあり

明確な傾向を見いだすことは出来ないが，作業実施日

から５ヶ月以内に約半数が脱落事故を生じているこ

とがわかる．また，作業実施時から１ヶ月以内に脱落

している事例も８件あり，このうち２件はアルミホイ

ール用のボルトにスチールホイールを取付けた「誤

組」であり，残りの６件についても直前作業がタイヤ

交換を伴う作業等が多かった．以上のことから，タイ

ヤ交換等の整備作業時にホイールボルトの締結不良

を生じた場合には，早い時期に脱落に至る可能性が高

いと考えられる． 

図７ 直前の点検・整備から事故発生までの期間 
ホイールボルトの折損から車輪脱落までの経過に

ついては，脱落後のホイール及びホイールボルトの状

態から，全てのホイールボルトが同時かつ短時間に折

損することは考えにくく，ほとんどの事例において１

本または数本のボルトが折損してから一定期間走行

後に残りのボルトが折損して車輪脱落に至ったもの

と考えられる．これは，ボルトの締結不良があったと

する事例等において，折損ボルトのうち数本のみに錆

が発生していたことや，１～２本のボルトが折損せず

に残っている事例が報告されていることからも推測

される． 
したがって，車輪脱落事故を低減させるためには，

タイヤ交換時のボルト等の状態確認や締結力管理は

もとより，日常点検を含む定期的な点検・整備が重要

であると考えられる． 
 

４．まとめ 
国土交通省に寄せられた事故情報からホイールボ

ルトの折損による車輪脱落事故の状況とその要因に

ついてまとめた． 
・ 最近の車輪脱落事故は，長期使用車両および走行

距離の長い車両で多発する傾向となっている．ま

た，事故の多発する時期にも一定の傾向がみられ，
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１２月～３月に発生する事故については，タイヤ

の交換作業との関係について着目する必要があ

る． 
・ 車輪の脱落箇所は，ほぼすべてが複輪タイプの後

輪であり約７割が左側であった．また，締結方式

はほとんどがＪＩＳ方式であった． 
・ ホイールボルトの折損要因については，国土交通

省及び業界団体啓発活動にもかかわらず，ホイー

ルとホイールボルトとの誤組やボルトの締結不良

が多くみられた． 
・ タイヤ交換等の作業時に締結不良が生じた場合に

は早期に折損に至る可能性がある． 
・ 車輪脱落事故はボルトの全数が同時に折損する可

能性は低く，ボルト折損の初期段階または，その

要因と考えられる締結不良を検知することによ

り，ホイールボルト折損による車輪脱落事故をこ

れまで以上に低減できるものと考えられる． 
 

５．車輪脱落事故防止策の現状 
大型車のホイールボルト折損による車輪脱落事故

の防止策として実施されている主な対策について以

下に述べる．国土交通省では，自動車点検基準を平成

１９年４月１日付で改正し，大型車については日常点

検時にホイールボルトの目視点検と点検ハンマなど

を用いた点検（図８）の実施を，３ヶ月点検時にトル

クレンチを用いたホイールナットの規定トルクでの

締め付け等を，１２ヶ月点検時にインナーナットとア

ウターナットを取り外した状態でボルト，ナット及び

ホイールを確認するよう義務づけている２）．また，車

両メーカー及び関連団体においても，点検整備の啓発

を行うとともに，国内の大型車メーカーについては，

排出ガス規制（平成２１年ポスト新長期規制）適合車

から新・ＩＳＯ方式のホイールを採用している． 
ホイールボルトの規格（複輪）について表２に示す．

ＪＩＳ方式とＩＳＯ方式の相異点として，まず一輪あ

たりのボルトの本数がＪＩＳ方式：８本，ＩＳＯ方

式：１０本とＩＳＯ方式では２本多い点が上げられ

る．ボルトの有効径は，ＪＩＳ方式がＭ２０（複輪の

場合）なのに対して，ＩＳＯ方式ではＭ２２を使用し

ており強度的に優位であると考えられる．また，ホイ

ールのセンタリングは，ＪＩＳ方式ではナットとホイ

ールとの接合部に球面座を用いることによりセンタ

リングを行っているのに対して，ＩＳＯ方式ではハブ

とホイールのインロー部によりセンタリングを行っ

ている．複輪の締結方法については，ＪＩＳ方式では，

内側ホイールと外側ホイールをそれぞれインナーナ

ットとアウターナットで締結しているのに対して，Ｉ

ＳＯ方式では１個のホイールナットで締結し単純な

構造となっており，点検整備も比較的容易な構造と考

えられる． 
また，工具・検査機器メーカーにおいてはトルク管

理型のナット締め付け器具や，ボルトの折損検知機器

等の開発を実施している．  
車輪の脱落事故を防止するためには，その原因とな

るホイールボルトの締結不良等を防止することが求

められるが，一方で，点検整備においてもいち早く異

常状態をチェックする方法を検討する必要がある． 

 
図８ 点検ハンマによる点検 

表２ ホイールボルトの規格（複輪） 
 日本 欧州 米国 

方式 JIS ISO ISO SAE 

PCD(mm) 285 355 
285.75 

一部 335 
285.75 

ボルト数 8 10 

ボルトねじ 

サイズ 

インナー：M20 x 1.5 

アウター：M30 x 1.5 
M22 x 1.5 

ナット座面 球面座 平座 

ホイールの 

センタリング 

ホイールナット球座面による 

ホイールボルトのセンタリング 

ハブとホイール・インローに 

よるセンタリング 

締め付け 

トルク 
550 ～ 600 N m 600 ～ 650 N m 

構 造 

(複輪) 
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２）国土交通省ホームページ 

http://www.mlit.go.jp/kisha/kisha07/09/090314_2_.html 
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⑰夜間運転時における歩行者認知特性の解析と 
予防安全支援システム効果評価シミュレータへの活用 

 
 

交通システム研究領域  ※青木義郎 
自動車安全研究領域    森田和元、田中信壽、塚田由紀 

 
 

１．はじめに 
夜間時において自動車事故は発生しやすく、特に死

亡事故数は夜間時に全体の半数近くを占め、そしてそ

の多くは対歩行者への事故である。茨城県警の平成

21 年事故調査 1)によると夜間運転時の対歩行者事故

のうち 9 割超がロービーム使用しており、そのうちハ

イビームを使用していれば 5 割近くは回避可能とい

う報告もなされている。こうしたことから 13 の各県

警においてハイビームを基本とするような指導もさ

れている。しかしながらこうしたハイビームの使用

は、対向車に蒸発現象などを引き起こす要因となり、

かえって危険ではないかと言う意見もある 3)。こうし

た問題解決のためハイビーム／ロービームの自動切

替する前照灯システムや配光を自動制御する ADB
（Adaptive Driving Beam）といったシステムの採用

も図られつつある。このようにハイビームをより適切

に活用するような動きが出ているが、対向車や歩行者

との位置関係によってロービーム、ハイビームあるい

はそれ以外の配光のどれを使用するのが適切か技術

基準などで明確化されていないのが現状である。 
本研究では、ドライバの視覚特性を画像で可視化す

るＣＧシミュレーション 4)を用いて、前照灯の配光特

性の変化により歩行者の見え方がどのように変化す

るかについて調べその改善方法について検討を行っ

た。さらに予防安全支援システム効果評価シミュレー

タへの活用方法についても検討を行った。 
 
２．夜間運転時の視覚能力の低下と交通事故への影響 

夜間運転時においてドライバは視力の低下やグレ

ア感度の向上に伴う蒸発現象などにより、事故が発生

しやすくなる。特に重大事故が起こりやすくなり、死

亡事故数は夜間時に全体の半数近くを占める。また夜

間事故の特徴としては対歩行者の事故の割合が増加

し、特に高齢ドライバにおいてその傾向は顕著になる
５）（図１参照）。 

歩行者死亡事故のうち 73％は道路横断中に起こっ

ており（H21 年中）、横断歩道外を横断中のケースが

約 50%を占め最も多くなっている（図２参照６））。 
また昼は自動車から見て「左側からの横断」と「右

側からの横断」の事故の割合がほぼ同等であるのに対

して、夜は「右側からの横断」の割合が多くなり約

70%を占める（図３）。この原因の一つとして考えら

れるのが、ロービームの光学的な特徴（図４参照）で

ある。対向車へのグレアを抑制する配光特性から右側

の歩行者が視認しづらいのでないかと考えられる。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図１ 自動車死亡事故の被害者の比率 5) 

 
  

 
 
 
 
 
 

図 2 対歩行者死亡事故に  図３歩行者横断事故の 
おける歩行者行動別割合   方向別比率 
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水晶体混濁粒子及び光源の設定

水晶体内での光減衰率及び散乱角強度分布の算出

模擬光子数

＞全模擬光子数

光源から眼球へ光子進入 進入角決定

散乱数＞最大散乱次数
or

光子吸収

散乱角度及び
位置決定

光子が網膜
に到達

模擬光子１個分
光幕輝度分布加算

 
図４ ロービーム配光例 

 
３．視覚特性を考慮したドライバ視界の CG化手法 

 本研究では、前照灯による夜間運転時のドライバ視

界の変化を、視覚特性を考慮して画像表示するCG シ

ミュレーション４)を用いて解析を行った。 
３．１．解析手法 

本研究では対向車前照灯のグレア光幕輝度も CG
上で描写するものとする。そのグレア光幕に関して眼

球内光散乱を数値シミュレーションにより解析を行

い、その可視化を行う。 
水晶体の透過率や粒径は過去の実測データ7)-10)に基

づき表１のように設定した。データは、年齢20歳のド

ライバの平均値を用いた。 
 これらの水晶体データに基づき、図５に示すモンテ

カルロシミュレーションにより光幕輝度の算出を行

う。 
     表１ 水晶体光学特性 

水晶体の屈折率      1.40 

水晶体内の混濁粒子屈折率 1.55  

混濁粒子の粒径       1μｍ 

 
 
 
 
 
 
 
 
     図５ 眼球内光散乱の解析手法 
 
３．２．設定条件 

 CGシミュレーションは、2台の車両がすれ違い走行

する場合などについて実施し、対向車のすれ違いビー

ムの見え方と2台の車両の前照灯照射による路面の輝

度分布について解析を行う。その計算パラメータを表

2に示す。路面反射率は15％、完全拡散反射とする。

歩行者や白線標識の反射率は80％を用いるものとす

る。前照灯の配光については実際に使用されているも

のの平均値を用いた。 
表２ 計算パラメータ 

前照灯地上高      0.65m  
２灯左右間隔      1.15m 
ドライバの目の高さ   1.20m 
背景条件        夜間 
街路灯照射照度注1) 鉛直面0.5lx 水平面3lx 
 注 1）交通量の少ない道路（住宅地区）を想定 

 
道路は 2 車線、道路幅は 7m（単車線は 3.5m）と

し、車両（ドライバの目の位置）はそれぞれ中心線か

ら横 2m 位置を走行する（図６参照）。直線走行する

場合について、自車両側のドライバから見たときの視

界についてCG 解析を行う。歩行者は高さ 1m、直径

0.3m の円筒状、無彩色で反射率 20%と設定しその見

え方について解析を行った。 
 
 
 
 
 
 
 
     図６ 道路設定条件 

 

４．解析結果 

４．１．前照灯の配光による視認性の変化 

 図６に示す車道両側の歩行者の視認性を調べるた

め、歩行者と背景のコントラスト（足下での”（歩行

者輝度－アスファルト路面輝度）／歩行者輝度“で算

出したもの）を算出した。その結果を図７に示す。な

お対向車は存在しないものとした。 
 左側歩行者および右側歩行者いずれもロービーム

よりもハイビームの方がコントラストは向上してお

り、歩行者の視認性はハイビーム利用により改善され

ることが示されている。またすれ違いビームの場合に

は右側歩行者は左側歩行者よりも距離が長くなった

場合のコントラスト低下が大きく視認性が低下しや

すい。右側の視認性の低下が事故の起こりやすい原因

のひとつとして考えられる。 
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(a)左側歩行者 
 
 
 
 
 
 
 
 

(b)右側歩行者 
図７ 対向車がいない場合の歩行者の被視認性 

 
しかしながらハイビームの利用は対向車が存在す

る場合には、そのグレア光幕により視認性低下を引き

起こす可能性もある。グレア光幕による見かけ上のコ

ントラスト低下を考慮した CG 解析（図８）による結

果を図 9 に示す。対向車と自車両は同じビーム（2 台

ともハイビーム、あるいは 2 台ともロービーム）を用

いているものとし、そのビームの全体的な効果につい

て解析した。対向車位置は道沿いに歩行者直近の後方

4.5m（横断歩道後ろの停止線を想定）とした。 
 グレア光幕の影響によりロービームよりもハイビ

ームの方がコントラストは低下しており、対向車がい

る場合にはハイビームの利用は逆に視認性を低下さ

せる可能性があることが示されている。対向車の車両

位置を変化させた場合の結果を図 10 に示す。対向車

の距離によりグレア光幕の影響も変化する。 
 
 
 
 
 
 
 

図８ グレア光幕が歩行者の視認性に及ぼす影響 
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(b)右側歩行者 
図９ 対向車のグレア光幕を考慮した場合の 
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図10 対向車位置による右側歩行者の被視認性の変化 
 

４．２．前照灯の配光によるグレア感の変化 

 ハイビームの利用は暗い夜道において歩行者の視

認性を改善できるが、その反面、対向車が存在する場

合には不快グレアあるいは減能グレアを与える可能

性もある。前照灯の種類により（図11）、グレア感が

どのように変化するかをH.-J.Schmidt-Clausenと

J.Th.H.Bidelsのモデル式により解析を行った。視線

方向は進行方向とする。その結果を図12に示す。 

歩行者
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事故件数及びニアミス件数の変化により，前照灯（ADB）の効果予測を実現
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対向車の位置により許容外のグレアが発生するた

め、その対応も必要になることが明らかになった。対

向車の位置情報に基づきハイビーム／ロービームの

自動切替などのきめ細かな制御を行うことにより、運

転視環境への改善につながるものと考えられる。 
 

 

 

 

 

 

(a) ロービーム     (b) ハイビーム 
図11 対向車前照灯による見え方の変化 

 

図12 対向車前照灯によるグレア感の変化 

 

４．３．予防安全支援システム効果評価シミュレータ 
への活用 

前照灯の改善による歩行者事故やニアミスの低減

効果を定量的に評価するため、今回得られた夜間運転

時の対向車の光幕輝度やコントラスト解析手法を予

防安全支援システム効果評価シミュレータ(ASSESS)
に組み入れ、ADBなどの効果を長期間の交通流シミュ

レーションの実施により評価するものとする（図13）。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 13 視覚特性を組み入れたASSESS の全体構成図 

５．最後に 

夜間時において自動車事故は発生しやすく、特に対

歩行者事故が大きな割合を占める。この研究では視覚

特性を考慮することができる CG シミュレーション

により、事故の発生しやすい夜間運転時のドライバ視

界が前照灯によりどのように変化するか解析し、歩行

者の被視認性を評価した。その結果を以下に示す。 
(1) 対向車がいない場合あるいは遠方に存在する場

合には歩行者の視認性はハイビーム利用により

改善されるが、近くに対向車がいる場合にはグレ

ア光幕により視認性が低下する可能性もある。 
(2) すれ違いビームの場合には、右側歩行者は左側歩

行者よりも歩車間距離が長くなった場合のコン

トラスト低下が大きく視認性が低下しやすい。 
(3) 対向車の位置に応じてハイビーム／ロービーム

を適切に自動切り替えするなどのきめ細かな制

御を行うことが安全性向上に有効である。 
 今後も CG シミュレーションや予防安全支援シス

テム効果評価シミュレータの活用により各種自動車

灯火器の効果評価や改善を行う。 
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⑱後写鏡の代替としてのカメラ・モニタシステムに関する調査 

 
    自動車安全研究領域   ※松村 英樹、塚田 由紀、岡田 竹雄 
        交通システム研究領域   青木 義郎 
 
 

１．はじめに 

近年、駐車時や低速時に直接視界が確保出来ない死

角部分の視認性を補う装置として、バックカメラやフ

ロントカメラなどが搭載されてきている。一方、車両

後方の視認性確保のため、現在、ドアミラーや室内ミ

ラー（以下、これらのミラーを「後写鏡」という。）が設

置されており、法規によりその必要要件が定められて

いる。これらのミラーについても、後方の視認性向上

等のため、カメラ・モニタにより代替することが望ま

れている（以下、後写鏡の代替となるカメラのことをカメ

ラ・モニタシステム「CMS」という）。 

本報告では CMS の利用おける懸念点を整理し、安

全性に関する評価の考え方について検討を行う。さら

にその中で重要と考えられる距離感の項目について

被験者による評価実験を行うこととした。 

２．後写鏡およびＣＭＳに関する考察 

２．１．後写鏡の機能及び性能に関する考察 

CMS によって提供すべき情報を整理するため、以

下に後写鏡から提供される情報のうち、ドライバーが

運転に必要とする主な情報を整理する。 
(ア) 後方の対象物の存在の情報 
(イ) 後方の対象物の同定のための情報 
(ウ) 後方の対象物との相対位置のための情報 
(エ) 後方の対象物との相対速度のための情報 

CMS においても、これらと同様の情報提供が行わ

なければならないと考えられる。 
後写鏡は、幾何光学的に反射板としての機能である

ため、基本的に人間が直接目で見ていることとほぼ同

等となる。そのため、後写鏡を使用する場合、人間の

視覚機能を多数活用する。 
２．２．後写鏡とＣＭＳの相違点 

後写鏡により自車両後方の交通状況を把握する場

合、表 1 のように、ドライバーは自身の視覚機能（視

力・色覚・運動知覚・焦点・両眼視差・瞳孔調整・コ

ントラスト調整など）を直接利用する。そのため、後

写鏡の構造的（後写鏡の面積、曲率、設置角度、設置

位置、反射率等）な制限が対象物に対する後写鏡の表

示性能を制限すると考えられる。 
  ここで、CMS では、図１のようにモニタ部分であ

る表示機能とカメラ部分である視覚機能とが独立し

ている。このような特徴を含めて、今回、後写鏡と

CMS との安全性の検討を最初に行った。 

表 1 視覚機能と CMS 機能の対比 

視覚機能 CMS 
カメラ部 モニタ部 

視力 撮像素子の分解能 解像度 

色覚 色階調、コントラ

スト 色階調、ｺﾝﾄﾗｽﾄ比 

運動知覚 サンプリング周波

数 フレームレート 

焦点調整 光学的レンズ調整 － 
両眼視差 ステレオカメラ 3D モニタ(*1) 
瞳孔調整 絞り、露光調整 － 

ｺﾝﾄﾗｽﾄ ダイナミックレン

ジ ｺﾝﾄﾗｽﾄ比 

  

  

Viewing 
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Rear view 
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Recognition 
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(a) Action process of      
rear view mirrors 

(b) Action process of CMS 
  

図１ 対象物確認のためのプロセスの比較 
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３．ＣＭＳの安全性の評価に関する検討 

３．１．懸念点の分類 

CMS を使用する場合、安全上の懸念について、以

下の３点を考慮し、（ア）から（エ）の分類で懸念点

を整理した。 
(α)  CMS が正常に作動すること 
(β) 後写鏡と同等以上の性能で表示すること 
(γ) CMS での視覚認知が後写鏡でのそれと同等以

上であること 
(ア) ハードウェアに関する懸念点 

ハードウェア（主に電子装置）に関する安全上の

懸念点 
(イ) 視覚に作用する表示機能に関する懸念点。 

CMS の表示機能とドライバーの視覚機能の連携

における安全上の懸念点。 
(ウ) 視覚認知に関する懸念点 

CMS では、その表示性能がシステム全体に大き

く影響するため、視覚性能に基づく人間の認知が、

後写鏡の場合と異なることに対する懸念点。 
(エ) その他の懸念点 

その他の安全性に係わる懸念点。 
３．２．ＣＭＳでの懸念点の評価の考え方 

 本検討において、評価を行う上での基本的な２つの

考え方を示す。第 1 の考え方は、「現在使用されてい

る後写鏡に対して、それと同等以上の安全性が確保さ

れれば、現状よりも安全性は低下しない」という考え

方である。これは、後写鏡使用時に対する相対的な安

全性の比較を示す。第 2 の考え方は、「運転一般に対

する安全性への影響を評価」である。後写鏡と CMS
に同様の事象が発生した場合、安全性が同レベルで低

下することで、第一の結果が同等であったとしても、

その事象が運転一般の安全性の観点から問題になる

ことが考えられる。 
以上の 2 つの考え方について、それぞれ以下のよう

に評価クラスを設定する。 
①後写鏡使用時に対する相対的な安全性比較 

A；後写鏡使用時と同等以上の安全性であると推定。 
B；後写鏡使用時に比べて特異な運転状況でのみ 
   安全性が低下する懸念。 
C；後写鏡使用時に比べて運転状況により安全性が 
   低下する懸念。 
D；後写鏡使用時に比べて安全性が低下する懸念。 
E；不明な点があり安全性について比較できない。 

②安全性への影響についての評価 
大 ； 常時、事故に繋がる可能性 
中 ；運転状況により、事故に繋がる可能性 
小 ；特異な運転状況でのみ事故に繋がる可能性 

３．３．懸念点の抽出及びその評価結果 

ＣＭＳの安全性に関して、その懸念事項を抽出し、

3．1．節の方法により分類した。更に、著者らの判断

により 3．2．節の評価の考え方に基づき評価した。

それらの結果を表２に示す。 
 

４．距離感に関する実験 

４．１．実験内容 

 上記の検討により、多くの懸念点が抽出されたもの

の、今回はその中でも特に重要であると考えられる対

象物への距離感について実車を用いた評価実験を行

うこととした。  

表 2 安全性に関する検討結果 

No. 懸念点
抽出
理由

ミラーに
対する相
対評価

安全性
への影

響
1 カメラ故障時 α A 中
2 EMCによる誤作動 α D 中
3 カラー 又は 白黒 β D 大
4 リアルタイム性 β D 大
5 ブルーミング β A 中
6 昼光対策 β D 大

7
画像品質
(露出、画素数など）

β D 大

8 フレームレート β D 大
9 カメラのダイナミックレンジ β D 大
10 露出基準の設定 β E 大
11 焦点の自動調整 β C 大
12 ズーム機能 β D 中
13 夜間の露光の適応 β A 中
14 夜間のモニタ画像の明るさ β B 小
15 １つのモニタでの表示カメラ数 γ D 大
16 カメラレンズの種類 γ A 大
17 画面の縦横比率 γ D 中
18 対象物の検知 γ E 中
19 対象物の同定 γ E 大
20 距離感 γ E 大
21 相対速度感 γ E 大
22 物体の立体認知 γ E 大

23 追加機能（運転支援など）
α ,
β ,γ E 中

24 レンズへの異物付着 β C 大
25 振動の影響 β E 大

26
ＣＭＳの場合は、自車の一部
を写しておく必要がある

γ D 大

27 カメラ及びモニタの設置位置 γ E 大
28 表示すべき範囲 － A 大
29 頭部移動による見える範囲 γ A 中

30 ナイトビジョン・赤外線カメラ α ,γ E 小

31 ワイヤレス機能 α D 中

（ア）

（イ）

（ウ）

（エ）
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本実験では、被験者が車両の後方に固定した実際の

対象物に対する距離感をドアミラーで確認し、次にモ

ニタで確認する。その際、モニタに表示させる画像に

ついては、被験者車両と対象物の距離を変化させた映

像をモニタに表示させる。ミラーによる実際の距離感

と、各距離での映像とを比較することにより距離感を

評価を行う。更に、モニタサイズを変化させた映像を

モニタに表示して同様の比較を行うことにより、モニ

タサイズの変化による距離感への影響を検討する。 
 被験者は運転歴３年以上で週１回以上運転するも

のとした（計 15 名）。また、視力については両眼で

0.7 以上のものとした。 
 比較するミラーの曲率半径は 1320mm とし、また

各種変化させたモニタの条件は表３に示すとおりで

ある。また、図２に例を示すように、ミラーによる像

とモニタ表示画面による像とは同じ状況を表示する

ようにし、モニタサイズを変えても全体の画像を縮小

して表示した（自車の左側を視認する場合の例）。 

表３ モニタの表示サイズ 
表示サイズ 縮小率 表示サイズ（インチ） 

1 1.000  7.0  
2 0.810 5.7 
3 0.656 4.6 
4 0.531 3.7 
5 0.430 3.0 

 なお、モニタの設置位置についてはフェンダミラー

を想定したときの線上の位置に設定した（図３）。 

４．２．実験手順 

 以下の手順で実験を行う。 
① 実験条件の設定（対象物、ミラーサイド） 
② 被験者の着座（目をアイポイントに固定） 
③ 表示サイズを設定（5 段階） 
④ ドアミラーにより対象物の距離感を確認 
⑤ 表示する対象物の距離を設定 
⑥ モニタにより対象物の距離感を確認 
⑦ 被験者による評価 
⑧ ③～⑦を各表示サイズ、各距離において評価 
対象物は、自転車と車とし設定距離の条件を表４に

示す。また、距離感に関する評価は、被験者によるア

ンケート形式とし、表５の 7 段階の評価項目から選択

することとする。評価「1」がミラーよりも非常に遠

くに感じ、評価「4」でミラーと同等の距離感、評価 
「7」でミラーよりも非常に近く感じる評価となる。 

 

 
図２ ミラーの鏡像(上)とモニタ表示画像(下)の比較 

 
 

図３ モニタ画面の設置位置 
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 4 

表４  対象物の設定距離 
 対象物 設定距離 [m] 
ミラー 自転車 30 

車 30 
モニタ 自転車 15, 20, 25, 30, 35, 40 

車 15, 20, 25, 30, 35, 40, 60 

表５  距離感実験における評価項目 
評価 内容 

1 ミラーよりも非常に遠く感じる。 
2 ミラーよりも   遠く感じる。 
3 ミラーよりもやや 遠く感じる。 
4 ミラーと同じに感じる。 
5 ミラーよりもやや 近く感じる。 
6 ミラーよりも    近く感じる。 
7 ミラーよりも非常に近く感じる。 

 
実験条件としては、左ミラーを使用して自転車の左

折巻込みを想定した場合（実験ケース[Ⅰ]）、左ミラー

を使用して車の車線変更を想定した場合（実験ケース

[Ⅱ]）、右ミラーを使用して車の車線変更を想定した場

合（実験ケース[Ⅲ]）の３種類とした。 
 
４．３．実験結果 

 今回の距離感に関しての評価結果例を図４に示す

（実験ケース[Ⅱ]に相当する自車の左側後方の車の場

合）。横軸が対象物までの距離であり、縦軸は表５に

示す評価結果である。この結果から、モニタ画面の大

きさが大きくなるにつれて近く感じることが理解さ

れる。 
今回の実験において、ドアミラーで距離感を確認し

た時の自車両と対象物の間の距離を 30m に固定とし

た。そのため、モニタ上の対象物の位置が 30m の時

の評価が「4」であれば、ドアミラーでの距離感はモ

ニタでの距離感と一致することとなる。図４に示す条

件では、モニタ画面の大きさが 5.7 インチのときにミ

ラーと同等の評価結果となった。他の条件の時の結果

もあわせて考えると、モニタ画面の大きさが約 6.4 イ

ンチの大きさが相当すると推定された。距離感に関し

てのデータの詳細については現在解析中のところで

ある。 
 
 
 

５．まとめ 

今回、後写鏡の代替としてカメラ・モニタシステム

(CMS)を使用した場合について、使用上の懸念点を抽

出し整理した。また、その中で重要度が高いと考えら

れる距離感に関して、静止した状態の実車を用いた評

価実験を行った。 

距離感以外にも、速度感、対象物の同定の容易さ等

についても評価すべき重要な要件と考えられ、今後も

引き続き評価実験を行う予定である。 

なお、本調査は、(財)自動車基準認証国際化研究セ

ンターの委託調査「間接視界要件におけるカメラ・モ

ニタ使用許容範囲に係る調査」により実施したもので

ある。 
 
 

図４ 距離感実験結果例（左ミラー，車，車線変更） 

 
 

0

1

2

3

4

5

6

7

10 15 20 25 30 35 40 45 50 55 60

対象物までの距離 [m]

評
価

値

7.0inch
5.7inch
4.6inch
3.7inch
3.0inch

–199–



 

 

 
 

⑲シミュレーション技術と鉄道信号の安全 
 

 
交通システム研究領域   ※吉永 純 工藤 希 

 
 

１．研究の背景について 
鉄道は地上・車上の膨大な部品群で構成された大き

なシステムであるが、輸送力増、遅延防止等の利便性

向上等を目指し信号システムのディジタル化等の技

術革新も日々進められている現状である。 
しかし開発された新システムの導入により安全性

が低下することは許容されない。信号システムについ

ては、既存のシステム以上の安全性があることを検証

するために他産業同様、FTA（Fault Tree Analysis）、
FMEA（Failure Mode and Effect Analysis）の両解
析技法が一般的に使われ、加えて近年では 2002年に
発行された IEC62278（RAMS規格）、IEC62279等
の安全性解析手順を規定する国際規格及びこれらを

引用する多くの近年制定又は改定された IEC 規格群
の影響により、特に海外向けの鉄道製品についてはこ

れらに定められた手順への適合性、さらには子規格と

いえるEN50129（Safety Case）に参考値として示さ
れている安全率の具体的数値（Safety Integrity 
Level）を満たしていることを示すために、多くの時
間とコストをかける事例が多くなっている。これらの

規格は、バランス良く安全性・信頼性・可用性等の要

素を評価できる手法である反面、複雑なシステムほど

検証作業工数・書類作成が膨大になる性質を有してい

るためである。 
当研究所では、鉄道システム全体における RAMS
規格に沿った安全性・可用性等について簡易に評価す

る動的なシミュレーションを開発し、システム全体を

定量的に評価する手法の開発を進めてきたところで

ある。これらの成果を受け、現在、機器故障や人的な

ヒューマンエラーに起因する不具合が、システムへ影

響を及ぼす影響等について、ボトムアップ的な数量的

解析手法により検討する機能を有したシミュレータ

を今年度末に完成させる工事中である。本稿ではシミ

ュレータの機能と役割について述べたい。 
２．シミュレータの開発について 

２．１．安全性評価シミュレータ概要 
鉄道安全性評価シミュレータ（以下単に「シミュレ

ータ」という。）は、主に４つの機能を有している。（１）

は他列車が走行する中での自列車の手動運転機能で

あり、（２）は複合的な事故の多角的視点からの解析

のための機能であり、いずれも本シミュレータの主要

機能であるが、本稿では（３）（４）を中心に述べる。 
（１）鉄道運転シミュレータ機能 
（２）運転状況記録装置データによる状況再現機能 
（３）安全性評価シミュレーション機能 
（４）任意路線・信号保安装置作成機能 
図１に、シミュレータの機能構成図をまとめる。 
 
 
 
 
 
   線形・信号配置  
                       
                    列車位置速度 
         運転操作 
       運転操作       映像 
 
 
 

図１ シミュレータ機能構成図 
 
安全性評価シミュレーションは、図１のうち「評価

端末」において実行される最大 100倍速の高速シミュ
レーション機能である。評価対象とする路線形状は任

意路線作成端末により作成した路線であり、機器・走

行列車に、事前に設定した確率によりランダムに生じ

る故障を与えて、列車運行に与える影響を評価するも

のである。故障発生はログ記録され、必要によっては

その状況を前後方映像による運転シミュレーション

任意路線作成端末 

画像生成装置 

運転記録装置データ 

データ整形 

運転装置 

動揺装置（２軸） 車掌装置 

広角スクリーン 
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として再生することが可能な設計として開発を行っ

ている。 
２．２．路線作成機能 
運転教育用シミュレーションに使用する鉄道路線の場

合、極めて高精度かつ風景映像まで含めた膨大なディジ

タルデータの作成が必要であり、そのためには大規模な

工数が必要であった。本シミュレータにおいては映像の

迫真性の必要が相対的に低いことから、駅ホーム、鉄道

信号機、橋梁、周辺建物、踏切等の映像は事前に作成し

た標準データベース上のデータを組み合わせることで表

現することにより、運転走行を十分に体験できる品質を

維持しつつ、高度な画像処理等の専門技術を有しないユ

ーザの能力でも、信号機の配置された線路上を走行でき

る路線を作成する機能を開発することとした。具体的に

は、ユーザ側での路線作成をしやすい以下の作成手順と

入力インターフェースを設けることとした。 
(1)路線図形式での線路線形（曲線、カント、勾配）設定 

(2)路線図形式での鉄道建設物、路盤種類等の設定 

(3)路線図形式での分岐器番数、緩和曲線の設定 

(4)路線図又はキロ程により、表形式での軌道回路、信号

機、信号機に付帯する地上子、各種標識類の配置

設定（外部ファイルからのインポートも可能） 

(5)地上信号機及び分岐器の連動の表形式での設定 

 ※連動図表における鎖錠、信号制御又はてっ査鎖錠に

関する関連性により入力する 

(6)地上信号機動作の論理矛盾チェック及びプレビュー 

(7)線路周辺建物を配置（航空写真を利用する機能あり） 

この機能では自由な路線作成に加え、実際の鉄道路線

においては固定的となっている、たとえば軌道回路割（信

号機配置の間隔）については列車のブレーキ距離等から

理論的に決定されて変更が難しいものについて、車両性

能向上に伴う変更や軌道回路分割のようなシミュレータ

上でのデータ変更が容易に行うことができる。 
２．３．故障シミュレーション機能 
２．２で作成した路線において、以下の設備故障及び

ヒューマンエラーを模擬した異常を確率的に発生させる

ことにより、路線における信号装置の可用性、安全性に

ついてシミュレーションを行う機能である。 
列車運行は後述するダイヤ設定された列車を模擬して

おり、想定しえないような故障・異常が発生した場合の

安全性も含めた長期間でのシミュレーションを行うこと

ができる。 
２．３．１ 設備故障シミュレーション 

故障が設定できるものとしては、信号機、連動装置、

分岐器（転てつ機）に対して、故障種別と故障発生率を

パラメータ設定する機能を開発している。 
現状では、故障の結果以下の現象が発生するように機

能を製作している。 

(1)常置式信号機の異常現示 

(2)保安装置（ATS）の異常動作（不作動、異常作動） 

(3)連動装置の異常動作（固着） 

(4)分岐器（転てつ機）の不転換、トングの不圧着 

２．３．２ ヒューマンエラーシミュレーション 
運転中の列車に対し、次の異常が確率的に発生する設

計とした。異常状態の発生確率は、発生率の低い「通常」

モードから高い「圧迫」モードに状態遷移（逆に確率的

に低位モードにも推移）する過程をたどるように構成す

ることで、異常の発生確率が単純化せずより現実的とな

るようにしている。異常発生の結果として、以下の現象

が発生するように機能を製作している。 

(1)分岐器、曲線での速度超過 
(2)停車駅の誤認（駅進入速度の超過） 
(3)信号機の誤認（信号機指示速度の無視） 
(4)ブレーキタイミング遅れ（秒数は多段階） 
２．３．３ 列車ダイヤ設定 
列車遅延時の影響波及防止に関する研究活用も考

慮し、最大 16 本分の列車ダイヤを作成する機能を搭

載することとし各列車に対して走行経路（発着番線）、

運転時分、駅停車時分の設定と、自列車/他列車の設

定を行う機能を開発することとしている。また、各列

車に対しての各停車駅での乗降客の乗降時間を設定

する機能を設け、各駅での乗降時間を設定可能とする

ことで停車駅での列車乗降時間の遅延による列車遅

延を再現することとしている。 

３．まとめ 
開発中の鉄道安全性評価シミュレータの、安全性・可

用性に関する動的な安全性評価シミュレーション機能に

関してユーザ側が作成した路線上で動的な評価を行う機

能について述べた。信号機の配置等の変更後の評価や、

ヒューマンエラーや特異な異常状態時のシミュレーショ

ンまでを含めた動的な評価、さらには安全性を高める何

らかの補助装置についての評価、といったことへの活用

が可能であり安全性向上への一助になると考えている。 
最後に、本シミュレータの研究目的へ多大な理解とご

協力をいただいております関係皆様へ厚く御礼申し述べ

させていただきます。 
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⑳索道情報のデータベース化と安全性向上 
 

－基礎情報の集約と、事故の結果・原因・対策等の共有化をめざして－ 
 
 

交通システム研究領域   ※日岐 喜治  千島 美智男  佐藤 久雄 
 
 

１．はじめに 
我が国は、索道設置基数においては国際統計表等１） 

によるとフランス、スイス、オーストリアに次いで約

2500 基であり、輸送人員においても年間約 3.6 億人

の世界でも有数の索道事業国である。 
索道の安全は、架空した索条に搬器を懸垂して輸送

するシステムであることから、索条と搬器が線路中に

おいて滑ったり外れたりしないように確実に握索し

ていることが前提となっている。また、何らかの理由

で不完全な握索状態になった場合でも、出発停止させ

る保安装置が設けられており、これらに不具合を発生

させないシステムとなっている。 
しかしながら、平成 15 年 10 月、索道事故で初の乗

客の死亡事故が発生した。そしてその後、索道事故件

数はいったん減少したものの、近年は増加傾向にあ

る。索道事故件数の推移を図１に示す。また、この他

にも、過去の事故と同種の原因の事故の発生が指摘さ

れており、索道の安全確保のために技術者同士の知識

の共有化が望まれているところである。 
そして近年、施設および設備の老朽化や、メンテナ

ンスの省力化に伴い、保安装置そのものの確実性をさ

らに向上させる適切な方法についての検討の要請や、

搬器の構造に関する安全性向上の要請などがある。 
 そこで今回、索道情報の階層構造によるデータベー

ス化を行い、事故防止への認識の共有化を図る安全性

向上の取り組みの現状について報告する。 
 

２．索道データベースの概要 
２．１．目的と実施内容 
事故の再発防止のために、過去の事故を教訓として

体系化し、関係者に情報提供することを目的として、

索道事故データの収集および事故データの分析を行

い、安全データベースを構築する。 

２．２．データベースの特徴 
２．２．１．複数年度の索道事故の統計的分析 
 従来は、索道分野の事故分析については単年度毎の

事例分析が中心であるが、本研究では事故原因の特徴

等を明らかにするため、複数年度にわたる索道事故の

統計的分析を実施している。 
２．２．２．同種の事故に関する分析 
 鉄道分野を含めて、同種の事故に関する分析を実施

した結果に関する文献は見受けられないため、本研究

では、索道分野における事故について、同種の事故の

特徴等を明らかにし、同種の事故に関する分析を実施

している。 
２．２．３．索道分野の教訓データベース 
 広く知られている事故データベースについては、科

学技術振興機構のデータベース、消費者庁の「事故情

報データバンク」等があり、また、鉄道分野では鉄道

技術推進センターの「鉄道安全データベース」がある

が、事故の教訓データベースについて検討されたもの

は見あたらない。本研究では、索道分野における「同

種の事故に関する分析」を実施し、事故防止のために

は、この同種の事故の再発防止が非常に重要になるこ

とを指摘するとともに、この結果をデータベースにし

て、教訓データベースへの反映を検討している。  
 
 
 
 
 
 
 

 
 

図１ 索道事故件数の推移 
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３．データベースの構造 
 索道安全データベースは、索道基礎データの収集、

事故データの収集・分析を行い、教訓データベースを

構築した。 
 （１）索道基礎データとしては、①索道の設置基数

の推移（表＆図）、②索道の輸送人員の推移（表＆図）、

③世界各国の索道設置基数・ITTAB2008 国際統計表

(2006-2007 年シーズン)、④世界各国の索道輸送人

員・ITTAB2008 国際統計表(2006-2007 年シーズン)、
がある。 
 （２）索道事故データとしては、1999 年度(平成 11
年度）から 2008 年度(平成 20 年度)がある。 
 （３）索道事故分析結果としては、1999 年度(平成

11 年度)から 2008 年度(平成 20 年度)がある。 
 （４）索道事故の教訓データベースとしては、①教

訓データベースリスト、②搬器落下事故、③搬器衝突

事故、④人身傷害事故がある。 
 
３．１．海外事故事例 
３．１．１．アメリカでの衝突事故事例 
 データベース内にある資料の１例として、後続搬器

との衝突事故（アメリカ）の結果、原因、対策を表１

に示し、事故現場写真の１例を図 2 に示す。 
 

表１ 事故の結果・原因・対策の 1 例 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 

図 2 事故現場写真の１例２） 

３．１．２．欧州での落下事故対策例 
 子供のﾁｪｱﾘﾌﾄからの落下事故については、欧州でも

問題になり、ｲﾀﾘｱでは 1997 年から安全対策のﾌﾟﾛｼﾞｪ

ｸﾄが 10 年間実施され、下記のような子供用ｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰ

の有効性が報告されている。図 3 に対策済みの写真を

示す。 
 
 
 
              
図 3 子供のチェアリフトからの落下防止対策２） 

 
３．１．３．ソフト面からの落下事故対策例 
 ﾁｪｱﾘﾌﾄからの乗客の落下事故については、(1)乗車後

にｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰを下ろしてない場合、(2)降車前にｾｰﾌﾃｨﾊﾞ

ｰを早く上げてしまった場合などが見受けられる。こ

れらの場合のｿﾌﾄ面からの対策としては、(1)乗客への

注意喚起方法の改善（掲示物による場合・放送による

場合等）、(2)係員の対応の改善などが考えられる。掲

示物による乗客への注意喚起方法の改善例として、

「降車前にｾｰﾌﾃｨﾊﾞｰを上げる位置を明確化した掲示

物」の例を図 4 に示す。 
 
 
 
 
              
図 4 ソフト面からの対策例（北陸信越索道協会 提供） 

 
４．まとめ 

 索道情報のデータベース化により、①同種事故の再

発防止への寄与。②ソフト面からの寄与として、非常

時における係員の対応の改善や乗客への注意喚起方

法の改善など、③ハード面からの寄与として、子供用

セーフティバーの設置などが期待される。 
 今後の課題として、主要な事故や教訓となる海外事

故の写真、イラスト等の充実による教訓データベース

の内容充実。インシデントデータの収集と分析。安全

データベースの定期的な更新などがあげられる。 
参考文献 
１）ITTAB2008 Proceedings,平成 21 年度索道技術 
  管理者研修会テキスト 
２）ITTAB2007 Proceedings 

結果：（１）自動循環式４人乗りｺﾞﾝﾄﾞﾗﾘﾌﾄの搬器がﾛ    

ｰﾌﾟ上を後方へ約 80m 滑り、後続の搬器に衝突 
(2)脱索し８名が事故、そのうち５名が負傷。 
原因： (1)握索装置に対するﾛｰﾌﾟのﾐｽｱﾗｲﾒﾝﾄが原因。 
対策： (1)握索装置握索部とﾛｰﾌﾟとのｱﾗｲﾒﾝﾄの調整、

および握索装置の保安装置との調整の実施。 
(2)全てのｵﾍﾟﾚｰﾀｰとﾒﾝﾃﾅﾝｽｽﾀｯﾌに対する厳しい訓練

の実施。 
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プローブ車両と運転状況記録装置の融合 
 

 
     交通システム研究領域   ※森 裕貴  長谷川 智紀  緒方 正剛  水間 毅 
     日本大学生産工学部     綱島 均 
 

１．はじめに 
車輪がレールで支持案内されて走行する鉄道にと

って、軌道の安全管理は重要である。その状況を把握

し、事故に至る前に補修していく予防保全が不可欠で

ある。このような問題に対して、簡便な方法により軌

道状態の常時監視と診断が可能になれば、より確実な

予防保全の実現が期待できる。常時監視を実現する一

つの方法として、車両に安価な汎用センサを付加する

ことにより、営業運転を行いながら軌道の状態診断を

行う方法が考えられる。このような車両をプローブ車

両と呼び、このプローブ車両を実現するため、我々は

持ち運びが容易で、車両と非接続で軌道の状態診断の

行える可搬型プローブ装置を開発し、鉄道事業者協力

のもと実用に供するための走行実験を行なっている。 
一方、平成１７年に発生した、JR 西日本福知山線
の列車脱線事故を契機とし、事故時の運転状況（速度

やブレーキの状態等）を把握するための記録装置の必

要性が指摘され、平成１８年に技術基準省令を改正し

て運転状況記録装置の設置が義務付けられた。以降、

運転状況記録装置の設置が進められてきたが、そのほ

とんどが非映像型の運転状況記録装置である。事故当

時の原因解明や、インシデントを分析するためには、

列車速度やノッチ操作情報だけでなく、前方映像を取

得することが望ましいとの仕様が示されている。しか

し、映像型運転状況記録装置の導入に際しては、映像

の解像度、信頼性、また、設置コストの面などから導

入が進んでいない。そこで、前述の可搬型プローブ装

置に市販のカメラを用いて映像記録機能を付加する

ことで、車両の大改造を伴わずに設置できる映像型運

転状況記録装置を制作した。この装置の実用により、

現在の走行状況とリンクした軌道の状態診断が可能

になる。 
本報告では、プローブ装置と合体した映像型運転状

況記録装置の概要と、付加された映像記録機能の性能

を調査した走行実験の結果について述べる。 

２．映像記録機能付きプローブ車両 
２．１．プローブ車両の構成 
図１にプローブ車両の構成図を示す。構成される機

器として、波状摩耗を検出するための騒音計、軌道変

位を検出するための加速度センサ及びレートジャイ

ロ、位置を検出するためのGPS受信機、解析用のコン

ピュータ、各センサの信号をコンピュータに入力する

アナログ入力ターミナルで構成されるプローブ車両

に加え、今回は２台のWebカメラを追加した。 

映像記録機能付きプローブ車両では主に３つの機

能をもっている。１つ目は軌道異常検出ソフトによる

軌道の監視機能で、各センサからの信号に信号処理を

行い、現在の軌道状態を表示、記録する。２つ目は位

置推定・マップ表示ソフトによる列車位置の特定機能

で、GPS 受信機による位置情報にもとづいて路線上
の列車位置を求め、地図上に現在位置を逐次表示を行

う。３つめは映像記録ソフトによる映像記録機能で、

進行方向前方の映像と運転士の運転状況の記録を行

う。 

 
図１ 映像記録機能付加型プローブ車両の構成 

 
２．２．映像記録機能の仕様 
映像記録方法は、１分間の映像データを１ファイル

とし、任意の指定フォルダに断続的に記録する方式と

GPS受信機

ノート型コンピュータ

アナログ
入力

ターミナル

アナログ
入力

ターミナル

3軸加速度
センサ

3軸加速度
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レート
ジャイロ

レート
ジャイロ

軌道状態
軌道異常検出

ソフト

軌道異常検出
ソフト

位置推定・
マップ表示
ソフト

位置推定・
マップ表示
ソフト

ハードディスクハードディスク

位置・速度

USB

USB

騒音計騒音計

映像記録ソフト映像記録ソフト

カメラBカメラB カメラAカメラA
USB

映像記録機能付加部分

21○
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する。画面解像度は 320×240 とし、フレームレート

は 30fpsで記録した。 

３．走行実験 
３．１．実験条件 
 制作した映像記録機能付き可搬型プローブ装置の

設置状況を図２、３に示す。車両前方に可搬プローブ

装置本体を設置し、前方窓ガラス及び、運転士頭上に

Webカメラを設置した。測定項目としては、上下加速

度（高低変位）、左右加速度（通り変位）、ロールレイ

ト（水準変位）、車内騒音（波状摩耗）、前方映像、運

転状況映像とした。 

 

 
図２ 可搬型プローブ装置 

 
図３ カメラ設置状況（左：前方 右：運転士） 

 
３．２．実験結果 
 測定結果の水準変位の推定値の一例を図４に示す。

実験開始約 500秒前後で、比較的大きなロールレイト

RMS値を確認した。 

図４において赤い○で示した最大値を記録した箇

所の前方映像を図５、運転状況映像を図６に示す。図

５より若干の道床の沈み込みが確認され、ロールレイ

トが大きく出たことが推測される。また、橋梁手前で

あることなど列車の現在位置を確認することができ、

位置推定・マップ表示ソフトによる列車位置情報とほ

ぼ一致することが確認された。 

図６で示すような運転状況の映像からは、運転士の

ノッチ操作状況が判別でき、速度計の針角度について

も十分に把握することが確認された。 
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図４ ロールレイトRMS値 

 
図５ 前方カメラ画像 

 
図６ 運転状況カメラ画像 

 
４．まとめ 

プローブ車両に映像記録機能を付加することで、映

像型運転状況記録装置として扱う手法と、作成した映

像記録機能付き可搬型プローブ装置を用いた検証結

果について述べた。 

今回使用したような簡易なカメラであっても、運転

席の計器類を確認することが可能であった。このこと

から、画像解析を行えば、車両速度やノッチ情報を検

出することも実現可能であると考えられる。 

また、軌道異常検出ソフトが異常値を示した場合に

前方カメラの静止画を自動的に切り出すことで、軌道

を保守すべき個所を特定できるなど、プローブ車両の

機能向上にも活用できると考えられる。 

今後は、夜間や悪天候時など、撮影条件が厳しい場

合においても正常に機能するかどうか、実用化へ向け

引き続き検討、検証を行う予定である。 
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画像認識による信号システム安全性検証結果について 
 

 
 

交通システム研究領域   ※竹内 俊裕  工藤 希  水間 毅 
 
 

１．はじめに 
路面電車の車両位置を検知する方法として、最

も一般的な方法は架線に取り付けられた棒状の

スイッチをたたくことで車両位置がわかるトロ

リーコンタクタであるが、架線に取り付けられて

いるためメンテナンス時の作業性が悪い。また降

雪時はスイッチがたたききれないことがあり天

候の影響を受けやすい。さらに、近年では車両長

の長いＬＲＶ車両などが導入されたり車両の種

類も増え、パンタグラフの位置も車両によって異

なるため、運転士への負担となっている。 

そのような問題を解決することを目的として、

レールに電流を流し、列車進入時に車輪による短

絡で電流が遮断されることにより列車検知を行

う軌道回路方式を導入する事例が増えてきてい

る。しかし、車両重量の軽い車両では短絡不良が

懸念されるため、安定した列車検知が実際に行わ

れているかの確認が必要とされている。 

軌道回路方式による列車検知状況は近くの歩

道上に設置されたモニタ装置で確認できる。従来

はそのモニタ装置の様子をカメラで記録した映

像により、目視で列車検知状況を確認していた。

しかし、膨大な映像を目視で確認することは効率

的ではない。そのためカメラ映像の動画解析を行

い、列車検知状況を自動的に確認するソフトを製

作し検証したので、その結果を報告する。このこ

とにより、路面電車における軌道回路方式の列車

検知の評価が効率良く行われるようになり、列車

検知信頼性を客観的に評価することが期待され

る。 

 

 

 

 

２．映像記録の概要 

２．１．装置構成 
映像を記録する装置の開発は、簡易で省コスト

を前提としているため、既存の映像型運転状況記

録装置を流用し改造することで装置を構築した。

装置構成は、組込用パソコンを中心とした記録装

置本体と、 

 ①モニター装置の外に設置して軌道回路上を 

  通過する車両を撮影するカメラ 

 ②列車検知状況を示す各ＬＥＤの動きを撮影 

  するカメラ 

 ③軌道回路の動作状態の番号を示すＬＥＤを 

  撮影するカメラ 

 ④車両の在線の有無を示す 1個のＬＥＤを撮影 

  するカメラ 

以上の４台のカメラをモニター装置の内外に取

り付けて、それぞれの映像を４分割器を介して１

画面化し、それをビデオキャプチャ経由で映像記

録装置に取り込む構成となっている。記録される

映像は 30フレーム／秒の mpeg 形式で１ファイル

１分で連続的に記録される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 装置構成 

 

映像記録装置 
処理
装置 

車両撮影 

16 個 LED 撮影 

7 ｾｸﾞ LED 撮影 

1 個 LED 撮影 

ﾋﾞﾃﾞｵｷｬﾌﾟﾁｬ 

画像 4 分割機 

モニタ装置 

○22
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２．２．動画解析方法 
 本装置は軌道回路方式が導入されている線区

のある地点のモニター装置内に設置した。そして

4 台のカメラのうち、列車検知状況を示す各ＬＥ

Ｄの動きを撮影するカメラの映像から車両が検

知範囲に進入した際に動作するＬＥＤ（以下、列

車進入ＬＥＤ）と在線の有無を示すＬＥＤ（以下、

在線有無ＬＥＤ）を画像解析の対象とした。 

解析は記録された映像（図 3）から、それぞれ

のＬＥＤのエリアを抽出し、抽出した各ドットの

色情報（ＲＧＢ情報）を平均化し、その変化量か

ら閾値を設定してＬＥＤの点灯／消灯を判定す

ることとした。（図 4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 記録映像画面 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 解析画面 

 

解析は、30 分間分（1 分×30 ファイル）につい

て図 5 に示すアルゴリズムで行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 解析フローチャート 

 

表 1 に示す解析結果より、列車進入ＬＥＤと在

線有無ＬＥＤの画像解析結果とのＡＮＤ条件を

採用したことにより、実際の車両走行については

全て検知したことを確認した。しかし、列車がな

いにも関わらず、列車有と誤検知する例が 2 例見

られ、解析方法に対する課題も確認した。 

そのため、今後はその課題に対する対策につい

て検討する必要がある。 

 

表 1 解析結果 

実際の車両走行本数 9 本 

検知された車両走行本数 9 本 

非在線時に誤検知された車両本数 2 本 

 

４．おわりに 

以上のように、軌道回路方式による路面電車の

列車検知状況を動画解析により求めた結果につ

いて示したが、ある程度自動解析及び評価が可能

なことが確認された。 

今後は、他の解析方法の採用や、画面に映る路

面電車の認識等、解析精度を向上させ、リアルタ

イムな解析を目指し、信号システムへの動画解析

技術の適用の信頼性を検討していきたい。 

在線有無ＬＥＤ 

列車進入ＬＥＤ 

列車進入 
LED 

在線有無
LED 

正常検知 
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在線 
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無 
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在線 
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非在線 非在線 

非在線 非在線 

列車進入ＬＥＤの解析状況 

在線有無ＬＥＤの解析状況 
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１．はじめに 

 現在、大都市圏においては、定時性、省エネ性の

面で自動車より優位にある、鉄道、モノレール等の

軌道系の公共輸送システムが整備されている。他方、

地方都市においては、移動の自由度の面で有利な自

動車の普及が進むとともに採算性や建設費の高騰等

により、軌道系の公共輸送システムの建設が減少し

ている。しかしながら、今後の高齢化社会、交通渋

滞、環境問題等の観点からは大都市、地方都市を問

わず、公共輸送システムの充実が不可欠であり、既

存の鉄道、バス等と連携した公共交通ネットワーク

を構築するための低コストな距離型輸送システムの

建設が望まれている。このような状況の中で、位置

エネルギを利用した低コスト、省エネ型のシステム

としてエコライドが提案され、実用化に向けた研究

開発が進められてきた。 
 本稿では、エコライドの特徴及びこれまでの開発

状況等を中心にその概要について報告する。 
  

２．エコライドの特徴と概要 

 エコライドは、車両側に駆動用の動力源を持たず、

高低差を利用して、車両を下りこう配で加速し、上

りこう配を減速に使用することで、位置エネルギを

車両の走行に活用するシステムである。線形等の前

提条件にもよるが、平坦路を走行する場合に対して

巻き上げに要するエネルギを考慮しても１５％程度

の省エネ効果があるとの試算例もある。 

 また、車両は駆動用の動力源を持たないため、小

型・軽量化することができ、併せて軌道構造物の小

型・軽量化が可能となる。これによって、道路の中

央分離帯や歩道の上部空間等へ建設するができるた

め、建設費を低減することができる。 

 このシステムは、300～600mの駅間を10ｍ程度の

高低差を利用して車両を走行さ、毎時2000人程度の

輸送を担うことを前提として開発が進められている。 

 エコライドの原理を図１に示す。また、導入イメ

ージを図２に示す。 

  

 

３．これまでの開発経緯 

 既存のコースターは、地上側に動力機構を持たせ、

位置エネルギ（高低差)を最大限に有効活用するシ 
ステムである。エコライドは、この技術を公共交通

手段に応用することで、既存の軌道系公共輸送シス

テムやバス、自動車とのシームレスな連携によるモ

ーダルシフトによって省エネルギ、環境負荷の低減

を目的として検討が進められてきた。当所は、この

プロジェクトの中で主に安全性評価、エコライド用

の運転保安に係る部分を担当してきた。 
３．１ 公共輸送システムとしての成立に向けて１） 

 エコライドは、新軽便都市交通システムと呼ばれ、

（財）運輸政策研究機構による「新軽便都市交通シ

ステム実用化研究調査委員会」において、都市交通

システムとして成立するための条件について調査・

検討が行われた。この中では、前提とするシステム

の基本条件、安全性課題の抽出や仕様の検討の他ケ

ーススタディなどが行われ、当所は安全性課題の抽

○23エコライドプロジェクトについて 
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図２ 都市内への導入イメージ 
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図１ エコライドの原理 
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出等を担当した。 

３．２ 先導研究開発事業 

 軽便都市交通システムとしての基礎的な検討を経

て、（独）新エネルギ・産業技術総合開発機構の「エ

ネルギー使用合理化技術戦略的開発事業」に採択さ

れ、平成 18年度から平成 20年度までの 3カ年をか

けて主に省エネルギの観点から研究開発を行ってき

た。 

 この事業は、開発元である泉陽興業をはじめ三菱

総研、交通研が委託元となり、明電舎、東京大学及

び大阪産業大学が共同実施したプロジェクトであり、

それぞれの分担において以下に示す主な項目につい

て研究開発が行われた。 

①最適な基本システムの構築 

②ハイブリッド省エネ車両の開発 

③省コストインフラの開発 

④ハイブリッド技術の開発 

⑤エコライド用保安システムの開発 

⑥安全性評価手法の開発 

⑦市場性、導入効果・影響の評価手法の研究 

 この事業では、最終年度に東京大学生産技術研究

所千葉実験場に試験線を建設し、実施可能な範囲に

おいて検証を行い所期の目的は達成した。当所はこ

の事業では安全性の観点からシステムの評価を行っ

ている。 

３．３ 実証モデル事業 

 先導研究の後は、関東経済産業局のプロジェクト

とである「低炭素社会における技術発掘・社会シス

テム実証モデル事業」に採択され、平成 21年度には

実用化を前提とした研究開発を行ってきた。この事

業は、自治体の協力も得て実施されたものであり、

以下の主な項目について実施した。 

①交通モデルの検討 

②ＩＴＳによる他の交通方式との連携性の検討 

③技術開発と実証研究 

④普及活動 等 

 この事業では、実験線の改造、新たな車両の試作、

安全性の評価に加え、エコライドの導入を検討して

いる自治体の協力を得ながら事業性の評価を実施す

ると共に他の輸送モードとの連携に必要なＩＴＳ項

目の整理や普及に向けた様々なＰＲ活動を行い、実

用化に向け大きく前進する結果が得られた。当所は

この中で、図３に示すエコライド用の運転保安シス

テムを構築しその評価を行った。実験線の俯瞰を図

４に示す。  

 

４．今後の課題 

 これまでの研究開発で基礎技術は大略確立してい

るが、公共輸送システムとしての耐久性や信頼性を

確認するためには、長期走行試験を実施することが

望ましいと考えられる。しかしながら、現状の実験

線設備では限界があるため、長期走行試験が可能な

実験線の改造等が今後の課題である。 

 また、エコライドは、実用化の段階にあるものの

適用される関係法令への対応、適用適地の開拓等の

課題が残っている。 

 

５．おわりに  

 エコライドは、実用化段階にはあるが今後の課題

でも述べたように、今後必要なデータを収集するた

めの試験設備が必要であると考えており、プロジェ

クト推進に向け、新たな競争的資金獲得に向けて鋭

意努力しているところである。 

 

 参考文献  

（財）運輸政策研究機構：新軽便都市交通システム

実用化研究調査報告書 平成 16年 4月 

図４ 実験線俯瞰 
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Code
No. Classification ( ITTAB )

1  External to lift 1 9 1 2 13
2  Cables 1 1 2

3  Dynamic behavior of ropes

4  Mechanical components 1 1 3 3 8

5  Electrical power and hydraulic equipment 1 1

6  Vehicles 1 7 8
7  Line equipment 3 5 1 9

8  Behavior of passenger transported 7 2 9

9  Behavior of operator or mechanic 1 2 3 6

10  Accidents that injure a worker
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No.  ( ITTAB )  ( ITTAB )

1  External to lift  Wind 5 9

2  Behavior of passenger transported  Bad unloading ( passenger not paying attention ) 4 7

3  Behavior of passenger transported 3 5

4  Line equipment  Line sheave damage/failure 3 5

5  Behavior of operator or mechanic  Bad maintenance 2 2

6  Line equipment  Damage/failure of structure (includes towers) 2

7  Line equipment  Sheave train damage/failure 2

8  Vehicles  Grip 5 9

9  Vehicles  Hanger assembly damage or failure 2

10  Mechanical components  Brake damage or failure 3 3 5

55
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4
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31
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